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所有行動の日米欧比較一アジア向け

製造業投資の場合一＊

吉　　原　　英　　樹

　　　　　　　　　　　　　1　テーマと分析方法

　アジア向け製造業投資を行なう日本，アメリカ，ヨーロッパの各企業の所有

行動の比較分析が，本稿の研究の内容である。そして，この比較分析によって

日本企業の所有行動の特徴を明らかにすることが，本研究のねらいである。

　海外に製造子会社や販売子会社をつくるとき，親会社の出資比率をいくらに

するか，また，合弁の場合にはパートナーに誰を選び，そのパートナーとの役

割分担をいかにするかは，海外投資決定の一つの重要なテーマである。海外子

会社の資本所有関係にかんするこれらの決定，すなわち，（1）出資比率の決

定，（2）パートナーの選択，（3）役割分担の決定をここでは所有行動という

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ことにする。本稿では（1）の出資比率の決定を中心にみていくことにしたい。

　これまでの研究によると，同じく多国籍企業であっても日本企業と米国企業

では，その所有行動に大きなちがいのあることが明らかになっている（吉原，

＊　データにかんして，データブックの編者の北村かよ黒氏（アジア経済研究所）の

　教示を得た。データのコンピュータ分析にあたり，菅田宏則氏（神戸大学大学院経

　営学研究科博士課程）の助力を得た。記して謝意としたい。なお，本稿は文部省科

　学研究費補助金（昭和54年）による研究の成果の一部である。

（1）所有行動という用語はあまり使われない用語であり，語感の点でもかならずし

　　も適当と思われない。出資行動という用語のほうがよいかもしれない。しかし，

　　所有政策（この用語の意味については後述）という用語は定着しているので，そ

　　れと対応する現象を表現するには同じ所有という語句をふくむ所有行動の用語の

　　ほうがよいと考えたのが，この所有行動の用語を採用した主たる理由である。
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　　　　　　　　　（2）
1979a，　pp．109－118）。米国企業の場合・には，全海外生産子会社のうちの約3

分の2が完全所有（親会社の出資比率95－100％）の子会社である。これにた

いして日本企業では逆に，全海外生産子会社の約3分の2は親会社の出資比率

が50％以下の合弁である。完全所有子会社は全体の16．1％にすぎない。

　つぎに，共同出資型の合弁も日本的な所有行動の特徴としてあげることがで

きる。共同出資型の合弁とは，投資母国側の出資企業が親会社だけでなくて，

それ以外にもあるという合弁をいう。日本の製造企業，日本の商社，現地パー

トナーの3種類の出資者をもつ合弁（商社参加型合弁という）は，この共同出

資型の合弁のもっともポピュラーな例である。

　日本の多国籍企業の海外生産子会社310社のうち，この共同出資型の合弁は

過半数の157社にのぼる。そのうち，商社がパートナーである商社参加型の合

弁は150社に達する。パートナーの商社の大半は，総合商社である。他方，ア

メリカの多国籍企業をみると，有力な商社がないためもあり，共同出資型の合

弁の事例は指摘されていない。仮にあるにしても，その数はごくかぎられてい

ることはたしかである。

　この合弁指向と共同出資という所有行動の日本的特色は，ヨーロッパの多国

籍企業との比較においてもほぼ同様にみることができる。ヨーロッパの多国籍

企業も，米国の多国籍企業ほど鮮明なかたちではないが，基本的には完全所有

指向の所有行動をとっている。たとえば，英国の多国籍企業の場合，海外生産

子会社のうちで完全所有のものは全体の61％に達しているし，西独の場合で

も，完全所有子会社は全体の42％を占める（Franko，1976，　p．121）。また，

ヨーロッパにも有力な商社はほとんどないこともあり，商社参加型合弁をはじ

めとして，共同出資型の合弁の事例は指摘されていない。

　ところで，以上における所有行動の日米欧比較は，先進国，発展途上国の両

（2）引用文献は末尾に一括表示。
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投資対象国を一括したグローバル・ベースの比較である。周知のように，日

本，アメリカ，ヨーロッパの多国籍企業の製造業投資の地理分布パターンには

大きなちがいがある。アメリカとヨーロッパの投資が先進国を中心にしている

のにたいして，日本投資は発展途上国，それもとくにアジアに集中している。

この地理分布パターンの相違が，所有行動のちがいに影響をあたえていないだ

ろうか。合弁指向という日本的特色は，アジア向け投資が中心であるというこ

とから生じているのではないだろうか。アメリカ，ヨーロッパの多国籍企業

も，アジア向けの投資については，日本企業と同様に合弁指向の所有行動をと

っているのではないだろうか。この疑問が，本稿の研究の問題意識である。

　アジアという限定された一つの舞台を設定して，その同じ一つの舞台で演じ

られる日本，アメリカ，ヨーロッパの企業の所有行動を比較分析することが，

本稿の研究の内容である。そして，この比較分析によって，日本企業の所有行

動の特徴をつかみたいのである。

　さて，本研究で使用するデータは，北村かよ子編『アジア向け先進諸国投資

企業リスト』（北村，1979）からとられている。本研究では，この北村のデー

タブックに収録されているデータのうち，日本，アメリカ，ヨーロッパの企業

の製造業投資だけを使用している。データの分析は，コンピュータ（SPSSプ

ログラム）によって行なった。

　北村のデー・タブックでは，共同出資型の合弁の場合，共同出資している企業

（現地パートナーをのぞく出資企業）の出資比率の合計値のみ示されており，

親会社単独の出資比率は示されていない。しかし，このデータ表示形式は，所

有行動の日米欧比較を行なううえでほとんど支障にならない。まず第1に，ア

メリカ，ヨーロッパの企業の場合，共同出資型の合弁は全体のうちでごく少数

しかない（この点のデー．タは後ほど示す）。つぎに，共同出資型の合弁がかな

り多くみられる日本企業の場合には，共同出資型合弁における日本企業の出資

比率としては，親会社単独の出資比率よりも出資企業の出資比率の合計値のほ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
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うが意味をもつからである。合弁企業にたいする経営支配力を現地パートナー

がもっか日本企業がもっかを決めるうえで，日本の出資企業の出資比率の合計

値がマジョリティであるか否かが多くの場合に決定的な意味をもつ。親会社単

独ではマイノリティの出資比率しかないが，他の日本企業の出資比率と合計す

ると過半数の出資比率を占めるときには，日本の親会社が合弁企業にたいして

　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
経営支配力をにぎるのがふつうである。

　ヨーロッパ企業としてここでとりあげるのは，イギリス，西ドイツ，オラン

ダ，スイス，フランス，　オーストリア，スペイン，　イタリア，ルクセンブル

グ，ノルウェー，フィンランド，デンマーク，ベルギー，スウェーデンの14力

国の企業である。

　北村のデータブックに収録されている日，米，欧企業は，大企業にかぎられ

ているわけではない。おそらく少数と思われるが，中小規模の企業も収録され

ている。また，多くの国で海外生産を展開している企業だけが収録されている

わけではない。つまり，北村のデータブックに収録されている企業の中には多

国籍企業とみなせない企業も相当数ふくまれているのである。

　　　　　　　　　　　　　2全般的傾向

　アジア向け製造：業投資にかんする日，米，欧企業の所有行動の全般的傾向を

みることからはじめよう。合計1，989件の投資のうち，日本企業の投資が7割

　　　　　　　　　　（4）
を占めている（表1参照）。残りの3割の投資を，アメリカとヨーロッパの企

業がほぼ4対6の割合でわけ合っている。アジアはたしかに日本企業の海外投

資のホームグラウンドであることが，この数字からもいえる（吉原，1980a）。

　親会社の出資比率を，少数所有（1－49％），半数所有（50％），過半数所有

　（3）この考えは，筆者のインタビュー調査にもとつく（吉原，ユ980b，pp．46－47）。

　（4）とくに断らないかぎり，本稿の図表のデータの出所は，北村のデータブック

　　　（北村，1979）である。
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表1投資母国別にみた出資比率

日　　　本

ア　メ　リ　カ

ヨーロツパ合計

　　　英

　　　独

　合　　計

1一一’49％ 50％

件　　％
611（43．5）

31（14．6）

102（27．3）

48（25．1）

28（39．4）

744（37．4）

247（17．6）

22（10．4）

35（　9．4）

18（　9．4）

　9（12．7）

304（15．3）

51N94％

307（21．9）

42（19．8）

120（32．2）

71（37．2）

20（28．2）

469（23．6）

gs－ioo％　li　XkV．4

239（17．0）

117（55．2）

116（31．1）

54（28．3）

14（19．7）

472（23．7）

56．97

78．32

65．17

65．08

55．30

60．78

合　　計

1，404（100．0）

　212（100．0）

　373（100．0）

　191（100．0）

　71（100．0）

1，9．　89　（100．0）

注　1．かっこ内は構成比を示す。

　　2．　日，米，欧の平均出資比率の差は0．5％水準で有意（F－67．466）。

　　　　　　　　　　　　図1　出資比率の投資母国間比較
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（51－94％），完全所有（95－100％）の四つのクラスに分けて，日，米，欧の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5＞
企業の出資比率のデータを整理したのが，表1である。その表1をみやすいよ

うにグラフ化したのが，図1である。

　各投資母国について，完全所有子会社の構成比をみると，日本17．O％，アメ

リカ55．2％，ヨーロッパ31．1％である。また，少数所有子会社の構成比をみる

と，日本43．5％，アメリカ14．6％，　ヨー・ロッパ27．3％である。これら数値か

ら，日本企業の合弁指向，米国企業の完全所有指向という対照的な所有行動を

指摘できよう。そしてヨーロッパ企業はこれら両極のスタイルの中間の所有行

動をとっている。

　ヨーロッパの中では英国と西独については，とくに重要な投資母国であると

いう理由で，個別的にデータ表示を行なっている。図1に明らかなように，英

国企業の所有行動はヨーロッパ合計のそれと似ている。これにたいして西独企

業のそれはヨーロッパ合計のパターンとちがっており，むしろ日本企業のパタ

ーンに似ている。日本と西独のこの類似性は興味深い。

　つぎに，日，米，英，西独の企業のアジア向け製造業投資の所有行動が，全

製造業投資の所有行動の平均とどの程度ちがうかをみることにしよう。

　完全所有子会社の構成比を世界ペース（全海外製造投資）とアジア・ペース

（アジア向け製造業投資だけ）で比較すると，表2にみるとおり，日，米，

英，西独のいずれにおいても，アジア・ベースのほうが低くなっている。他

方，親会社の出資比率50％以下の子会社の構成比は，4力国のいずれにおいて

も，アジア・ベースのほうが高くなっている。しかし，世界ペースとアジア・

ベースの差は，日本とアメリカにおいては比較的小さいのにたいして，9ギリ

スと西ドイツの場合はその差がずっと大きい。

（5）各クラスは，厳密に表示するとつぎのようになる。少数所有（O％超一50％未

　満），半数：所有（50％），過半数：所有（50％超一95％未満），完全所有（95％以上一

　100％以下）。
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表2　出資比率の世界ベース（全製造業投資）とアジア・ベース

　　　（アジア向け製造業投資）の比較

　　　　　　　　出資比率××一
町萎顯態＼

・本
o
掌

…カ
o
貫

・ギ・・
o
9

西…

o
掌

界
ア
界
ア
界
ア
界
ア

　
ジ
ジ
ジ
ジ（参考）

　　日　本……先進国

50％以下

47％

61

22

25

20

35

30

52

38

51一一」94％

9
2
5
0
9
7
8
8
9

2
2
1
2
1
3
2
2
1

95－100％

4
7
3
5
1
8
2
0
3

2
1
6
5
6
2
4
2
4

　合　　計
構成比　（件数）

100％　（310件）

100　（1，404）

100　（3，720）

100　（212）

100　（2，236）

100　（191）

100　（753）

100　（71）

100　（47）

注　1．データ出所：アジア・ペースのデータは本稿の前掲表1のデータ。世界ペース

　　　のデータのうち，アメリカ，イギリス，西ドイツは！・一バード多国籍企業プロジ

　　　ェクトのデータ（Franko，1976，　P．121）。世界ペースの日本のデータおよび参

　　　考欄の日本のデータは筆者の多国籍企業データペーース（吉原，1979a，p．118）。

　　2．世界ペースのデータは多国籍企業のデータであるのにたいして，アジア・ペー

　　　スのデータの企業には多国籍企業ばかりでなく，それ以外の企業もふくまれてい

　　　る。そのため，データの整合性には難点がある。

　　3，　日本企業の出資比率は，日本の親会社の出資比率だけでなく，他の日本企業の

　　　出資比率も加えた合計値で示している。この方法をとる根拠については，本文

　　　（PP．3－4）を参照。

　米，英，西独の製造業投資の主要対象国は，欧米先進国であるから，表2の

世界ペースのデータは先進国むけ投資の傾向が基本になっているとみなしてよ

い。米国の場合，世界ペースとアジア・ペースの差は小さく，どちらにおいて

も完全所有指向の所有行動をみることができる。米国企業の完全所有指向の所

有行動は，先進国，発展途上国を問わず，一貫してみられるのである。

　他方，イギリスと西ドイツをみると，先進国むけの投資では完全所有指向の

所有行動をとっているが，アジアでは合弁企業を多くつくっている。英，西独

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7
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　　　　　　　　　　　（6）
企業の場合，その所有政策は米国企業と比較してずっと弾力性に富んでおり，

アジア各国政府の合弁奨励政策の前には，その完全所有指向を合弁指向に転換

している。表2のデータはこのような解釈を示唆しているといえよう。

　日本に目をむけると，合弁指向という日本企業の特徴的な所有行動は世界ベ

ースでもみられる。しかし，先進国むけの製造業投資だけをとると，完全所有

子会社が全体の43％を占めている（表2の参考欄を参照）。先進国むけの投資

については，合弁指向の特色はうすくなり，完全所有指向の色彩を濃くするこ

とがわかる。日本の完全所有子会社の構成比43％という数値は，グローバル・

ベースの米国の63％や英国の61％には遠くおよぼないが，西ド4ツの42％と肩

をならべる数値である。

　以上の検討の結果として，つぎの3点を指摘できよう。

　第1．アジア向け製造業投資にかんする所有行動として，アメリカ企業の完

全所有指向と日本企業の合弁指向の対照的なパターンがあり，ヨーロッパ企業

の所有行動はこの両極の中間にある。

　第2．米国企業の完全所有指向の所有行動は，先進国，発展途上国（アジア

等）を問わず一貫してみられる。これにたいして，ヨーロッパと日本の企業の

場合，その所有政策は弾力的であり，先進国では完全所有指向の性格をもつの

に，アジアでは合弁指向を示す。

　第3．合弁指向という日本企業の所有行動の特徴は，日本企業の投資の主要

地域がアジア等の発展途上地域であるということから生じている面がかなり強

い。先進国むけの投資だけをとると，日本企業にも完全所有指向の所有行動を

相当程度みることができるのである。

（6）個々の所有行動についての方針ないしルールを，所有政策（ownership　policy）

　という。

8



　　　　　　　　　　　　所有行動の日米欧比較一アジア向け製造業投資の場合一（吉原）

　　　　　　　　　　　　3投資受入国と所有行動

　アジア諸国としてここでは韓国，香港，台湾，シンガポール，マレーシア，

フィリピン，インドネシア，タイ，インド，パキスタン，スリランカの11回国

をとりあげる。これら各投資受入国における日，米，欧の企業の出資比率デー

タを整理したのが，表3－1以下の三つの表である。日本企業の所有行動の特

色をつかむために，日本企業に焦点をあて，アメリカ，ヨーロッパの企業と比

較しつつ検討していくことにしよう。

　完全所有子会社が全投資件数のうちでいくらの比率を占めるかを，各投資受

入国別にみて，日本，アメリカ，ヨーvッパの企業を比較したグラフが，図2

である。日本企業の完全所有子会社の構成比は，韓国においては米国企業につ

表3－1譲受入国における出資比率一日本投資の場合一

1－49％

韓　　　　国

香　　　　港

口　　　　湾

シンガ．te　・一ル

マレーシア

フィ　リピン

インドネシア

タ　　　　　イ

イ　　ン　　ド

パキスタン

ス　リ　ランカ

　合　　計

件　　％
148（37．7）

24　（30．4）

109（36．2）

34（26．2）

80（62．5）

57（87．7）

15（12．4）

95（71．4）

30（90．9）

8（100．0）

11（84．6）

611（43．5）

50％

116（29．5）

　4（　5．1）

65（21．6）

31（23．8）

　9（　7．0）

　o（　o．o）

16（13．2）

　4（　3．0）

　1（　3．0）

　o（　o．o）

　1（　7．7）

247（17．6）

51N94％

47（12．0）

17（21．5）

72（23．9）

31（23．8）

20（15．6）

　4（　6．2）

87（71．9）

28（21．1）

　1（　3．0）

　o（　o．o）

　o（　o．o）

307（21．9）

95一”100％

82（20．9）

34（43．0）

55（18．3）

34　（26．2）

19（14．8）

　4（　6．2）

　3（　2．5）

　6（　4．5）

　1（　3．0）

　o（　o．o）

　1（　7．7）

239（17．0）

平均出資
比率（％）

59．54

70．37

58．12

62．28

49．65

38．47

65．45

52．16

30．42

32．42

35．69

56．97

合　　計

393（100．0）

79（100．0）

301（100．0）

130（100．0）

128（100．0）

65（100．0）

121（100．0）

133（100．0）

33（100．0）

　8（100．0）

13（100．0）

1，404（100．0）

（注）平均出資比率の差は1％水準で有意（F－16．6984）。
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経済経営研究第31号（1）

　　　　表3－2各受入国における出資比率一アメリカ投資の場合一

韓　　　国

香　　　　港

台　　　　湾

シンガポール

マレーシア

フィ　リピン

インドネシア

タ　　　　　イ

イ　　ン　　ド

パキスタン

ス　リ　ランカ

　合　　計

ltv49％

件　　％
4（19．0）

1（　4．2）

o（　o．o）

2（15．4）

2（18．2）

2（　5．4）

3（15．0）

5（18．5）

12（36．4）

o（　o．o）

o（　o．o）

31（14．6）

50％

10　（47．6）

o（　o．o）

2（11．1）

o（　o．o）

o（　o．o）

1（　2．7）

o（　o．o）

2（　7．4）

6（18．2）

o（　o．o）

1（50．0）

22（10．4）

51N94％

2（　9．5）

1（　4．2）

4（22．2）

1（　7．7）

1（　9．1）

9（24．3）

9（45．0）

9（33．3）

5（15．2）

1（16．7）

o（　o．o）

42（19．8）

95－100％

　5（23．8）

22（91．7）

12（66．7）

10（76．9）

　8（72．7）

25（67．6）

　8（40．0）

11（40．7）

10（30．3）

　5（83．3）

　1（50．0）

117（55．2）

平均出資
比率（％）

60．35

95．63

86．61

83．52

83．09

86，77

79．50

74．37

59．10

95．60

75．00

78．32

合　　計

21（100．0）

24（100．O）

18（100．0）

13（100．0）

11（100．0）

37（100．7）

20（100．0）

27（100．0）

33（100．0）

　6（100．0）

　2（100．0）

212（100．0）

　（注）平均出資比率の差は1％水準で有意（F－5，1977）。

いで第2位（ただし日，米，欧の企業間の差はごく小さい）にあるが，それ以

外の10力国ではいずれも最下位（第3位）にある。他方，米国企業をみると，

タイとスリランカの両国でヨーロッパ企業についで第2位にあるが，それ以外

の9力国では第1位を占める。そのスリランカについてみると，米国の投資は

わずかに2件にすぎないし，米国とヨーロッパの構成比の差も小さい。したが

って，米国の第2位の位置はタイだけであるといってよいだろう。最後にヨー

ロッパ企業をみると，韓国，タイ，スリランカをのぞく残りの8力国で第2位

の位置にある。韓国とスリランカの場合，ともに投資件数は少ないし，日本，

アメリカ企業との差もごく小さい。したがって，タイだけが例外のケースとみ

なしてよい。

　このようにして，さきほど全般的傾向の検討で明らかになった日，米，欧の
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　　　　　　　所有行動の日米欧比較一アジア向け製造業投資の場合一（吉原）

表3－3　各受入国における出資比率一ヨーロッパ投資の場合一

韓　　　国

香　　　港

台　　　　湾

シンガポール

マレーシア

フィ　リピン

インドネシア

タ　　　　　イ

イ　　ン　　ド

パキスタン

ス　リ　ランカ

　合　　計

1－49％

件　　％
　2（33．3）

　5（16．7）

　o（　o．o）

　6（23．1）

　7（21．2）

　1（　7．7）

　3（　7．9）

　2（　8．3）

67（44．4）

　8（20．0）

　1（1ユ．1）

102（27．3）

50％

3（50．0）

2（　6．7）

o（　o．o）

3（11．5）

5（15．2）

3（23．1）

4（10．5）

o（　o．o）

13（　8．6）

1（　2．5）

1（11．1）

35（　9．4）

51一一94％

　o（　o．o）

　3（10．0）

　2（66．7）

　2（　7．7）

　7（21．2）

　3（23．1）

19（50．0）

　6（25．0）

53（35．1）

23（57．5）

　2（22．2）

120（32．2）

95NIOO％

　1（16．7）

20（66．7）

　1（33．3）

15（57．7）

14（42．4）

　6（46．2）

12（31．6）

16（66．7）

18（11．9）

　8（20．0）

　5（55．6）

116（31．1）

平均出資
比率（％）

51．40

82．77

76．67

75．89

68．73

77．79

76．87

87．83

51．50

62．15

82．33

65．17

合　　計

　6（1OO．O）

30（100．0）

　3（100．O）

26（100．0）

33（100．0）

13（100．0）

38（100．0）

24（100．0）

151（100．0）

41（100．0）

　9（100．0）

373（100．0）

　（注）平均出資比率の差は1％水準で有意（F　・一9．5731）。

企業の所有行動の特徴，すなわち，米国企業一完全所有指向，日本企業一合弁

指向，ヨーロッパ企業一中間的なスタイル，という特徴が，ほとんどの投資受

入国についてみられることがわかる。アジア各国をとおして，日，米，欧企業

のそれぞれの特徴的な所有行動がほぼ一貫してみられることは，注目してよい

事実であろう。

　日，米，欧の企業の所有行動のちがいは，これら企業の平均出資比率からも

たしかめられる。図3は，日，米，欧の企業の平均出資比率を投資受入国ごと

にプロットしてグラフ化したものである。平均出資比率の数値は，韓国，タ

／，スリランカの3力国をのぞいて，米国，ヨーロッパ，日本の順になってい

る。米国と日本が両極にあり，その中間にヨーロッパが位置している点は，前

掲図2に示す完全所有子会社の構成比のグラフの場合と同様である。例外をな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11



経済経営研究第31号（1）

　　　　　図2　各自入国における完全所有子会社の構成比の日米欧比較

構成比
（O／a）

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
9
8
7
6
5
4
3
2
1

1

1　　　　　日本
へ　　　　　　　　ド

　　　，」＼，／

　　韓香台シマフイタイパ　　　　　　　　　　　　ン　　　レ　　　ィ　　ン　　　　　　　　　　キ
　　　　　　　　　　　ガポ　　i　　リ　　ドネ　　　　　ン　　ス
　　　　　　　　　　　　　1　　シ　　　ピ　　　シ　　　　　　　　　タ

　　国港湾ルアンァイドン
（注）表3－1，表3－2，表3－3のデータ（構成比の数値）にもとづいて作成。

ス
リ
ラ
ン
カ

すのが3力国であり，その3力国が韓国，タ／，スリランカである点もまった

く同様である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　ところで，タイだけが例外をなすことが注目される。図2，図3の両：方にお

いて，タ／においては，アメリカとヨ■一　Pッパの位置が逆転している。なぜタ

イにおいてこのような逆転現象が生じたかは，興味をそそられるテーマである

が，その考察は別の機会を待つことにしたい。

　さて，表3－1以下の三つの表，またそれら表のデータをグラフ化した図2，

図3をみると，日，米，欧の企業の出資比率は受入国ごとにかなりの相違がある

（7）韓国の場合，日，米，欧の企業間の差はごく小さいし，スリランカの場合は，

　　アメリカとヨーロッパの差がごく小さい。また韓国とスリランカへのアメリカ，

　　ヨーロッパの投資は少数にすぎない。これらの点からみて，韓国とスリランカは

　　全体的傾向の例外のケースとして重視しなくてもよいだろう。
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　　　　　所有行動の日米欧比較一アジア向け製造業投資の場合一（吉原）

図3　各受入国における日，米，欧企業の平均出資比率

出資比率

）
0

％
1
0

50

　　ハ＼アメリカ　　　　　　　　へ

叫ぶこジこンぐ∀ジ×
／　　　　　日本　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧／

　　0韓香台シマフイ　タイパス　　　　　　　　　　　　　ン　　　レ　　　ィ　　ン　　　　　　　　　　キ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　LJ
　　　　　　　　　　　　　ガポ　　1　　リ　　ドネ　　　　　ン　　ス　　　フ
　　　　　　　　　　　　　　1　　シ　　　ビ　　　　シ　　　　　　　　　　タ　　　ン

　　　国港湾　ルアン　ァイ　ドン　カ
　（注）表3－1，表3－2，表3－3のデータ（平均出資比率の数値）にもとづいて作成。

　　　　　　（8）
ことがわかる。この受入国ごとの出資比率のちがいをみるために，日，米，欧

の各企業について，出資比率の高い受入国と低い受入国を，完全所有子会社の

構成比と平均出資比率の二つの基準でもとめてみよう。その結果はつぎのとお
　　　（9）
りである。

出資比率の高い受入国

　日本……香港，シンガポール

（8）表3－1，表3－2，表3－3の注にみるように，日本，アメリカ，ヨーロッパの企

　業のいずれについても，その平均出資比率は受入国間で有意に相逮している（有

　意水準1％）。

（9）それぞれの基準によって出資比率の高い受入国と低い受入国を3力国列挙して，

　　両基準が重複してあげる受入国だけをここにあげている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13



経済立石塗壁宮第31号　（1）

　米国……香港，パキスタン

　欧州……香港，タイ

出資比率の低い受入国

　日本……インド，パキスタン

　米国……インド，韓国

　欧州……インド，韓国，パキスタン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
　日，米，欧の企業がそろって高い出資比率を示すのは香港だけである。日本

企業が高い出資比率を示すシンガポールは，アメリカ，ヨーロッパの企業もか

なり高い出資比率を示す。これにたいして，タイとパキスタンの両国の場合，

日，米，欧企業の出資比率のレベルのバラツキは相当に大きい。

　出資比率の低い国としては，インドを代表的な国としてあげることができ

る。同国が外資にたいしてきびしい政策をとっていることはよく知られている

が，その点はデータのうえからもたしかめることができるのである。

　つづいて，日本企業の出資比率データを受入国ごとにみることにしよう。表

3－1のデータをグラフ化したのが図4である。その図4のグラフの形状から明

らかなとおり，日本企業の出資比率は受入国間で大きくちがう。香港では，完

全所有子会社の構成比が40％台をこえており，全体として出資比率が高くなっ

ている。これにたいして，フィリピンと南西アジア3力国（インド，パキスタ

ン，スリランカ）の場合，投資の大半が少数所有の合弁となっており，低い出

資比率の受入国グループをなす。インドネシアは，全投資の7割が過半数所有

の合弁となっている点で他国とちがった傾向を示している。

　以上，日，米，欧企業の所有行動を投資受入国に関連づけて検討してきた

（10）香港では外国投資家の出資比率に制限がない。他のアジア諸国ではさまざまの

　　かたちで出資比率に制限が課せられているので，香港は唯一の例外のケースにな

　　っている。
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　　　　　　　　所有行動の日米欧比較一アジア向け製造業投資の場合一（吉原）

図4　各受入国における所有クラスの構成比（投資件数の構成比）

　　　一日本投資の場合一

比
一
二

成
％
O

　
　
l

構
一

50

難
欝
少数所有
（1－490／e）

o

　　韓香台シマフイ
タ

　　　　　　　　　　　ン　　　　レ　　　ィ　　　ン
　　　　　　　　　　　ガポ　　1　　リ　　ドネ
　　　　　　　　　　　　】　　シ　　　ヒ。　　　シ

　　国港湾ルアン　アイ
（注）表3－1のデータ（構成比の数値）にもとづいて作成。

イ
ン
ド

パ
キ
ス
タ
ン

ス
リ
ラ
ン
カ

が，そこから明らかとなった主要な事実はつぎの2点に要約することができよ

う。

　第1．米国企業一完全所有指向，日本企業一合弁指向，ヨーロッパ企業

一日米企業の中間的なスタイル，という所有行動の三つのパターンはアジア

諸国のほとんどにおいて一貫してみることができる。重要な例外はタイぐらい

である。

　第2．日，米，欧企業のいずれについても，その出資比率は投資受入国の間

で相当にちがう。同じ水準の出資比率がアジア諸国に画一的にみられるわけで

はない。
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　経済経営石ヲ院第31号　（1）

　　　　　　　　　　　4投資対象業種と所有行動

　日，米，欧の企業の所有行動が，その投資対象業種によってどのようにちが

うかをみることにしよう。表4－1以下の三つの表は，日，米，欧企業の出資比

率データを投資対象業種に関係づけて整理したものである。つぎに，さきほ

どの投資受入国にかんする検討と同様に，完全所有子会社の構成比のグラフ

（図5）と平均出資比率のグラフ（図6）を中心にして検討していくことにし

よう。

　日本企業一合弁指向，アメリカ企業一完全所有指向，ヨーnッパ企業

一中間的スタイルというパターンがすべての業種においてみられるか，それ

ともこの全体的傾向からはずれた業種があるかをみることにしよう。図5の完

全所有子会社の構成比でみると，全体的傾向と一致しないのは，繊維，窯業，

表4－1各業種の出資比率一一口本投資の場合一

＼　出資比率

業　種　’＼

品
三
帰
学
業
属
械
機
灘
計

食
繊
わ
化
窯
金
機
電
輸
そ
合

IN49％

件　　％
29（52．7）

125（53．4）

30（50．0）

88（51．8）

20（64．5）

70（47．9）

44　（40．7）

71（30．3）

32　（50．0）

102（33．8）

611（43．5）

50％

　8（14．5）

33（14．1）

　8（13．3）

28（16．5）

　2（　6．5）

15（10．3）

31（28．7）

50（21．4）

　9（14．1）

63（20．9）

247（17．6）

51－v94％

15（27．3）

59（25．2）

16（26．7）

41（24．1）

　4（12．9）

28（19．2）

18（16．7）

45（19．2）

19（29．7）

62（20．5）

307（21．9）

95it－100％

　3（　5．5）

17（　7．3）

　6（10．0）

13（　7，6）

　5（16．1）

33（22．6）

15（13．9）

68（29．1）

　4（　6．3）

75（24．8）

239（17．0）

平均出資
比率（％）

52．27

51．52

52．38

51．76

47．24

58．75

53．75

63．96

51．72

62．90

56．97

　　　　E
合　計［

55（100．0）

234（100．e）

60（100．0）

170（100．0）

31（100．0）

146（100．0）

108（100．0）

234（100．0）

64（100．0）

302（100．0）

1，404（100．0）

（注）平均出資比率は業種間で有意にちがう（1％水準，F－7．7059）。
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　　　　所有行動の日米欧化較一アジア向け製造業投資の場合一（吉原）

表4－2　各業種の出資比率一アメリカ投資の場合一

品
維
げ
学
業
属
械
機
機
他
計

　
　
角
　
　
　
　
送
の

食
繊
木
化
回
金
機
電
輸
そ
合

lt－v49％

件　　％
1（　7．7）

1（100．0）

2（28．6）

5（　7．0）

4（57．1）

4　（30．8）

3（10．7）

5（11．1）

5（25．0）

1（14．3）

31（14．6）

50％

1（　7．7）

o（　o．o）

1（14．3）

9（12．7）

1（14．3）

2（15．4）

4（14．3）

3（　6．7）

1（　5．0）

o（　o．o）

22（10．4）

51’v94％

3（23．1）

o（　o．o）

1（14．3）

17（23．9）

1（14．3）

4（30．8）

2（　7，1）

9（20．0）

5（25．0）

o（　o．o）

42（19．8）

95tvlOO％

　8（61．5）

　o（　o．o）

　3（42．9）

40（56．3）

　1（14．3）

　3（23．1）

19（67．9）

28（62．2）

　9（45．0）

　6（85．7）

117（55．2）

平均出資
比率（％）

86．52

14．00

70．57

80．96

55．58

60．27

81．76

81．88

72．30

90．00

78．32

合　　計

13（100．0）

　1（100．0）

　7（100．0）

71（100．0）

　7（100．0）

13（100．O）

28（100．0）

45（100．0）

20（100．0）

　7（100．0）

212（100．0）

（注）平均出資比率は業種間で有意にちがう（1％水準，F－2．5548）。

金属，電機の4業種である。図6の平均出資比率でみると，繊維，金属，電機

の3業種が全体的傾向からはずれている。ところで，これらの例外業種のうち

繊維と窯業についてはアメリカとヨーロッパの投資が1桁台とごく少ない。し

たがって，例外業種として注目すべきなのは，金属と電機の2業種だけである

といってよいだろう。日，米，欧の企業の投資がいずれも2桁以上の業種は，

食品，化学，金属，機械，電機，輸送機の6業種である。金属においては，

日，米，欧企業の所有行動にほとんど差がみられない。また電機においては，

日本とヨーロッパの位置が逆転している。これら2業種をのぞく4業種におい

ては，アメリカ，ヨーロッパ，日本の順序にならぶ出資比率の階層的なパター

ンがみられる。

　金属においてはなぜ日，米，欧企業の所有行動が近似するかは，興味をひか

れるテーマであるが，ここではそれよりも電機産業における日：本とヨーロッパ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17
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表4－3　各業種の出資比率一ヨーロッパ投資の場合一

品
維
プ
学
業
属
械
心
機
他
計

　
　
筋
　
　
　
送
の

食
繊
か
化
窯
金
機
電
話
そ
合

1－49％

件　　％
2（　7．7）

5（20．8）

2（66．7）

25（19．1）

2（40．0）

17（48．6）

21（43．8）

18（31．0）

　6（33．3）

　4（16．0）

102（27．3）

50％

o（　o．o）

5（20．8）

o（　o．o）

15（11．5）

2（40．0）

2（　5．7）

4（　8．3）

4（　6．9）

2（11．1）

1（　4．0）

35（　9．4）

51N94％

12（46．2）

9（37．5）

o（　o．o）

41（31．3）

　1（20．0）

8（22．9）

12（25．0）

22（37．9）

　6（33．3）

　9（36．0）

120（32．2）

95t－100％

12（46．2）

5（20．8）

1（33．3）

50（38．2）

o（　o．o）

　8（22．9）

11　（22．9）

14　（24．1）

　4（22．2）

11（44．0）

116（31．1）

平均出資
比率（％）

80．59

63．22

53．33

71．10

49．54

55．67

55．19

59．52

54．82

77．47

65．17

合　　計

26（100．0）

24（100．0）

　3（100．0）

131（100．0）

　5（100．0）

35（100．0）

48（100．0）

58（100．0）

18（100．0）

25（100．O）

373（100．O）

（注）平均出資比率は業種間で有意にちがう（有意水準1％，F－3．9937）。

の出資比率の位置の逆転に注目したい。

　家電，電気部品を中心とする電機投資は，日本企業の海外投資において，繊

維，化学などと並んで最重要な位置を占めている（吉原，1979a，第5章）。そ

の電機投資はアジアにおいても，表4－1にみるとおり，最重要な業種の一つを

占めている。日本企業によるそれらアジア向けの電機投資の出資比率が，ヨー

ロッパ投資のそれよりも高いことは，注目されてよい。日本の電機投資の所有

ビヘイビアーは，日本的パターンからぬけ出て，ヨーロッパやアメリカのパタ

ーー 唐ﾉ近似していると読みとれるからである。

　図6で日本のグラフをみると，平均出資比率の高さは業種間であまり差がな

いように思われるかもしれない。しかし，じつは平均出資比率は業種間で有意

にちがっている（1％水準，表4－1の注を参照）。アメリカ，ヨーvッパについ

ても同様に，平均出資比率は業種間で有意にちがっている。

　18



所有行動の日米欧比較一アジア向け製造業投資の場合一（吉原）

図5　各業種における完全所有子会社の構成比の下竪
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　経済経営研究第31号（1）

　ここでの検討から，アメリカー完全所有指向，日本一合弁指向，ヨーロッパ

ー中間的スタイルの特徴は，業種によってはそれほどはっきりとしたかたちで

みられないケースもかなりあることが明らかとなったといえよう。

　　　　　　　　　　　　5投資時期と出資行動

　つづいて投資時期に関係づけて日，米，欧企業の所有ビヘイビアーをみてい

くことにしよう。表5－1以下の三つの表は，日，米，欧企業の出資比率データ

を投資時期に関係づけて整理したものである。そのデータをもとにして，日，

米，欧企業について，全投資件数に占める完全所有子会社の構成比を投資時期

別にプロットしたのが，図7である。同様にして，平均出資比率を投資時期別

にプロットしたのが，図8である。

　図7によると，米国企業の完全所有指向の所有行動は，1945－49年の期間に

は百パーセント完全なかたちで実現していたのが，その後の期間ではしだいに

その完全所有指向の性格を弱めてきているようにみえる。しかし，この傾向は

あまり重視しないほうが良いと思われる。1945－49年の期間になされた投資は

表5－1投資時期別にみた出資比率一日本投資の場合一

1945～49年

1950～54年

1955～59年

1960～64年

1965～69年

1970～74年

1975～79試

合　　計

lt－49％

件　　％
　o（　o．o）

2（100．0）

　9（81．8）

53（53．0）

121（42．3）

342（40．9）

83（50．3）

1　610　（43．s）

50％

　o（　o．o）

　o（　o．o）

　o（　o．o）

　5（　5．0）

50（17．5）

172（20．5）

20（12．1）

247（17．6）

51－94％

　o（　o．o）

　o（　o．o）

　1（　9．1）

32（32．0）

72（25．2）

168（20．1）

34（20．6）

307（21．9）

95NIOO％

　o（　o．o）

　o（　o．o）

　1（　9．1）

10（10．0）

43（15．0）

155（18．5）

28（17．0）

237（16．9）

平均出資
比率（％）

16．05

36．88

53．11

56．07

58．31

55．57

56．93

合　　計

　O（100．0）

　2（100．0）

11（100．0）

100（100．0）

286（100．0）

837（100．0）

165（100．0）

1，401（100．O）
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　　　　　　　所有行動の日米欧比較一アジア向け製造業投資の場合一（吉原）

表5－2　投資時期別にみた出資比率一一アメリカ投資の場合一

　ロ

1945～49年

1950～54年

1955～59年

1960～64年

1965～69年

1970～74年

1975～79年

合　　計

1一一49％

件　　％
o（　o，o）

o（　o．o）

5（55．6）

4（17．4）

4（15．4）

5（17．9）

4（30．8）

22（21．2）

50％

o（　o．o）

o（　o．o）

1（11．1）

3（13．0）

3（11．5）

5（17．9）

1（　7．7）

13（12．5）

51N94％

o（　o．o）

2（50．0）

1（11．1）

6（26．1）

5（19．2）

10（35．7）

1（　7．7）

25（24．0）

95NIOO％

1（100．0）

2（50．0）

2（22．2）

10（43．5）

14　（53．8）

8（28．6）

7（53．8）

44（42．3）

平均出資
比率（％） 合　　計

100．00

88．15

　　　　1
s3．10　1

70．84

77．08
　　　　；

71．52　1

72．31

72．18

　1（100．0）

　4（100．0）

　9（100．0）

23（100．0）

26（100．0）

28（100．0）

13（100．0）

104（100．0）

表5－3　投資時期別にみた出資比率一ヨーロッパ投資の場合一

〉＼騨比率
期　間　　＼

1945～49年

1950～54年

1955～59年

1960～64年

1965～69年

1970～74年

1975～79年

合　　計

1’v49％

件　　％
3（50．0）

3（100．O）

7（58．3）

12（48．0）

3（　8．6）

1（　5．3）

2（33．3）

31（29．2）

50AOo

o（　o．o）

o（　o．o）

o（　o．o）

3（12．0）

6（17．1）

1（　5．3）

1（16．7）

11（10．4）

51－w94eof

3（50．0）

o（　o．o）

4（33．3）

6（24．0）

12（34，3）

11（57．9）

1（16．7）

37（34．9）

95一一100％

o（　o．o）

o〈　o．o）

1（　8．3）

4（16，0）

14　（40．0）

6（31．6）

2（33．3）

27（25．5）

平均出資
比率（％）

35，58

27．20

43．83

48．57

74．69

81．66

60．00

61．90

合　　計

　6（100．0）

　3（100．0）

12（100．0）

25（100．0）

35（100．0）

19（100．0）

　6（100．0）

106（100．0）

1件だけにすぎないし，その後の1950－54年と1955－59年の期間においても，

投資は4件と9件にすぎないからである。

　そこで，日，米，欧企業がともに2桁の投資を行なった1960－64年，1965－

69年，1970－74年の三つの期間を中心にして日米欧比較を試みることにしょ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21
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図7　投資時期別にみた完全所有子会社の構成比の比較
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（注）表5－L5－2，5－3のデータにもとづいて作成。
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四
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五
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七
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う。全投資件数に占める完全所有子会社の構成比をみると（図7参照），アメ

リカの構成比は3期間を通して日本のそれを上まわる。平均出資比率について

も同様に，アメリカは3期間とも日本を上まわっている（図8参照）。これに

たいしてヨー一　nッパの動きは変動的な性格が強い。完全所有子会社の構成比で

は，1970－74年の期間においてアメリカをぬいて第1位を占める。また，平均

出資比率をみると，1960－64年で第3位，1965－69年で第2位，1970－74年で

第1位と平均出資比率のランクを高めている。ただし，1974－79年の期間では

ふたたびアメリカよりもランクを下げているので，ヨーVッパ企業が最近にな

るほど一貫してその所有パターンを完全所有指向の方向に変化させてきたとい

えるわけではない。
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　　　所有行動の日米欧比較一アジア向け製造業投資の場合一（青原）

図8　投資時期別にみた平均出資比率の比較
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　（注）表5－1，5－2，5－3のデータにもとづいて作成。

　以上の検討から，日本企業一合弁指向，米国企業一完全所有指向，ヨーロッ

パ企業一中間的スタイルというこれまで指摘してきたパターンが，投資時期に

関連づけた分析でも基本的には観察できるといってよいだろう。

　　　　　　　　　　　　　　6出資者の数

　最後に，出資者の数という観点から日，米，欧企業の所有パターンを比較す

ることにしよう。データは表6に示されている。その表でいう出資企業は，投

資受入国の企業（ローカル・パートナー）をのぞく出資企業である。大部分の

投資では，出資企業は投資母国の企業であるが，ごく少数の投資においては米

国企業と英国企業とが出資企業であるというように複数の国の企業が出資者に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23
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表6出資企業の数

＼幽幽
投資母国　’＼

日　　　　本

ア　　メ　　リ　　カ

ヨー一・uツパ合計

英　　　　国

西　　　　独

　合　　　計

1　社：

　件　　％
　941　（65．6）

　333　（97．4）

　“9　（96．1）

　221　（97．8）

　85　（91．4）

1，723　（76．8）

2　社

395　（27．5）

　9　（　2．6）

18　（　3．9）

　5　（　2．2）

　8　（　8．6）

422　（18．8）

3　社

74　（　5．2）

o　（　o．o）

o　（　o．o）

o　（　o．o）

o　（　o．o）

74　（　3．3）

4社以上

24　（　1．7）

o　（　o．o）

o　（　o．o）

o　（　o．o）

o　（　o．o）

24　（　1．1）

合　　計

1，434（100．0）

　342（100．O）

　467（100．0）

　226（100．0）

　93　（100．0）

2，243（100．0）

なっている。

　さて，表6のデータをみると，出資者が2社以上の投資（共同出資型の合

弁）の構成比は，日本で34．4％，アメリカで2．6％，ヨーロッパで3．9％とな

っており，日本の特異性は明らかである。米国企業，ヨーロジパ企業の場合，

親会社が他の企業と組んで海外に出ていくことは，皆無ではないにしても，例

外的なことであると考えてまちがいない。それにたいして日本企業の場合は，

親会社が他の日本企業と組んで海外に出ていく出資パターンは，全投資の3割

をこえており，一つのパターンとして定着しているとみてよい。

　アジア向け製造業投資についても，共同出資型の合弁というのは日本企業だ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
けに特徴的にみられることが明らかになったといえよう。

　　　　　　　　　　　　7　要約と今後の諜題

　海外生産投資を一括してみたとき，日本の多国籍企業の所有行動には独特な

パターンがみられる。合弁指向と共同出資指向である。しかしながら，所有行

（11）アジア向けの製造業投資においても，共同出資型の合弁の大半は製造企業が商

　社（総合商社であることが多い）と組む商社参加型の合弁である。
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動のこの日本的なパターンは，日本の海外生産投資がアジア等の発展途上国に

集中しているのにたいして，アメリカ，ヨー一　Pッパの海外生産投資は先進国に

主としてなされているという投資の地理分布上のちがいに起因しているのでは

ないだろうか。同じくアジアという地域については，日，米，欧の企業の所有

行動にはそれほどちがいはないのではないだろうか。この疑問に答えること

が，本稿における一連の分析の目的であった。

　これまでの分析結果を全体としてみたとき，アジア向け製造業投資について

もやはり日本的な所有行動パターンはみられるということができる。まず出資

比率についてみると，前掲図1に示すように，アメリカ企業一完全所有指向，

日本企業一合弁指向，ヨーロッパ企業一中問的なスタイル，この三つのパタe－b

ンが観察される。日，米，欧の企業のこの三つの所有行動パターンは，投資受

入国別の分析，投資対象業種別の分析，そして投資時期別の分析のいずれにお

いても，基本的には一貫して観察できるのである。

　つぎに，単独出資か共同出資かの点についても，前掲表6にみるとおり，日

本企業の場合には全投資の35％が共同出資型の投資であるのにたいして，アメ

リカとヨーロッパの企業では共同出資型の投資は例外的にみられるにすぎな

い。

　このようにして，合弁指向と共同出資指向という日本的な所有行動パターン

は，アジア向け製造業投資においてもやはり基本的には観察できることが明ら

かとなった。同じアジアという地域をとり出して日，米，欧の企業の所有行動

を比較した結果，合弁指向と共同出資指向は日本企業に特有なものであること

が明らかとなったのである。これが本稿の分析の主たるファィンディングであ

る。

　つづいてこのファィンディングにかんして若干のコメントを加えておくこと

にしよう。

　第1点は，分析の対象企業にかんするコメントである。第1節で指摘したよ
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うに，本稿で利用した北村のデータブックに収録されている日，米，欧の企業

は，海外生産を積極的に展開している大企業つまり多国籍企業のみではない。

少数の海外生子会社しかもたない企業や中小規模の企業もふくまれている。サ

ンプル企業のこの特性のために，本稿の分析でえられたファィンディングをス

トレートに多国籍企業の所有行動のファィンディングとしてみることはできな

い。多国籍企業だけをとり出して，そのサンプルについて本稿で行なったのと

同種の分析をしなければならない。

　第2点は，本稿の分析では経営戦略の変数がぬけていることである。個々の

所有行動は所有政策という政策的枠組にもとづいて決まってくる性質のもので

あるが，その所有政策の最重要な決定要因が経営戦略であることは，いくつか

の研究で明らかになっている　（Vernon，1977，邦訳，　P．43）。アメリカの多

国籍企業についてのフランコ（LG．　Franko）の研究によると，製品集中化

の戦略は完全所有指向と強く結びつくのにたいして，製品多角化の戦略は合弁

許容の傾向があることが明らかになっている（Franko，1971）。同じ・・一バー

ド多国籍企業プロジェクトのもう一つの研究では，完全所有指向の所有政策を

要請する経営戦略として，（1源準化されたマーケティングを全世界で展開する

戦略，②国際分業を一企業内で行なうことによって生産合理化を達成する戦

略，（3思料支配を基調とする戦略，（4）新製品開発指向の戦略，この四つの戦略

をあげている　（Stopford　and　Wells，　Jr．，1972，邦訳，　P．161）。日本の多

国籍電機企業についての筆者の研究では，グローバル戦略と完全所有指向，現

地指向戦略と合弁指向とがそれぞれ対応することが明らかになっている（吉

原，1979b）。

　残念なことに本稿で利用した北村のデータブックでは，経営戦略にかんする

データは収録されていない。そのために，本稿での分析は経営戦略という最重

要な変数を欠いた分析になってしまっている。おそらくこの点が本稿の分析の

最大のウィークポイントであろう。
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　第3点は，日本的な所有行動パターンがなぜ生み出されているかについての

検討にかんするコメントである。本稿での分析は，出資比率データの計量的分

析にほとんど終始しており，理論的な検討はほとんど何もなされていない。合

弁指向と共同出資指向という日本的特徴は，いかなるロジックにもとづいて生

じたのであろうか。また，いかなる投資情況（投資の時期，規模，技術：水準，

親会社の規模，技術水準など）が日本的特色を生みだしたのであろうか。ほん

とうに日本企業はアメリカ，ヨーUッパの企業とはちがう独特な所有政策をも

っているのであろうか。こういつた設問にたいしては，本稿では何も答えてい

ないのである。

　以上，本稿のファインディングにかんして三つのコメントをのべたが，それ

らはいずれも今後の研究課題を示している。多国籍企業だけを対象にして分析

すること，経営戦略の変数を入れて分析すること，そして理論的な分析を行な

うこと，この三つが今後の課題である。
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STEPS－BEICAシステムの

集計機能について＊

定　　道 宏

　　　　　　　　　　　　　1　は　じ　め　に

　STEPS－BEICAシステム（以下，　STE？Sという）は，計量経済分析のた

めの情報システムであら1）時系列デ＿タに対して次のような各種の経済統計分

析を行うことを主目的としている。

　1）時系列分析

　　　移動平均法または指数平滑法による予測，EPA法またはCENSUS法

　　　による季節調整などの分析

　2）　トレンド分析

　　　多項式曲線または指数曲線，成長曲線による長期傾向変動の分析

　3）　回帰分析

　　　最小2乗法による線型回帰式の推定および検定

　4）　計量経済モデル分析

　　　2段階最小2乗法または操作変数法による計量経済モデルの構造推定お

　　　よび自己回帰テスト，全体テスト，最終テストなどによるモデルのシミ

　＊　この研究の一部は，昭和55年度文部省科学研究補助金一般研究（B｝「大型データバ

　　ンクを利用するソフトウエアの開発」（代表者能勢信子教授）によってなされたも

　　のである。

　（1）定道宏・布上康夫共著「計量経済情報システムSTEPS－BEICA」神戸大学経

　　済経営研究所双書20，1979
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　　　ユレーション分析

　また，これらの経済統計分析のほかに，その事前段階としてのデータ整理の

ために次のような記述統計計算も副次的に行うことができる。

　5）　初等統計量の計算

　　　平均値や分散，標準偏差などの計算

　6）　多次元集計表の作成

　　　3次元分割の度数表および2次元分割の合計表の作成

　記述統計計算は，アンケート調査や国勢調査などの横断面データの分析にと

って非常に重要であり，分析の主目的であることが多い。そこで，STEPSで

はこのような横断面データの分析がある程度行えるように集計機能に特別の考

慮を払っている。

　第1に，時系列データの分析では，時系列の長さの最大は120期（月次で10

年分，四半期で25年分，年次で120年分）に固定されているが，集計機能に関

する命令文では，時系列を連鎖させて最高2400個から720個までのデータを処

理することができる。

　第2に，横断面データに固有な欠損値に対する処理機能が整備されている。

欠損値をもつ対象を分析から除外したり，あるいは欠損値を特定の値に変更し

たりすることができる。

　本稿は，横断面データの分析に役立つ記述統計計算，特に，集計機能につい

て詳述する。

　　　　　　　　　　2　STEPSの記述統計計算機能

　STEPSには，記述統計計算機能として，初等統計量の計算と集計表の作成

がある。初等統計量の計算は1変数のデ　タについて平均や分散，標準偏差な

ど11種類の統計値を計算するものである。集計表の作成は，1変数以上3変数

までのデータについて個数を集計する度数表の作成と，値を積算集計する合計
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表の作成に分類される。

　　　　　　　表2－1STEPSの記述統計計算機能

　《∴∵：｛：慧｝繋｝1

2．1初等統計値計算

　初等：統計量の計算は，

ものである。

1変数のデータについて次の11個の統計値を計算する

表2－2　初等統計量の種類

に
性
汐
α
o

標本の大きさ

平均偏差

標準偏差

最大値

（2）合　計

（5）平方和

｛8）歪　度

〔11）最小値

〔3）平均値

｛6）分　散

〔9）尖　度

　標本の大きさは，欠損値を除いた有効なデータの個数を表わす。また，分散

は，平均値からの偏差の平：方和を標本の大きさで割ったものであり，自由度を

調整した不偏分散ではない。標準偏差はこの分散の平方根で表わされる。標準

偏差は標本のちらばりを示す統計量である。同じような統計量として平均偏差

がある。平均偏差は，平均値からの偏差の絶対値の合計を標本の大きさで割っ

たものである。

2。2　1次元度数表

　1次元度数表は，1変数のデータについて，データの値を複数個の区間に分

けて，各区間に属する個体数を示した表である。例えば，50人の学生の数学の
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成績のデータがあるとき，「50点未満」，「50点以上60点未満」，「60点以上70点

未満」，「70点以上80点未満」，「80点以上」の各区間に属する人数を示す表：が1

次元度数表である。この例では，両端の区間を除けば，区間の幅はすべて10で

ある。通常，各区間の幅はこのように均等にとられる。また，各区間の表示方

法として，「60点以上70点未満」のように区間の両端値で表わす方法と「65点」

のように区間の中央値で表わす方法とがある。

　STEPSで取扱われる1次元度数表の表形式には，図2－1に示されるよう

に，2つの基本型がある。2つの基本型は区間の表示方法が異るだけで他はす

べて同じである。基本型（イ）は，両端値で区間を表示する。これに対して，基本

型回は，中央値で区間を表：示する。

　　　　　　　　　図2－1　1次元度数表の表形式の基本型

　UNDER　50．0　60．o　70．0　80．0　OVER　TOTAL

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　度数合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100．0％

　　　　　　　　　　　（！r）両端値で区間を表示する場合

　UNDER　45．0　55．0　65．0　75．0　85．0　OVER　TOTAL

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　度数合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100．0％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

度　　　数

椛ﾎ度数％

　　　　　　　　　　　回　中央値で区間を表示する場合

　1次元度数表では，各区間に対して度数と相対度数が表示される。度数：はそ

の区間に属する個体数であり，相対度数はその区間の度数が全体に占める割合

を百分率で示したものである。表の右側に，度数の合計と相対度数の合計が表

示される。

2．3　2次毎度数表

　2次元度数表は，2変数のデータについて，各変数の値をそれぞれ複数個の
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区間に分け，第1変数の区間を上側（縦）に，第2変数の区間を左側（横）に

配置してできる2次元配列の各桝目（セル）に対して，その桝目に属する個体

数を示した表である。例えば，50人の学生の数学と英語の成績のデータがある

とき，数学の成績を「50点禾満」，「50点以上60点未満」，「60点以上70点未満」，

「70点以上80点未満」，「80点以上」の5つの区間に分け，英語の成績を「60点

未満」，「60点以上80点未満」，「80点以上」の3つの区間に分け，数学と英語の

区間の各組合せに対して，その組合せに属する人数を示した表が2次元度数表

である。

　各変数の区間の表示方法としては，1次元度数表の場合と同様に，区間の両

端値で表わす方法と区間の中央値で表わす方法とがある。いま，数学の区間を

中央値で表わし，英語の区間を両端値で表わすとすれば，STEPSで取扱われ

る2次元度数表の表形式は，図2－2のように示される。

　　　　　　　　　図2－2　2次元度数表の表形式の基本型

OVER

80．0

oo．o

UNDER

TOTAL

UNDER　45．0　55．0　65．0　75．0　85．0　OVER　TOTAL

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横度数合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相対度数％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横度数合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相対度数％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横度数：合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相対度数％

　縦度数合計　縦度数合計　縦度数合計　縦度数：合計　縦度数合計　度数合計

　相対度数％　相対度数％　相対度数％　相対度数％　相対度数％　　100．0％

度　　　数
c相対度数％

椛ﾎ度数％

● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

　2次元度数表では，第1変数である数学の区間が表の上側（縦）に，第2変

数である英語の区間が表の左側（横）に配置され，2変数の区間の各組合せに

対して度数および縦相対度数，相対度数の3つの数値が表示される。度数はそ
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の組合せに属する個体数であり，相対度数はその組合せの度数が全体に占める

割合を百分率で示したものである。また，縦相対度数は，第1変数の各区間に

ついてその区間に属する個体数（縦度数合計）に占める各組合せの度数の割合

を百分率で示したものである。したがって，第1変数の各区間についてその縦

相対度数を合計すれば100％となる。さらに，表の下側には第1変数の各区間

に属する個体数（縦度数合計）およびその相対度数，また表の右側には第2変

数の各区間に属する個体数（横度数合計）およびその相対度数：がそれぞれ表示

される。最後に，表の右下隅に全個体数（度数合計）が表示される。

2．4　3次元度数表

　3次元度数表は，3変数のデータについて，各変数の値をそれぞれ複数個の

区間に分け，3変数の区間の各組合せに対して，その組合せに属する個体数を

示した表である。3次元度数表の表形式は，第3変数の各区間に属するデータ

に対して，第1変数と第2変数の2次元度数表が1枚示される。

　例えば，50人の学生について，数学と英語，さらに5科目の総合得点の成績

のデータがあるとき，数学の成績を「50点未満」，「50点以上60点未満」，「60点

以上70点未満」，「70点以上80点未満」，「80点以上」の5つの区間に分け，また

英語の成績を「60点未満」，「60点以上80点未満」，「80点以上」の3つの区間に

分け，さらに総合得点を「300点未満」，「300点以上400点未満」，「400点以上」

の3つの区間に分け，総合得点の各区間に属するデータについて，それぞれ数

学と英語の2次元度数表を作成すれば3次元度数表がえられる。

　各変数の区間の表示方法としては，1次元度数：表または2次元度数表の場合

と同様に，区間の両端値で表わす方法と区間の中央値で表わす方法とがある。

いま，数学の区間を中央値で表わし，英語と総合得点の区間を両端値で表わす

とすれば，STEPSで取扱われる3次元度数表の表形式は，図2－3のように

不される。

　3次元度数表では，3変数のうち1変数を選択し，その選択された変数の各
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図2－3　3次元度数表の表形式の基本型

CLASS＝400．O～OVER　SAMPLE　SIZEコ区間度数合計

　　55．0　65．0　75．0　85．0　OVER　TOTAL

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横度数合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相対度数％

　　e　　　　　　　　　　　　－

CLASS　一＝　300．O　N・　400．0
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区間のデータについて他の2変数の2次元度数表が作成される。したがって，

選択された変数の区間の数に等しい2次元度数表が作成される。この選択され

る変数を主題変数（SUBJECT　VARIABLE），また，主題変数の区間を主題

区間（SUBJECT　CLASS）と呼ぶことにする。主題区間が与えられると，そ

の区間に属するデータについて2次元度数表が作成される。各相対度数は，こ

の区間に属する個体数（区間度数合計と呼ぶ）に対する割合を百分率で示した

ものである。表の右下隅の区間度数合計は，主題変数のこの区間に属する個体

数である。その下の区間相対度数は，この区間度数合計が主題変数の全区間に

属する総個体数に占める割合を百分過で示したものである。いいかえれば，区

間相対度数は主題変数の1次元度数表における相対度数：であるといえる。

2．5　1次元合計表

　1次元合計表は，2変数のデータについて，各変数の値をそれぞれ複数個の

区間に分け，第2変数の各区間に属するデータに関して，その合計および平均

値を第1変数の各区間に対して示した表である。例えば，50人の従業員につい

て年令と賃金のデータがあるとき，年令を「25才未満」，「25才以上35才未満」，

「35才以上45才未満」，「45才以上」の4つの区間に分け，賃金を「20万円未

満」，「20万円以．E50万円未満」，「50万円以上」の3つの区間に分け，賃金の各

階層に対して年令別賃金総額および平均賃金を示した表が1次元合計表であ

る。

　各変数の区間の表示：方法としては，度数表の場合と同様に，区間の両端値で

表わす方法と区間の中央値で表わす方法とがある。いま，年令および賃金の区

間をともに両端値で表わすとすれば，STEPSで取扱われる1次元合計表の表

形式は，図2－4のように示される。

　合計および平均値を求める第2変数を主題変数（SUBJECT　VARIABLE），

主題変数の区間を主題区間（SUBJECT　CLASS）と呼ぶことにする。主題区

間が与えられると，その区間に属する個体について主題変数の合計および平均

　36
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値，合計割合が第1変数（分類変数と呼ぶ）の各区間に対して計算される。

　合計は，分類変数の区間に属する個体に関する主題変数の合計和であり，平

均値はその区間に属する個体数でこの合計を割った値であり，合計割合は，こ

の合計が主題区分の合計（区間合計）に占める割合を百分率で示したものであ

る。

　表の右側に，区間合計および区間平均，区間合計割合が表示される。区間合

計は，主題区間に属する全個体に対する主題変数：の合計和であり，各表におけ

る合計を横に合計したものに等しい。区間平均は，この区間合計を個体数で割

った値である。また，区間合計割合は，区間合計が主題変数の全区間にわたる

総合計に占める割合を百分率で示したものである。

　　　　　図2－4　1次元合計表の表形式の基本型

SUBJECT　CLASS－50．0～OVER　SAMPLE　SIZE＝区問度数
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2．6　2次元合計表

　2次元合計表は，3変数のデータについて，各変数の値をそれぞれ複数個の

区間に分け，第3変数の各区間に属するデータに関して，その合計および平均

値を，第1変数と第2変数の区間の各組合せに対して示した表である。

　例えば，50人物従業員について年令，職種，賃金のデータがあるとき，年令

を「25才未満」，「25才以上35才未満」，「35才以上45才未満」，「45才以上」の4

つの区間に分け，職種を「事務系J，「技術系」の2つに区分し，賃金を「20万

円未満」，「20万円以上50万円未満」，「50万円以上」の3つの区間に分け，賃金

の各階層に対して年令別職種別賃金総額および平均賃金を示した表が2次元合

計表である。職種はコード化され，例えば，事務系は1，技術系は2として処

理される。

　各変数の区間の表示方法としては，度数表の場合と同様に，区間の両端値で

表わす方法と区間の中：央値で表わす方法とがある。ここでは，年令および賃金

の区間はともに両端値で表わし，また職種は1つの数値で示す必要があるので

中央値で表わすことにすれば，STEPSで取扱われる2次元合計表の表形式

は，図2－5のように示される。

　合計および平均値を求める第3変数を主題変数（SUBJECT　VARIABLE），

主題変数の区間を主題区間（SUBJECT　CLASS）と呼ぶことにする。主題区

間が与えられると，その区間に属する個体について主題変数の合計および平均

値，縦合計割合が第1変数（第1分類変数と呼ぶ）と第2変数（第2分類変数

と呼ぶ）の区間の各組合せに対して計算され2次元の表として表示される。し

たがって，主題変数の区間の数に等しい2次元の表が作成される。

　合計は，2つの分類変数の区間の各組合せに属する個体に関する主題変数の

合計和であり，平均値はその組合せに属する個体数でこの合計を割った値であ

る。また縦合計割合は，この合計が第1分類変数の各区間に対する主題変数の

合計（縦合計）に占める割合を百分率で示したものである。したがって，第1
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　　　　図2－5　2次元合計表の表形式の基本型
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分類変数の各区間について，その縦合計割合を合計すれば100％となる。

　表の下側には，第1分類変数の各区間に対して縦合計および縦平均，合計割

合が表示される。縦合計は，第1分類変数の区間に属する個体に関する主題変

数の合計和であり，縦平均は，その区間に属する個体数でこの縦合計を割った

値であり，合計割合は，この縦合計が主題区間の合計（区間合計と呼ぶ）に占

める割合を百分率で示したものである。いいかえれば，表の下側は，主題変数

の各区間に属するデータについての第1分類変数による1次元合計表に相当す

るものである。

　表の右側には，第2分類変数：の各区間に対して横合計および横平均，合計割

合が表示される。横合計は，第2分類変数の区問に属する個体に関する主題変

数の合計和であり，横平均は，その区間に属する個体数でこの横合計を割った

値であり，合計割合は，この横合計が主題区間の合計（区間合計）に占める割

合を百分率で示したものである。いいかえれば，表の右側は，主題変数の各区

間に属するデータについての第2分類変数による1次元合計表に相当するもの

である。

　最後に，表の右下隅には，区間合計および区間平均，区間合計割合が表示さ

れる。旧聞合計は，主題区間に属する全個体に対する主題変数の合計和であ

り，各表における縦合計または横合計を合計したものに等しい。区間平均は，

この区間に属する個体数（区間度数）で区間合計を割った値である。また，区

間合計割合は，区間合計が主題変数の全区間にわたる総合計に占める割合を百

分率で示したものである。

　　　　　　　　　　　　　3　各種集計表の例

　1つの具体例としてアンケート調査を例にとり，各種の集計表について＝考え

てみよう。アンケート調査の仮設例は，表3－1に示される。
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表3－1アンケート調査票

質問1．あなたの性別は，

　　2．あなたの年令は，

　　3．あなたの給料（月給）は，

　　4．あなたの支持政党は，

　　5．あなたの最：終学校は，

□　1．男性2．女性

□□□歳
　　万　　終
回□□□□円

□　1．自民2．社会3，公明・民社4．共産・その他

□　1．大学2．短大3．高校4．中学

20人に対して行ったアンケート調査の結果は，表3－2に示される。

　　　　　　　　　　表3－2　アンケート調査のデータ

性別 年令 月給
支持

ｭ党
最終

w校
性別 年令 月給

支持

ｭ党
最終

w校

1 45 1768 4 4 1 26 1834 4 1

1 43 1912 1 1 2 35 2786 2 2

2 39 2296 4 3 1 50 1633 X 1

2 31 2159 4 3 2 61 1582 4 2

1 35 1975 2 1 2 37 2222 3 2

1 38 2011 1 1 1 30 2651 3 2

1 42 2488 1 2 1 44 2842 3 1

2 45 2634 2 3 2 ○ 1899 4 2

1 50 2576 X 1 2 ○ 2359 2 2

2 36 2113 4 4 1 29 1313 2 4

　（注）年令の○，支持政党の×は記入漏れまたは無回答を表わす。

　アンケート調査の結果をまとめる統計表として次のようなものが考えられる

であろう。

（1）初等統計量の計算

　　（1）平均年令，最高年令，最小年令など〔例1〕

　　②　給与総額，平均月給，最高月給，最低月給など〔例皿〕
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（ll）1次元度数表

　（1）最終学校別人数〔例1〕

　（2）年令階層別人数（30才未満，30才以上40才未満，40才以上50才未満，

　　　　　　　　　　　50才以上）　〔例2〕

（亘）2次元度数表

　（1）支持政党別年令階層別人数：〔例3〕

　（2）月給階層別最終学校別人数：（10万円以上15万円未満，15万円以上20万

　　　　　　　　　　　　　　　　円未満，20万円以上30万円未満）〔例4〕

　㈲　性別支持政党別人数

GV）3次元度数：表

　（1）各性の支持政党別年令階層別人数〔例5〕

　（2）各月給階層の支持政党別年令階層別人数

　（3）各支持政党の年令階層別性別人数

（V）1次元合計表

　（1）最：終学校別平均月給〔例6〕，〔例7〕

　（2｝性別平均月給

　（3）年令階層別平均月給〔例8〕

　（4｝月給階層別平均年令

　㈲　支持政党別平均年令

　（6）支持政党別給与総額

（VD　2次元合計表

　（1）最終学校別性別平均月給〔例9〕

　②　性別年令階層別平均月給〔例10〕

　（3）年令階層別最終学校別平均月給

　（4）支持政党別年令階層別給与総額〔例11〕

　㈲　各月給階層の支持政党別年令階層別給与総：額〔例12〕
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（雁）3次元合計表

　（1）各性の最：終学校別年令階層別平均月給〔7〕

　（2）各最終学校の性別年令階層別平均月給

　（3）各年令階層の最終学校別性別平均月給

　㈲　各支持政党の年令階層別性別給与総額

　　　　　　　　4初等統計量命令文（STAT文）

1変数の初等統計値を計算するには，次の命令文が用いられる。

STAT，〔（欠損値）〕T1・…　　T20

STAT，　（O）　AGE

STAT，　PAY

STAT，　PAYユ　PAY2　PAY3

　STATは，平均値，標準偏差など11個の初等統計値を計算する命令語であ

る。T1からT20までは，時系列変数であり，1変数のデータが分割され

てこれらの時系列変数に格納されている。各時系列変数に含まれるデータは

PERIOD文で指定された期間に対するデータである。最後の時系列変数につ

いては，END　VALUE文で指定された終止値が含まれている場合，その直前

までのデータが有効である。1つの時系列変数には最高120期分のデータを格

納することができ，またこの命令文には最高20個の時系列変数を書くことがで

きるので，全部で2400個までのデ・一タについて初等統計値を計算することがで

きる。

　欠損値は，整数または実数，文字列（4文字以内）の何れかで表わされる。

欠損値が指定されると，欠損値のデータは無視される。

　先に掲げたアンケート調査の例で初等統計値を計算する命令文の書き方を示
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そう。調査データは時系列データではないが，年次データとして取扱う。各項

目の20個のデータがそれぞれ年次データとして1つの時系列変数に格納されて

いる。格納されている期間は，1年から20年までとする。各項目のデータが格

納されている時系列変数は，性別がSEX，年令がAGE，月給がPAY，支持

政党がPARTY，最終学校がSCHOOLであるとする。

〔例1〕平均年令，最高年令，最小年令などの初等統計値を計算する命令文は

次のように書かれる。

　　　　STAT，　（o）　AGE

欠損値としてゼロが指定される。20個ある年令データの中には2個の欠損値が

含まれているので，有効なデータの個数は18となる。

〔例皿〕給与総額，平均月給，最高月給，最低月給などの初等統計値を計算す

る命令文は次のように書かれる。

　　　　STAT，　PAY

月給のデータには欠損値が含まれていないので，欠損値の指定がない。

　さて，アンケート調査データを入力し，年令と月給について初等統計値を計

算するSTEPSプログラムは，表4－1に示される。簡単に説明しておこう。

DATE文では，期種を無次（YEAR），初期点を1年目指定している。ここ

では，アンケート調査データを年次データとして取扱う。各項目のデータの個

数は20であるので，PERIOD文で分析期間を1から20までとしている。

　READ文は，データを時系列変数に入力する命令文である。　READの語尾

にある酵1は，入力制御番号であり，1乗ずつ5項目（性別，隼令，月給，

政党，学歴）のデータを5つの時系列変数（SEX，　AGE，　PAY，　PARTY，

SCHOOL）に格納することを示す。データはプログラムの直後に自由書式で書

く。まず，￥DATA文を書き，その次の行から1期ずつ5項目のデータを書

き（複数行にまたがってもよい），期が変るたびに改行して書く。

　COMPUTE文では，百円単位で表わされている月給のデータを100で割っ
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表4－1初等統計値を求めるSTEPSプログラム

　　START，　tSTATISTICS　OF　AGE　AND　PAY’

　　DATE　IS　YEAR　FROM　l

　　PERIOD　IS　1　TO　20

＊　DATA　INPUT

　　READ　＃1，　SEX　AGE　PAY　PARTY　SCHOOL

　　COMPUTE，　PAY　一　PAY／100

　　WRITE，　SEX　AGE　PAY　PARTY　SCHOOL

＊　ELEMENTARY　STATISTICS
　　STAT，　（O）　AGE

　　STAT，　PAY

　　END

￥DATA

1
1
2
2
1
1
1
2
1
2
1
2
1
2
2
1
1
2
2
1

45
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R9

R1

R5
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R0

K
0
0
2
9

躍
繋
駕
畿
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難
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讃
罵
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1
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2
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2
2
2
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2
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1
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eATE

図4－1 初等統計計算プログラムの分析結果リスト
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て万円単位に変換している。次のWRITE文は，確認のため入力データを印

字する命令文である。ここでは，支持政党の欠損値である英字Xは実数として

印字される。

　STAT文は年令と月給についてそれぞれ初等統計値を計算する命令：文であ

る。

　表4－1のプログラムの分析結果リストは，図4－1に示される。データ・

リストでは，PARTY（支持政党）の欠損値が英字Xとしてではなく，負の大

きな実数値として印字されている。データの数（OBSERVATIONS）は，

AGE（年令）では18，　PAY（月給）では20となっている。

　　　　　5度数表作成命令文（CROSSTAB文一その1）

　度数表を作成する命令文は次の3種類に分けられる。

　　1）　一次元度数表命令文　1変数の度数表を作成する命令文

　　　　　CROSSTAB，〔（欠損値）〕　第1変数

　　2）　二次元度数表命令文　2変数の度数表を作成する命令文

　　　　　CROSSTAB，〔（欠損値1，欠損値2）〕第1変数BY　第2変数

　　3）　三次元度数：表命令文　3変数の度数表を作成する命令文

　　　　　CROSSTAB，〔（欠損値1，欠損値2，欠損値3）〕第1変数　BY

　　　　　　　　　　　　第2変数　BY　第3変数

　以下，この順序で説明しよう。

　一次元度数表命令文　1変数の度数分布表を作成するには，下図の命令文が

用いられる。

　T1からT20までは，時系列変数であり，1変数のデータが分割されて

これらの時系列変数に格納されている。各時系列変数に含まれるデータは

PERIOD文で指定された期間に対するデータである。最後の時系列変数につ

いては，END　VALUE文で指定された終止値が含まれている場合，その直前
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・R・SSTA・・一〕…一T・…｛職｝下…　一ltPft）〕

CROSSTAB，　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）

CROSSTAB，　（O）　AGE　（十4，　30，　50）

までのデータである。

　欠損値は整数：または実数，4文字以内の文字数で表わされる。欠損値が指定

されると，欠損値のデータは無視される。

　区間数は区間の数であり，整数または小数点付き実数で表わされる。整数の

とき，各区間の両端値が表示され，小数点付き実数のとき，各区間の中央値が

表示される。

　区間数の前のプラス記号（＋）は，限外区間を設定することを意味する記号

である。区間数（＋記号のない区間数）の場合，限外区間は設定されず，上下

限の範囲が区間数で均等分される。各区間は左端値以上右端値未満である。

＋区間数の場合，下限未満の区間と上限以上の区間の2つの限外区間が設定さ

れ，上下限の範囲が区間数マイナス2で均等分される。＋区間数では全データ

が考慮されるが，単に区間数（＋の付かない）では上下限の範囲外のデータは

無視される。区間数の指定がない場合，10（＋と小数点の付かない）が自動的

に設定される。

　上限および下限は，データの範囲を限定する値である。上限または下限の指

定がない場合，最大値または最小値が自動的に設定される。

　先に掲げたアンケート調査の例で一次元度数表を作成する命令文の書き方を

示そう。各項目の20個のデータがそれぞれ1つの時系列変数に格納されている

ものとする。性別はSEX，年令はAGE，月給はPAY，支持政党はPARTY，

最終学校はSCHOOLの各時系列変数で表わす。

　48



STEPS－BEICAシステムの集計機能について（定道）

〔例1〕最終学校別人数を示す一次元度数表を作成する命令文は次のように書

かれる。

　　　　CROSSTAB，　SCHOOL　（4，0，　O．5，　4．5）

最終学校は1から4までの整数で示される4種類の学校がある。区間の数は4

である。この場合，区間の表示は1つの値で表わす必要があるので区間の中央

値で表わす。したがって，区間数は，4．0と小数点付き実数で指定される。下

限を0．5，上限を4．5と設定すれば，この上下限が区間数で均等分されて，0．5

～1．5，1．5～2．5，2．5～3．5，3．5～4．5の4つの区間が設定される。各区間の

中央値は，それぞれ1．0，2．0，3．0，4．0となる。限外区間を設定する必要がな

いので，区間数の前にプラス記号は付けない。

〔例2〕年令階層別人数を示す一次元度数表を作成する命令文は次のように書

かれる。

図5－1一次元度数表作成プログラムの分析結果リスト

COLUMN　VARIAeLE　＝　5CHOOL

　　　　　　　　SAMPLE　51ZE　＝

　　　　NO．　OF　MISstNG　DATA　＝

　　NO’，　OF　DATA　NOT　rN　RANGE　＝
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　　　　CROSSTAB，　（O）　AGE　（＋4，　30，　50）

得平は，30才未満，30才以上40才未満，40才以上50才未満，50才以上の4つの

階層に分けられる。区間の数は4である。区間の表示は両端値で表わす必要が

あるので，区間数は小数点のない4である。また，30才未満と50才以上は限外

区間であるので，結局，区間数はプラス記号の付いた＋4で指定される。下限

を30，上限を50と設定すれば，この上下限が2（＝4－2）等分されて，30～

40，40～50の2つの区間が設定される。これと限外区間を合わせると，4つの

年令階層を示す区間が設定されたことになる。

　欠損値としてゼロが指定される。年令が0であると欠損値とみなされ，無視

される。

　以上の2つの例の分析結果リストは，図5－1に示される。

　二次元度数表命令文　2変数の度数分布表を作成するには，次の命令文が用

いられる。

CR・SSTA・…欠損値・・欠損値・・〕T1－T・…
o職｝識上限・〕

　　　　　　　　　　　　　・Y・TI・・一…i・｛灘｝・　一F・・，上）〕

CROSSTAB，　（tXZ　O）　PARTY　（4．0，　O．5，　4．5）　BY　AGE　（十4，　30，　50）

CROSSTAB，　PAY　（4，　10，　30）　BY　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）

T1からT20までは，時系列変数であり，第1変数のデータがT1からT10

までに，第2変数のデータがT11からT20までにそれぞれ分割されて格納

されている。データの格納方式および区間設定：方式は，一次元度数表命令文の

場合と同じである。欠損値1および欠損値2はそれぞれ第1変数および第2変

数の欠損値を表わす。欠損値の指定がある場合，第1変数および第2変数の何

れか一方に欠損値があれば，その個体のデータは無視される。第1変数は度数
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　　　　　　　　　　　　　図5－2二次元度数表作成プログラムの分析結果リスト

　　COLUMN　VARIAeLE　＝　PARTY
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　SA州ρLε　5：ZE　零　　　　16

　　　　　　　　　　　NO．　OF　MI551NG　DATA　＝　4
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　　　　　　　　　　　．一一一一の一一一一一曽一一サ’「一●，，一｝一一一馳η一・一一一騨一甲一，の噛一一一．層一一昌陶一一一－，一一一唇

　　　　　　　　　　　1　　　1　　　1　　　　ユ　　　1　　　1　　　1　　　0　　　1　　　3
ら，OOOOO　　　　　I　　100。00　魑　　　1　　　14●29　略　　　1　　　14嘔29　瓢　　　l　　　O．0　　覧　　　l

　　　　　　　　　　　l　　　5魯00　瑠　　 1　　　5。00　覧　　 1　　　5．OO　覧　　 1　　　0。0　 瓢　　 t　　15，00　覧

　　　　　　　　　　　ロのココ　ロコリロコロコの　コロサロ引出コ　ロコロロコロ　　　のコロ星占ロサロココロロのサロロ　ロコロコロロコ　ロ

　　　　　　　　　　　1　　　0　　　1　　　0　　　1　　　2　　　1　　　1　　　1　　　｝
3．00000　　1　　0，0　％　1　　0。0　鮎　1　28．57艶　　1　20、00駕　　1
　　　　　　　　　　　1　　　0。0　 96　　1　　　0．0　 覧　　 O　　le．00　瓢　　 1　　　5。00　瓢　　 9　　二5，00　覧

　　　　　　　　　　　・一一胃一一脚，一，o一月一●一層〇一凹囎一一，o騨一一・一塵一一糟。一一薗囁，一昌。一〇一，●一一一印，一一一●

　　　　　　　　　　　1　　　0　　　1　　　2　　　1　　　5　　　1　　　2　　　1　　　7
2．OOOOO　　1　　0．O　SS　l　28．57覧　1　ら2．56覧　1　らO．OO瓢　I
　　　　　　　　　　　l　　O．O　SC　l　10，00髄　　I　i5・OO　X　I　IO，00瓢　1　弱。OO覧
　　　　　　　　　　　。一一一〇一〇層．一一一一一●一一一一●o一噂一一一，一・一．一順層嚇一一印一一〇●㍉o層一一●一畠昌一一〇層。響

　　　　　　　　　　　［　　　O　　　l　　　4　　　｝　　　乙　　　1　　　2　　　1　　　7
ユ。00000　　1　　0．O　Za　l　57．1衡覧　1　14．29覧　　1　40．00覧　　l
　　　　　　　　　　　l　　　　O．0　　瓢　　　1　　　20gOO　瓢　　　1　　　　5．00　漏　　　1　　　10．00　覧　　　1　　　35・00　瓢

　　　　　　　　　　　。o響冒一〇，甲冒一一〇一9．F一一，，，，騨一一一一，9陶響噛，，一，o噛噂一一〇▼一〇一鴨一一一一〇一一，一．

　　　　　TOτへし工’7520　　　　　　　　　　　　　　　5．OO　瓢　　　　　 35．00　瓢　　　　　 う5．00　瓢　　　　　 25．00　瓢　　　　 100●OO　瓢

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　51



　経済経営研究第31号（1）

表の上側に，第2変数は左側に設定される。

〔例3〕支持政党別年令階層別人数を示す二次元度数表を作成する命令文は次

のように書かれる。

　　　CROSSTAB，　CX’，　O）　PARTY　（4．0，0．5，4．5）　BY　AGE　（十4，30，50）

支持政党は1から4までの整数で示される4種類の政党があり，〔例1〕にお

ける最終学校の場合に類似している。年令は〔例2〕の場合と全く同じであ

る。欠損値としては，支持政党が英字X，年令がif　vでそれぞれ示される。文

字数は引用符で囲んで表わされる。

〔例4〕月給階層別最終学校別人数を示す二次元度数表を作成する命令文は次

のように書かれる。

　　　CROSSTAB，　PAY　（4，　10，　30）　BY　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）

月給は，10万円以上15万円未満，15万円以上20万円未満，20万円以上25万円未

満，25万円以上30万円干満の4つの階層に分けられる。区間の数は4である。

各区間は，10万円から30万円までを4等分した区間となっている。したがっ

て，下限は10万円，上限は30万円である。また，限外区間を設定する必要がな

いので，区間数にプラス記号は付けない。最終学校については〔例1〕の場合

と全く同じである。

　以上の2つの例の分析結果リストは，図5－2に示される。

　三次元度数表命令文　三次元度数：表は，3変数の度数分布表であり，第3変

数の各区間に属する個体のデータに対して，第1変数および第2変数による二

次元度数表として示される。3変数の度数分布表を作成するには，下図の命令

文が用いられる。

　T1からT20までは，時系列変数であり，第1変数のデータがT1から

T6までに，第2変数のデータがT7からT12までに，第3変数のデータ

がT13からT18までにそれぞれ分割されて格納されている。データの格納

：方式および区間設定方式は，一次元度数表命令文の場合と同じである。欠損値
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CR・SSTA…（X・・tS・・　Xfi・…欠損値・・〕・・…T…｛驚｝・下限・上限・〕

　　　　　　・YT・7一一T・2・・｛｝・下P・・　Lwa・〕

BY　T　13一＋一一・・T18　（（

区間数

＋区間数

灘／下F・・上限・〕

CROSSTAB，　（tX，，　o）　PARTY　（4．0，　O．5，　4．5）　BY　AGE　（十4，　30，　50）

　　　　　BY　SEX　（2．0，　O．5，　2．5）

1および欠損値2，欠損値3はそれぞれ第1変数および第2変数，第3変数の

欠損値を表わす。欠損値の指定がある場合，何れか1つの変数に欠損値があれ

ば，その個体のデータは無視される。第3変数の各区間に対して第1変数およ

び第2変数による二次元度数表が作成される。第1変数は度数表の上側に，第

2変数は左側に設定される。

〔例5〕性別にそれぞれ支持政党別年令階層別人数を示す二次元度数表を作成

する命令文は次のように書かれる。

　　　CROSSTAB，　（tX’，　O）　PARTY　（4．0，　O．5，　4．5）　BY　AGE　（十4，

　　　　　　　　　30，　50）　BY　SEX　（2．0，　O．5，　2．5）

支持政党および年令の区間分割は，〔例3〕の場合と全く同じである。性別は

1および2の整数で示されるので，区間の表示を中央値で示すため，区間数は

実数2．0であり，また限外区間は設定する必要がないので区間数にプラス記号

は付けない。

　この例の分析結果リストは，図5－3に示される。
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図5－3 三次元度数表作成プログラムの分析結果リスト
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　　　　　　6　合計表作成命令文（CROSSTAB文一その2）

　合計表を作成する命令文は次の2種類に分けられる。

　　1）　1次元合計表（区分合計表）命令文　2変数のデータについて第1変

　　　　数の区間分割に対して第2変数の合計および平均値を示す表を作成す

　　　　る命令文

　　　　CROSSTAB，〔（欠損値1，欠損値2）〕第1変数WITH第2変数

　　2）　2次元合計表（クロス合計表）命令：文　3変数のデータについて第1

　　　　変数と第2変数の2次元分割に対して第3変数の合計および平均値を

　　　　示す表を作成する命令文

　　　　CROSSTAB，〔（欠損値1，欠損値2，欠損値3）〕　第1変数BY

　　　　　　　　　　　第2変数WITH第3変数

　以下，この順序で説明しよう。

　1次元合計表命令文　　1次元合計表を作成するには，次の命令文が用いら

れる。

CR・SSTAB…晶晶・・〕…一・T・…15me1・下…　k限・〕

　　　　　　　　　　　　WITH　T…一T・・〔・｛騰｝一限・〕

CROSSTAB，　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）　WITH　PAY　（1）

CROSSTAB，　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）　WITH　PAY　（2，　10，　30）

CROSSTAB，　（o）　AGE　（十4，　30，　50）　WITH　PAY　（1）

T1からT10までは，分類基準として区間分割される第1変数のデータが格

納されている時系列変数であり，T11からT20までは合計または平均の計算

される第2変数のデータが格納されている時系列変数である。データの格納方
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式および区間設定方式は，一次元度数：表命令文の場合と同じである。

　第2変数の各区間のデータについて第1変数の各区間に対する合計または平

均が計算される。通常，第2変数の全範囲のデータについて第1変数の区間別

合計または平均を求める場合が多い。

　欠損値1は第1変数の欠損値，欠損値2は第2変数の欠損値をそれぞれ表わ

す。欠損値の指定がある場合，何れかの変数に欠損値があるとき，そのデータ

は無視される。

〔例6〕最終学校別平均月給を示す1次元合計表を作成するには，次の命令文

が用いられる。

　　　　CROSSTAB，　SCHOOL　（4．o，　o．s，　4．s）　WITH　PAY　（1）

最終学校の区分法は〔例1〕の場合と同じである。月給は全範囲のデータにつ

いて最終学校別の平均が計算されるので，月給の区間は全範囲を示す一つの区

間である。この場合，上下限の指定を省略すると最大値と最小値が自動的に上

下値として設定される。

〔例7〕月給が「10万円以上20万円未満」および「20万円以上30万円未満」に

ついて，それぞれ最終学校別の平均月給を計算する場合を考えよう。この場

合，次の命令文が用いられる。

　　　　CROSSTAB，　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）　WITH　PAY　（2，　10，　30）

月給は，10万円以上20万円未満と20万円以上30万円未満の2つの区間に分割さ

れる。そして月給の各階層について最終学校別の給与合計または平均月給が計

算される。

〔例8〕年令階層別平均月給の1次元合計表を作成するには，次の命令文が用

いられる。

　　　　CROSSTAB，　（O）　AGE　（＋4，　30，　50）　WITH　PAY　（1）

年令の区分法は〔例2〕の場合と同じである。平均月給は月給の全範囲のデー

タについて計算されるので，月給の区間は全範囲を示す1つの区間である。
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　　　　　　　　　　　　図6－1一次元合計表作成プログラムの分析結果リスト

　COLリ胴～　VAR：ABLE　＝　　　SC尉00し

SU8JεくT　VAR：A8LE　t　　　　　　PAY

　　　　　　　　　　　　　　　　　SANPLE　S1Z∈　＝　　　　20

　　　　　　　　　　NO，　OF　NlSSING　DAT《　＝　　　　　O

　　　　　NO．　OF　OAτA　N・OT｛N　RANGE＝　　　O

　SUBJE（＝T　CしASS　＝　　　20。0000　　　　～　　　30．0000　　　　　　　　SAMPLE　S重ZE＝　　　　：2

　　　　　　　　　　　1．00000　　　？．OuUOO　　　　5．OOOOO　　　4，00eOO　　　　　TOTAし
　　　　　　　　　　・一■一●一一層一〇一一一一一。一一－一’一t一一一”一囎一曜・一一一一層ワー‘一鱒薗一の一。層一一一一一一冒■一一一〇，。

　　　　　　　　　　し　　74．29GO　　　　し　　125．060　　　　し　　70．690G　　　　亀　　2コL．1300　　　　鼻　　291。370

　　　　　　　　　　1　　2ら．7633　　　　1　　2S．0120　　　　督　　23．6300　　　　1　　21．1300　　　　1　　24．2608

　　　　　　　　　　i　　　25．50　％　　　8　　　ら2．92　鮎　　　1　　24e33　＄　　　1　　　7．25　郎　　　1　　67。68　瓢

　　　　　　　　　　・一響舶一．一〇一一一一一一●曜一一一一一一一一．．’一雪，・－臼一一，一鴨一噂噂一一輌．一〇弓一一一●o曹一●o一，

　SU8JE⊂T　（：しASS　＝　　　10．0000　　　　　～　　　2n，OOOO　　　　　　　　SAMPLE　SIZE＝　　　　　8

　　　　　　　　　　　1．00000　　　2。OO（loO　　　3。OOovO　　　4．eOOOO　　　　　了0τAし
　　　　　　　　　　　一己一一の，，一齢一9一●　　 一，層一曹r一一一噛一鴨P　　一一一騨，「一一〇噂一一一　　需一一ρ一一一一一騨。，9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

　　　　　　　　　　1　　73．5400　　　　1　　34．8100　　　　1　0．U　　　　　　　　r　　30。8100　　　　「　　139．160

　　　　　　　　　　1　　18ゆ3850　　　　1　　ユ7。40回目　　　　l　O．0　　　　　　　　聖　　15．4050　　　　r　　17．39SO

　　　　　　　　　　l　　　52曾R5　N　　　l　　　25．01　％　　　1　　　　0．0　　96　　　1　　　22・14　駕　　　t　　　32・32　覧

　　　　　　　　　　・o一一’　一■の■一噛一●需一一●卿一一一伽噸一哺”’一一’，一．噛一曹－〇一一鴨〇一駒一一．o，一一一一曹一一一一卿，．

　SU8JεC丁　（二しAS5　＝　　　　　了0了AL　　　　SAMPしE　SIZE＝　　　　20

　　　　　　　　　　　1．00000　　　？．OOOOO　　　3，000UO　　　4．00000　　　　　TeTAし
　　　　　　　　　　　一，網〇一一冒唱，曽一層鴨　　 一一一”一一〇一〇”o，一　　一一一璽一己一一，一層一，　　一，一洗噂，隔一〇ρ●一一　　　　　　　　　　リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

　　　　　　　　　　1　147。830　　　1　159，8’O　　　l　70．6900　　　1　51。9400　　　1　430．530
　　　　　　　　　　1　　2i。1L86　　　　1　　22、e3巳6　　　　し　　23し630G　　　　巳　　玉7。3133　　　　，　　21，5265

　　　　　　　　　　1　　　3畠鱒34　％　　　1　　　37．13　貰　　　＋　　　i6．ら7　瓢　　　1　　　12，06　瓢　　　1　　100。00

　　　　　　　　　　・一，一一｝口’「●一曜e一一．一一’ρ一尊｝一「一一一．一・●一塵oo一，一一■冒ρ●。吻一一卿一，一一一噂一〇顧一．

　くOLU飼N　VARIA畠LE　竃　　　　　　AGE

sUF聾JECT　VARIABL．E　＝　　　　　　PAY

　　　　　　　　　　　　　　　　　5A叫PLF　51ZE　＝　　　 18

　　　　　　　　　　NO，　OF　麟lSSING　DA↑凸　＝　　　　　2

　　　　　NO，　OF　DハTA　K」｝T　IN　RANGε　＝　　　　　O

　SUBJE⊂I　CLASS　＝　　　13．1500　　　　～　　　2h．→2〔レ0　　　　　　　　5AMPLF　『IZE＝　　　　18

　　　　　　　　U凶OER　　　　　　　30．00fiO　　　　　　　40．し・000　　　　　　　5・」．00Gり　　　　　　　　　OVER　　　　　　TO了Aし

　　　　　　　　　　ロサロコロココロコのロ　ロロロロコ　　ロロの　ロサコココロのコののコのほロロロのロロロロのコロロサロコロののロロロ

　　　　　　　　　　1　　31．4700　　　　1　　182．130　　　　1　　116．q40　　　　1　　5フ。9100　　　　1　　387．950

　　　　　　　　　　1　　15●7350　　　　1　　2297662　　　　1　　25．2冬80　　　　1　　1g・3033　　　　0　　2ユg5527

　　　　　　　　　　1　　8。n％　　1　ら6．g5　h　　l　5⑪．01　va　｝　14．9S瓢　　1　100．00覧
　　　　　　　　　　・一騨，．．o一ρ冒一一一一。一9．一一昌層，一一，一〇・一鴨，一卿一〇一一響。騨騨。脚一一一一噂。一一“一甲，9
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　以上の例のうち，〔例7〕と〔例8〕の分析結果リストが，図6－1に示さ

れる。

　2次元合計表命令文　　2次元合計表を作成するには，次の命令文が用いら

れる。

CR・SSTA・・〔（乙甲・・焔値・・欠雛・）〕・・…T・〔（峰晶警｝・下FR・上限）〕

　　　　　・Y・・…・・2〔（径晶警｝・下限・・限）〕

　　　　　WITH　T・3…T・8〔　区間数（（　＋区間数｝・下限，蝦）〕

CROSSTAB，　SCHOOL　（4．0，0．5，4．5）　BY　SEX　（2．0，0．5，2．5）　WITH　PAY　（1）

CROSSTAB，　（，O）　SEX　（2．0，0．5，2．5）　BY　AGE　（十4，30，50）　WITH　PAY　（1）

CROSSTAB，ぐX’，0）PARTY（4．0，0．5，4。5）BY　AGE（十4，30，50）WITH　PAY（1）

CROSSTAB，（tX’，O）PARTY（4．0，0．5，4．s）BY　AGE（十4，30，50）WITH　PAY（2，　10，　30）

T1からT6までは，第1分類基準として区間分割される第1変数のデータが

格納されている時系列変数であり，T7からT12までは，第2分類基準とし

て区間分割される第2変数のデータが格納されている時系列変数であり，T13

からT18までは，合計または平均の計算される第3変数のデータが格納され

ている時系列変数：である。データの格納方式および区間設定方式は，一次元度

数表命令文の場合と同じである。

　第3変数の各区間に属する個体のデータについて第1変数および第2変数の

2次元区分に対する合計または平均が計算される。通常，第3変数については

区分せずに全データの用いられる場合が多い。

　欠損値1は第1変数の欠損値，欠損値2は第2変数の欠損値，欠損値3は第

3変数の欠損値をそれぞれ表わす。欠損値の指定がある場合，何れかの変数に

欠損値があるとき，そのデータは無視される。
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〔例9〕最終学校別性別平均月給を計算するには，次の命令文が用いられる。

　　　　CROSSTAB，　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）　BY　SEX　（2．0，　O．5，

　　　　　　　　　　　2．5）　WITH　PAY　（1）

最終学校の区分法は〔例1〕の場合と全く同じであり，性別も同様に区分され

る。月給は全範囲のデータについて合計または平均が計算される。

〔例10〕性別年令階層別平均月給を計算するには，次の命令文が用いられる。

　　　　CROSSTAB，　（，o）　SEX　（2．o，　o．s，　2．5）　BY　AGE　（十4，　30，

　　　　　　　　　　50）　WITH　PAY　（1）

性別および月給については欠損値の指定がなく，年令については欠損値ゼロの

指定がある。年令は第2変数であるので，第2変数の欠損値を指定するにはコ

ンマを打ってその後に欠損値0を書く。

〔例11〕支持政党別年令階層別給与総額を計算するには，次の命令文が用いら

れる。

　　　　CROSSTAB，　（CX’，　o）　PARTY　（4．0，　O．5，　4．5）　BY　AGE　（＋4，

　　　　　　　　　　30，　50）　WITH　PAY　（1）

支持政党および年令の欠損値として，英字Xおよびゼロが指定されている。月

給は全範囲のデータについて合計または平均が計算される。

　月給の各階層別に対して支持政党別年令階層別給与総額を計算する場合を次

に示そう。

〔例12〕月給階層別の支持層戸別年令階層別給与総：額を計算するには，次の命

令文が用いられる。

　　　　CROSSTAB，　（tX’，　o）　PARTY　（4．0，　O．5，　4．5）　BY　AGE　（十4，

　　　　　　　　　　30，　50）　WITH　PAY　（2，　10，　30）

月給は，10万円以上20万円未満と20万円以上30万円未満の2つの階層に分けら

れ，月給の各階層について支持政党別年令階層別の給与合計または平均月給が

計算される。
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図6－2　二次元合計表作成プログラム分析結果リスト

COLUMN　VARiABしE冨 scHnoL

ROW　VARIABLE　＝ SEX

SuBJECT　VARIABLE　＝ PAY

5AMPしF　S：ZE　＝ 20

NO，　OF　MIsSING　DATA　＝ o

NO．　OF　DATA　NOT　IN　RANGE　： o

5UBJECI　CLASS　＝ 13，ISOO 一 2P．4200 SA岡PしE　S：ZE3 20
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TOIAL
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　　ロコロロロロロロ　コロロ 鴻T　ロロココココロロ　ロ　 潟R　　ロロロロの　ロロ　ロ @ロ　ロロサロののコロロロロ

1　0．O　　　　　　　　　l　　ユ08．460　　　　1　　7U．6900　　　　1　　21D1300　　　　9

1　000　　　　　　　　1　　21．6960　　　　1　　23．6300　　　　1　　21り1300　　　　，

1　　0・O　tS　l　67．86覧　　1　100・00　tS　I　40．68瓢　　1
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1　　2らg8800　　　　「　　26．3goe　　　　，　　∠8．邸2ρ0　　　　’　θ，0　　　　　　　　　「
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　SUBJECT　CLASS　＝　10，0000　一，　2n，t）OOU　SANPLE　51ZE＝　6

　　　　　1．eooeo　2，0eooo　3．eoooo　4．ooooo　ToTAL　OVER　　　　　．一一冒一一●一●一〇，一。●一一一一一一一一願，一一一〇．一甲一一一口需一，一一一●．一一一一一●一一一－・，●．

　　　　　l　e．o　l　o，o　I　O．O　1　15．6200　1　15，8200
　　　　　I　o．o　t　o，o　l　o．e　1　1s．e200　1　ls，s？oo
　　　　　l　　　O。0　覧　　1　　　0．0　覧　　l　　　O．0　瓢　　1　　50．52覧　　1　　i5，23　鑑
50，0000　　　　．一辱騨鴨一●層騨観一一一一．一甲一r卿一一胃一一曙一．．一。ロー一一一＿一一●脚一．■一，一一一一一一一〇一一。

　　　　　1　lg．12eo　l　o．o　l　o．o　1　17，6soo　t　36，eooo
　　　　　i　19．1200　1　0，0　10．0　1　17．6800　e　18，400e
　　　　　l　lOO．00　覧　　1　　　0，0　N　　l　　　O。0　瓢　　1　　3ら．ユ0　瓢　　1　　35．44　瓢
ら0．0000　　　　．一，一一一一鵬一一一騨一㍉胃＿＿一＿一層一一・一＿．＿。一，一一一・一一一聯。，一一＿一●一．．一一一曹。．

　　　　　to．o　t　lg．7soe　l　o．o　l　o．o　e　lg，7soo
　　　　　i　O．O　t　19．7500　i　O．O　1　0，0　）　19，7SOO
　　　　　l　　　O．0　冤　　1　　60．07　覧　　1　　　0．O　k　　l　　　O。0　瓢　　1　　19．02　郎
30・OOOO　　　　．騨曹一●一一一一一一一一一。一層一一一一響璽一一，　●．一一一一一一噂一－r一一．．響一一の一。．一一一・一一，

　　　　　t　O．O　1　IS．1］oO　I　U．O　1　18．3400　1　Sl，4700
　　　　　t　o．o　1　1］．1300　l　o．o　1　le，s40e　1　ls，7sso
　　　　　l　　　　O。0　　96　　　1　　　39．93　覧　　　量　　　　0．o　　％　　　1　　　35，38　郎　　　8　　　30●31　瓢

　U吋DE臼　　　　 ．・一一一一，，一，oo一一 怐Co一一一一〇一一曙印一．．一一一一〇，一曹噂一一一一．噌暉一印・一一置卿一一印願・

　　ToTAL　lg．12eo　32．seoe　o．e　sl．e400　les，e4e
　　MEAN　19．1？OO　16．4400　O．O　17．2eOe　17，SO67　　　　　　18．ら1　鮨　　　　　51．66　慰　　　　　　O．0　路　　　　　ら9．92　瓢　　　　　30。02　瓢

　SU8JεこT　CしASS　＝　　　　　TOTAし　　　　　SAMPt－E　SlZE3　　　　16

　　　　　1．ooooo　2，000eo　3．ooooo　4，00eeo　ToTAL　O》εR　　　　　．一一一●o一一一一曜鴨一一．一一・一●o一一一，一一一go一一一一一騨一騨一一用一，一嚇一の一一一一一一・一〇．

　　　　　l　o．o　t　o，o　t　o．o　1　ls．s2eo　1　ls，e200
　　　　　1　e．o　l　o，o　t　e，o　1　ls，e2ee　1　ls．e200
　　　　　r　　　　O。0　　和6　　　1　　　　0．O　　脳　　　r　　　　O．0　　路　　　1　　　13・ら6　瓢　　　1　　　　ら●57　覧

50．OOOO　　　　，・一騨一。一●＿，一一。」．昌一。．伽騨。一脚一一・・．。．一騨＿，＿卿一”曹一〇．一層一“畠騨一層一一一一一．

　　　　　1　4“．OOOe　1　2b，S400　i　28．g200　t　17．6800　t　116，44e
　　　　　l　22．eooo　1　？6．s400　1　2s．4？oe　t　17．6eee　1　2！．2seo
　　　　　婁　　　68．63　覧　　　1　　　30．25　覧　　　1　　　36・8ら　島　　　1　　　15，0弗　瓢　　　0　　　33．67　瓢
40．OOOO　　　　．一一一，一一一一■，一一一，｝顧一噸r●一一r。暫●g．幽。，一一一一爾＿一一，一．一一弓・齢一一，冒一一一一．

　　　　　t　20．neo　t　41．bloo　t　4e，73eO　1　65．6800　s　le2，lso
　　　　　I　2e．noo　1　2S，80so　1　24，3650　1　21．89SS　1　22．7662
　　　　　1　　S1．37　鮎　　1　　5ら．67　魅　　［　　63・16覧　　1　　55．89　瓢　　1　　52。66　瓢
30．0000　　　　。一・一一。，一，ロ。一一一．一一一一一一隔，一一噂＿．噛富騨一。騨一一一－一．・。一層一一一一。一一＿一一顧．

　　　　　to．o　1　ls．130e　l　o．o　1　16．s4eo　1　sl．47ee
　　　　　IO．O　1　1］．1300　tO．O　1　18，S400　t　15．73SO
　　　　　I　　　O・0　　覧　　　1　　　15。08　覧　　　1　　　0．0　　覧　　　1　　　ユ5．61　駕　　　1　　　9，10　瓢
　U吋OER　　　　　Dr鴨一一一〇9，一層．晒一．r－o一一噂。一儒一r印一．r一，一一〇一一一〇一〇一．　一一一〇　一一一一一一一．

　　TOTAL　64，1100　87．OeeO　77．ISOe　117．S？O　S45，860
　　MEAN　21．S700　21．77ee　25．7167　lg，5867　2i，6162
　　　　　　18，5ら　覧　　　　　　25．18　瓢　　　　　　22．31　覧　　　　　　33．98　郎　　　　　100．OO　男

　以上の例のうち，

れる。．．

〔例9〕と〔例12〕の分析結果リストが，図6－2に示さ

　　　　　　　　　　　7　3次元合計表の作成方法

　CROSSTAB文を用いて3次元合計表を直接作成することはできないが，合

計および平均値をとる主題変数のデータを前以て1つの分類変数の区間に則し

て分割し，その分割された主題変数のデータに対してそれぞれ2次元合計表を

作成すれば，3次元合計表を間接的に作成することができる。
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　主題変数のデータを1つの分類変数の区間に則して分割する方法としては，

主題変数の値に特定の値を代入して，その値を欠損値または限外値として処理

することが考えられる。ここでは限外値として処理する場合を示そう。

　いま，性別にそれぞれ最終学校別年令階層別平均月給の2次元合計表を作成

するものとしよう。まず，月給PAYから男性の月給PAYMと女性の月給

PAYFを作る。　PAYのデータのうち女性のデータを限外値（一1）で置換え

てPAYMを作り，逆に，男性のデータを限外値で置換えてPAYFを作る。

これらの時系列変数を作るためのプログラムは，次のように書かれる。

　　　　COMPUTE，　PAYM－PAY；PAYF－PAY

　　　　SET，　PAYM－RECODE　（PAYM，一1，　2）；

　　　　　　　　PAYF－RECODE　（PAYF，一1，　1）

STEPSのRECODE関数文は一般に次のように表わされる。

　　　　SET，　Tl－RECODE　（T2，　Sl，　S2　（，　S3））

SETは関数（この場合，　RECODE）を計算する命令語である。　T　1とT2は

時系列変数であり，S1からS3まではスカラーである。　S3がS2に等しい

とき，S3を省略することができる。このRECODE関数命令文は，　PERIOD

文で指定された期間に対して，T2の値がS2以上S3以内である期につい

てS1をT1に代入する文である。上記の例では，　PAYMの値が2である

ところには一1が代入され，またPAYFの値が1であるところに一1が代入

される。一

　つぎに，PAYMおよびPAYFを用いて最終学校丁年令制層別平均月給を

それぞれ計算する。

　　　　CROSSTAB，　（，O）　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）　BY　AGE　（＋4，

　　　　　　　　　　　30，　50）　WITH　PAYM　（1，　o）

　　　　CROSSTAB，　（，O）　SCHOOL　（4．0，　O．5，　4．5）　BY　AGE　（＋4，

　　　　　　　　　　　30，　50）　WITH　PAYF　（1，　o）
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PAYMおよびPAYFの区間設定は，下限値をゼロとする1区間であるの

で，負の値をとるデータは限外値として無視される。その結果，PAYMから

は男性の最終学校別年令階層別平均月給の表が作成され，またPAYFからは

女性の表が作成される。

　　　　　　　　　　　　　8　大標本の処理方法

　標本の大きさが120を超えると，1項目のデータを1つの時系列変数に格納

することができなくなる。そこで，データを120以内の適当な個数で均等分し

て複数個の時系列変数に格納する。均等分できなかった残りのデータはデータ

の終りを示す終止値を加えて最後の時系列変数に格納する。

　アンケート調査のデータは標本の大きさが20であり，1項目のデータをユつ

の時系列変数に格納することができたが，仮りに1つの時系列変数には8個の

データしか格納できないものとして，1項目のデータを複数個の時系列変数に

格納する場合を：考えてみよう。20個のデータを8信ずつ均等分すると，8個の

組が2つ，4個口組が1つできる。したがって，20個のデータは3個の時系列

変数に格納でき，最後の時系列変数の5番目のデータとして終止値を格納す

る。

　表4－1で示した初等統計値を求めるプログラムを1つの時系列変数に8個

のデータを格納して分析するプログラムに書き換えてみよう。各項目に対して

3つの時系列変数が必要となる。そこで，データを格納する時系列変数として，

性別はSEX1，　SEX2，　SEX3，年令はAGE1，　AGE2，　AGE3，月給はPAY1，

PAY2，　PAY3，支持政党はPARTY1，　PARTY2，　PARTY3，最終学校は

SCHOOL1，　SCHOOL2，　SCHOOL3と表わせば，プログラムは表8－1のよ

うになる。

　PERIOD文では，分析期間が1から8までに設定される。したがって，
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　　　　表8－1　1変数のデータを複数個の時系列変数に格納するプログラム

　　START，　’STATISTICS　OF　AGE　AND　PAY’

　　DATE　IS　YEAR　FROM　1

　　PERIOD　IS　1　TO　8

＊　DATA　INPUT

　　READ＃1，　SEXI　AGEI　PAYI　PARTYI　．SCHOOLI

　　READ＃1，　SEX2　AGE2　PAY2　PARTY2　SCHOOL2

　　READ＃1，　SEX3　AGE3　PAY3　PARTY3　SCHOOL3

　　COMPUTE，　PAYI一　PAYI／100；　PAY2一＝PAY2／100

　　WRITE．　SEXI　AGEI　PAYI　PARTYI　SCHOOLI　　　　　　　’

　　WRITE，　SEX2　AGE2　PAY2　PARTY2　SCHOOL2

　　PERIOD　IS　1　TO　4

　　COMPUTE，　PAY3＝一PAY3／100

　　WRITE，　SEX3　AGE3　PAY3　PARTY3　SCHOOL3

＊　ELEMENTARY　STATISTICS

　　PERIOD　IS　1　TO　8

　　END　VALUE　IS　一〇．5

　　STAT，　（O）　AGEI　AGE2　AGE3

　　STAT，　PAYI　PAY2　PAY3

　　END

　￥DATA

　　　　　1　45　1768　4　4
　　　　　1　43　1912　1　1

　　　　　1　29　1313　2　4
　　　　－O．5　一〇．5　一〇．5　一〇．5　一〇．5

　　　　／
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READ文では，各時系列変数に8個のデータが格納される。3番目のREAD

：文では，各時系列変数に5個のデータを格納した後，データの最後に書かれて

いる斜線を検出すると直ちにREAD文の実行が終了する。表8－1では，表

4－1のデータの終りに終止値である一〇．5が各項目に対して加えられ，最後

にREAD命令に対して入力を終了させるための斜線記号が書かれている。

　END　VALUE文は，　STAT文やCROSSTAB文に対してデータの終止値

を知らせる命令文である。

　STAT文は，3つの時系列変数が書かれている。分析対象となるデータは

分析期間に対する各時系列変数のデータであり，最後の時系列変数については

終止値の直前までのデータである。
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発展途上国における

海事産業振興の経済効果＊

下　　條　　哲　　司

1．　はしがき

2．　FOB輸入額による産業連関表の修正

3．新旧出産業間での技術シフト

4．経済技術動態モデルの概要

5．あとがき

　　　　　　　　　　　　　　1　は　し　が　き

　海運業は多くの先進国がその近代化の過程において大きく依存した産業の1

つである。海運は国内に天然資源をもたない工業国にとっては，原材料を輸入

しその製品を輸出するための重要な輸送手段であり，自国に充分な産業をもた

ない国にとっては，国民の雇用を確保するための恰好のビジネスである。しば

しばいわれるように，海運は貧乏国のビジネスであり，自国商船隊をもち外国

諸港間の輸送活動に従事すれば，運賃を稼得することができ，国際収支を改善

することができる。このような理由で海運は，元来個別経済として営まれるも

のでありながら，国民経済にとっての重要な産業として，しばしば国家の保護

を受け育成されてきた。

　　　　　　　　　　　　（1）
　故佐波宣平博士によれば，国家がその商船隊を保有し強化しようとする理由

＊　本稿は大阪府立大学工学部船舶工学科田口賢士教授および金沢工業大学経営工学

　科中易秀敏講師との共同研究「発展途上国における海事産業発展計画」において，

　筆者が担当した部分を一般的に記述することを主目的としている。

（1）佐波宣平「海運理論体系」昭24，有斐閣，206～234ページ。
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として次の5つのものが考えられる。

　1．国民の就業

　2．外国貿易の促進

　3．運賃の丁付

　4．国防上の要請

　5．心理的契機

　自国海運業への投資は自国の海外貿易を拡大するだけでなく，港湾施設や内

陸運輸の強化を通じて，時には造船業，エネルギー一産業，建設業，製造工業な

どへの需要増を通じて，ほとんどすべての産業に好影響をもたらす。

　しかし，いうまでもなく，こうした短絡的な発展はどの国にとっても同様に

いえるわけではない。海運業への投資あるいは商船隊の拡大によって惹き起さ

れる発展径路は，すべての国にとって一様のものではなく，それぞれの国にお

ける経済的社会的条件によってまちまちである。経済発展を誘発するための資

本や新技術の導入には多くの重大な障壁があり，たとえそれが回避しうるとし

ても，非常に長い時間を必要とするであろう。

　特定の産業に対する資本や新技術の導入が，どのような径路を経て他の産業

の発展に影響するか。この問題に接近するためには，われわれはその国の産業

や社会の現状から出発しなければならない。天然あるいは社会的資源の賦存状

態のみならず，産業構造，地理的環境，国民のもつ潜在能力など，多くの条件

がその結果に影響を及ぼすであろう。

　主としてわれわれ自身の闘心から，とくに海事産業に対する投資から生じる

この種の問題を追及しようと思う。われわれが海事産業と呼ぶのは，政策企画

者が海運業への投資から直接的な効果を受けると考える産業であり，たとえ

ば，外国貿易業，港湾産業，内陸運輸業，燃料油供給業，船舶修理業などを内

容とする。

　そこで何故：海運業かと問われるかも知れない。すでに冒頭で述べたように，
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海運業は国際収支の改善のためには最も効果的な手段であると考えられてい

る。事実多くの発展途上国は，先進国に対する経済的劣勢を解消し，外貨事情

の改善と独立した対外貿易の確立を通じて，独自の経済発展を実現するため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
に，自国商船隊を保有し，それを強化する必要を強調している。

　自国に豊富な天然資源を有している場合でも，その輸送における先進国海運

への依存を脱脚することは，発展途上国にとって今直ちに着手できる事業とい

えるかも知れない。しかし多くの場合，その対外貿易の伸び悩みを起している

もっと卑近な原因は，港湾施設の不足とその能率の悪さである。港湾サービス

の能率向上をも含めた「見えざる輸出」産業の強化が，発展途上国にとって現

在最も重要な課題となっている。われわれの「海事産業」はまさにこの「見え

ざる輸出」産業のことほかならない。

　　　　　　　　2　FOB輸入額による産業連関表の修正．

　まずある国の各発展段階において海運業の役割を評価する分析用具について

論じることにする。経済の間接的な効果が問題として取り上げられた場合，産

業連関表は最も便利な用具の1つである。しかし通常の産業連関表は外航海運

業に関する限りそれほど便利とはいえない。われわれはここで，海運業の国民

経済に対する貢献度を評価するために，産業連関表にほどこすべき若干の小修

正を提案したい。しかしその前に産業連関表の概念を用いた海運業の評価につ

いて考えておくのが便宜であろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　外航海運業は3つの部門から成り立っているといえる。すなわち船舶保有，

船舶運航，そして操船労働である。最後のものは現在のところ産業として独立

（2）　lgnacy　Chrzanowski，　“Shipping　in　the　1980s－a　future　with　uncertainty，”

　Maritime　Policy　and　Management，　Vol．　7，　No．　1，　1980，　pp　lt一一8．

（3）下條哲司「海上運賃の経済分析」神戸大学経済経営研究所，研究叢書No．21，

　1980，9～13ページ。
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しているとはいえない。船舶保有業は他人に船舶を用船させることによって船

舶用役を供給する。それは用船料を稼得する一方で船舶の維持管理に関する費

用を支出する。船舶運航業は他人から用船した船舶を運航するためのすべての

費用を負担する。船舶運航の費用は貨物費，港費，燃料費などからなる。操船

労働は船舶内にあって船舶を操縦する一切の労務であり，このような用役を供

給する産業を考えることもできるであろう。しかし現在のところこの産業は船

舶保有産業の内部にあって，賃金を稼得しているにすぎない。

　国内に国民を雇用するための十分な産業をもたず，また船舶をもって運ぶべ

き輸出入貨物をもたない国でも，船員の労働力を海外に売る「産業」をもっこ

とはできる。そうすればその国は賃金という形で収入を得ることができる。こ

れはその産業にとっての生産額であると同時に付加価値額であり，またその国

の輸出額としても評価される。

　もしその国に船舶を保有し，その船舶用役を供給する船舶保有業があるなら

ば，国内または外国の船舶運航業にその船舶を用船に出し，用船料を収得する

ことができる。その生産額は用船料そのものであり，1部は国内取引，1部は

輸入として計一ヒされる。その収入の1部はその費用として他の産業に支払わ

れ，残りは付加価値となる。

　船舶を保有しているが，外国貿易をもたない国でも，船舶運航業は外国相互

間の航路で船舶を運航し，運賃を稼得することができる。三国間航路において

収得された運賃は純粋に海運用役の輸出と考えられる。その産業の生産額は運

賃収入そのものであり，その大部分は輸出として扱われる。しかしこの場合，

その産業はその収入の1部を，貨物，港湾，燃料に必要な費用として，国内の

みならず海外のその種産業に支払わねばならないことは注意されねばならな

い。

　その国が海外貿易をもっていない限り，海運業がその国の国際収支に貢献す

るところは明白である。しかし第3の場合について見たように，国外からの収
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入がある一方で国外への支出が生じるということになると，その評価は必ずし

も一方的ではない。もしその国が船舶をもたず，外国から用船した船舶を運航

しているとすれば，用船料として海外に支払われる分が輸入として増加する。

　このような場合をより明確に表現するために次のような産業連関表における

表現方法を利用しよう。

　　X，：i産業の総国内生産額

　Wり：i産業からブ産業への国内取引額

　　E：i産業の生産物への最終需要（消費および投資）

　　E‘：i生産物の輸出額

　M，：i生産物の輸入額

　　巧：ブ産業の付加価値額

これらは次のような関係をもっている。

　X，一X　rv，，＋F，＋E，一M，

　　　　i
　x，一x　w，，十　v，

　　　　i
また国民総生産GNPはF＋E一ルtで表わされ，国際収支BOPはE一ル1

で表わされる。

　さらに海運活動を表わすために次のような記号を用いよう。

　WAG：自国船員が外国から稼得した賃金額

　HEX：船舶用役の輸出（用船料収入）

　HIM：船舶用役の輸入（用船料支出）

　PEX：港湾用役の輸出（港費収入）

　PIM：港湾用役の輸入（堅手支出）

　2＞EX：輸出貨物からの自国船の運賃収入

　NIM：輸入貨物からの自国船の運賃収入

　FIM：輸入貨物からの外国船への運賃支出

　NCR：三国間航路での自国船の運賃収入
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　　NPS：自国民から自国船への旅客運賃

　　FPS：自国民の外国船への旅客運賃支出

　1＞FP：外国人からの自国船の旅客運賃収入

　これらの記号を用いると，第1のケース，すなわち船員労働が唯一の輸出で

あるというケースは，次のように表わされる。

　　　Xs　＝　Es　＝　Vs　＝：　VIZAG

　　　Fs　＝Ms　＝　Ws」＝O　（i　一一　1，　2，　一・・一・，　n）

　　　．’．　GNP，一BOP，　＝一　MZAG

ここに添字sは海運業を示し，GNP、やBOP、は全体としてのGNPや

BOPに対する海運業の貢献を示す。

　第2のケースは同様に次のように表わされる。

　　　　X、＝E、＝朋X

　　　　ΣW，、十レ’5＝朋X　　MZs3＝O
　　　　i＃s

　　　　Fs＝Ms＝O

　　　　．’．　GNPs＝BOPs＝HEX

ここで注意されねばならないことは，海運業の他産業との間の取引である。そ

れは吼、という形で表わされている。しかしこれに応じて他産業の輸入が生

じているかも知れないことは注意せねばならない。

　第3のケースは次のようになる。

　　　　Xs＝Es＝NCR

　　　　Xvais＋Vs＝NCR　vass＝O
　　　　i＃s
　　　　Ms＝PIM　Fs　H－O

　　　　．’．　GNPs＝BOPs＝NCR－PIM

　PIMは海運業ではなくて港湾産業における輸入として扱われるべきである

かも知れない。しかしこれは海運業存在の直接的な効果として生じたものであ

る。船舶運航業の存在を仮定すれば船舶保有業の存在は当然前提とされるの
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で，これら2つの産業の間での取引が生じることになるけれども，海運業とし

てこれらを統合するときにこれは相殺されてしまうはずである。

　同様な方法を用いて，種々なケースについてX、やGNPsあるいはBOP、

を計算し比較することができる。海外貿易の存在を仮定するとき，また全部の

自国貨物を外国用船で輸送するとき，あるいは逆に，自国貨物を全部自国船で

輸送するとき，等々を，このような記号を用いて表現することができよう。な

かんずく，もしその国に外国貿易があると仮定すると，事態は大幅に変化す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
る。最も一般的な場合における海運活動を表現すると次のごとくである。

　　　E，　＝＝　NEX＋　NCR　＋　NIM＋　HEX十　NFP

　　　M，　r一　HIM十　FPS

　　　XWsj一一〇　Wss”：HIM
　　　ゴ≒s

　　　F，＝一FPS十NPS

　　　X，　一　NEX十　NCR　十　HEX十　NIM十　NPS　十　NFP

　　　GNI），＝NEX十NCR十朋X十NI）S十NFP－FIM－HIM

　　　BOP，一NEX十NCR十HEX十NFP－FIM－HIM－FPS

　海運業の存在の効果という観点から見るとき，われわれはここに2つの重要

な問題を見出す。第1に，さきにわれわれがPIMを海運業の輸入として取

扱ったのは便宜的なものであった。もしそうするのならPEXもまた海運業

の輸出と見なければならなくなる。しかしPEXは自国海運業の存在による

結果では決してない。したがってわれわれはPEXをPIMとともに港湾業

における輸出入として別に扱い，後に改めて産業連関分析を通じてその効果を

検討することにしたい。

　第2の問題はFIMの取扱いに関するものである。通常の産業連関表では

FIM’＋　NIMは各商品のCIF輸入額の中に輸入運賃額として含まれている。

（4）下條哲司「わが国海運国際収支の計量：分析」神戸商船大学紀要，No．18，1972。
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このためFIMは二重計算を避けるために海運業の輸入からは控除され，そ

の代り1＞IMが海運業の輸出に加算されている。この結果海運業の活動は旅

客運賃を除いてすべてが海外セクターでしか扱われず，他の産業との関連は全

く表現されない結果になっている。

　このことは，いうまでもないことだが，商品の輸入額をCIFで表わしてい

ることに起因する。産業連関表のすべての値は生産者価格で表現されることに

なっている。これを徹底すれば輸入額もまた生産者価格すなわちFOBで表

現すべきであろう。もし輸入額をFOBで表現するならば，輸入貨物は積出

港を離れた途端，自国貨物となり，その運賃は自国船に積まれていても外国船

に積まれていても，すべて国内取引となり，外国船に支払われる運賃は改めて

海運用役の輸入額として計上される。これによって先の数字は次のように改訂

される。

　　　　E、＝NEX十NCR十HE．X十1VFP

　　　M，一FIM十HIM十FPS

　　　　XWsi＝FIM＋NIM　Wss＝HIM
　　　　ゴ≒3
　　　　F，＝＝FPS十NPS

X，には変更はない。一方GNP，とBOP、はこの定義によって輸入にかかる

運賃額FIM＋1WMだけ減少するが，これは海運の唯一の生産物である海運

用役の価額が海外セクターから内生セクターに移転することにほかならない。

Xtが変化しないのはこのためである。このことによって先ず何よりも重要な

改善は，海運用役という海運業の生産物の取引が，すべて海運業の行の上で表

現されるということである。

　産業連関表の輸入額をFOBで表現することにより，内生部門や最終需要

部門の数字に若干の変更が必要となる。それらすべての数字の中から，そこに

含まれている輸入運賃を控除して，これを海運業の行に加えなければならな

い。これは産業連関表：に輸入表が用意されていれば非常に簡単な作業にすぎな
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い。

　この変更はまず海運業の輸出輸入を国民所得統計における表現に改めてから

　　　　　　　　　　　（5）
開始するのが便利である。すなわちそれは

　　　　E，　一　NEX十　NCR　十　NFP十　HEX

　　　　M，　＝一　HIM十FPS一　NIM

のように，CIFで表現されたもとの表における海運業の輸出輸入の双方から

NIMを引くことによって得られる。

　まず各生産物ごとのCIF輸入額ルt‘に含まれる運賃fiの比率を次によっ

て計算する。

　　　　di，　一f，　IM，

産業連関表の付属表としての輸入表M，」が得られるならば，これにφ‘から

なる対角行列¢を左から掛けることによって

　　　　pi，・一eiiMi，　｛i：ii，　ill［IIIII　”．，　F　’’’’”a）

が得られる。ここでできるPiiは産業連関表の内生部門と国内最終需要部門

（F）とをつないだサイズの，輸入運賃額の矩形行列である。そこでこれをも

との産業連関表から引けば

　　　　（WiF）＊一（WlF）一（Pi，・）　・・・…　（2）

として新しい産業連関表が得られる。

　行列〔Pのの行和は各産業の海運用役購入額として海運業の行に加えられ

るべきものであり，またその列和は生産物ごとの輸入運賃額として輸入の列に

加えられる。輸入の列は負の表示が行なわれているから，その絶対値は小さく

なる。さらに輸入運賃額合計は海運業の輸入額に加えられる。すなわち

（5）関西運賃研究会「産業連関表と海運業」海事産業研究所，研究叢書74－32，

　1974，および下條哲司「産業連関表と海運業」海事産業研究所報，No．99，1974。
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　　　　M‘＊＝M，＋〔Pの1

　　　　〔W，iF，〕＊＝〔W，iF、〕＋1’〔Pの　　　　　　　　　　　　……（3）

　　　　M、＊＝＝M、＋1’〔Pの1

となる。ここに1はすべての要素が1である列べクト．ルである。こうして輸入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
をFOBで表現した新しい産業連関表が完成する。この変更によってXやγ

などは変らない。海運の輸出輸入額は

　　　　E，　“　：：：　NEX十　NCR　十　NFP十　HEX

　　　　M，“一fllM十FPS十FIM

となる。

　　　　　　　　　　　3新旧両産業間の技術シフト

　次の問題は，海事産業に対する資本や新技術の導入によって，その国の海事

産業を含む他の産業に生ずる発展の過程を表現することである。われわれは海

運業の存在によって生じる効果をより正確に表現するために，新しい産業連関

表を提案した。しかしその過程で，海運の存在が，船舶修理や燃料供給などを

含む港湾サービス産業に与える影響について考えることを延期した。

　海運業の存在，すなわち自国商船隊の活動によって，外国の港湾サービスの

（6）式（1×2）（3）の手続きを1つの行列で表示することができる。すなわち

　　　　（VVIF）＊一（VVlF）＋（e）　（MwIMF）

　　　ここにdiは次のような正方行列である。

　　　　　　　m一＝　r－ipi

　　　　　　　　　　　一¢2　O
　　　　　　　　　　　　　一　ip3
　　　　　　　　　　　0　　　Nx

　　　　　　　　　φ1φ2φ3一一〇一・・φn　←海運の行
　　　　　　　　　　　　　　　　XN
　　　　　　　　　　　O　一”n
　　　なお輸入表が得られない場合については関西運賃研究会前掲書pp．46～48を

　　参照。
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輸入は増加するが，その一方で外国海運業の利用は，自国港湾サービスの輸出

を増加させることになる。自国商船隊の増強により外国貿易が増進されれば，

それとともに港湾サービスのみならず内陸運輸への需要も増加する。

　われわれの新しい産業連関表では，新しく確立される海事産業と，従来から

あるその他の産業との間の関係を表現することができるであろうか。自国海運

への投資，およびそれに伴なう発展の効果が，従来の産業連関表よりも新しい

それによってより適確に表現されることは明らかである。しかしその産業連関

表が作成される時に，十分近代的な外航海運業がその国に存在しなかったなら

ば，将来生じるであろう新しい海運業の発展の効果を表現するには，その表の

海運の列は十分有効なものではない。なぜならばその列は古い海運業における

要素需要の状態を表現しているにすぎないからである。

　この種の問題はその他の産業についても同様にいえることである。ある産業

に対するあらゆる投資は，とくにその国の発展段階においては，その産業の近

代化のためになされるといってよい。その国の発展過程をシミュレートするた

めには，全く新しい産業が育成されるのだと考えることが便利であろう。それ

ゆえわれわれは，1つの産業に対して2つの行と2つの列を用意することにし

たい。その1つは現在の産業を，他は将来確立される新しい産業の状態を表わ

すものとする。現存する産業についての行や列は現在の産業連関表をそのまま

利用できる。一方，将来の産業についてもそれほど困難はないであろう。政策

立案者にとって理想的な形の産業を想定するだけで十分である。先進国の同種

産業についての投入係数行列はそのような目的のために有用な情報を提供する

であろう。

　新しい仮想的な産業の行と列とをつけ加えた新しい拡張投入係数行列を，わ

れわれはシミュレーションの全過程を通じて固定的な基本行列として使用する

こととする。それはそのままでは整合的なものではないので，Σ肌5，Σ］W，j，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　の
およびX，の3つのベクトルが推定されるたびに，これらを用いたRAS法
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を基本行列に適用しなければならないであろう。出発時点におけるRAS法適

用の結果は，新産業の生産額がゼロであるため，もとのものと大きい遣いはな

いであろう。しかしシミュレーションの進行とともに，新産業の生産額が増加

してゆくにしたがって，その産業の有効な投入係数は理想的なそれに近づいて

ゆくであろう。

　産業連関表それ自身は，そこに含まれる産業相互間の静態的な関係を表現す

るものにすぎない。そしてそこでの各産業の生産額は，それぞれの生産物に対

する外生的な需要によってのみ定義される。どこまでを外生的な需要と見，ど

こまでを生産額に比例する内生的な需要と見るかは分析目的に応じてある程度

任意である。需要の一部，特に家計消費や政府消費，あるいは投資の一部で

さえも，往々国民所得によって説明される。われわれはモデルの簡略化のため

に，消費の全部と投資の定常的な部分とが国民所得yによって説明されるもの

と仮定しよう。そうすると

　　　　　y＝x　v，
　　　　　　　i
として

　　　　　E＝d，Y

と表わせる。ここにd，は生産物ごとの消費性向に類するものと考えられる。

付加価値係数は通常

　　　　　vi　一一　Vj／X」

であるから，国内最終需要は大略

　　　　　F，　＝　d，vJXj

と表わせるであろう。

　この仮定はわれわれのモデルを簡単なものにする。すなわち主として計画的

な投資に起因する外生的な最終需要がなければ

　　　　　X＝AX十dvX＋E－M
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　　　　　（7）
と表わされる。この式は出発時点における生産物ごとの国際収支と生産との間

の関係を表現している。ある生産物の国際収支はプラスであり，他のそれはマ

イナスである。そこでE－Mを統合してBという1つのベクトルとするのが

便利であろう。もしわれわれの基本行列にもう1つの行Viと，もう1つの列

d，とを追加して，拡張された基本行列Aを設定するならば，われわれはもは

や

　　　　　X－AX十B

　　　　　X一＝A，X

という非常に簡単な体系を考えれば足りることになる。いうまでもなくここで

XおよびBは同様に拡大されたベクトルである。

　かくしてある産業構造Aが仮定されるならば，XとBとの関係は

　　　　　（1－A）X＝BあるいはX一（1－A）一iB

と表わされる。Aを一定とした上で，ある外生的な需要Dが生じたとすると，

その関係は

　　　　　X＋　AX　＝＝　（1－A）一i（B十D）

となる。

　外生的な需要Dは主として，いくらかの産業に対する投資計画∠Kによっ

て発生する。投資計画AKは一定の懐妊期間を経て，それぞれの産業におけ

る生産能力Kを増大させる。生産能力Kはまた新しい生産限度額Xを決定す

る。生産能力Kと生産限度額Xとの間には技術的な関係が考えられ，各期の生

産額はそれぞれの期における生産限度額Xによって制約を受ける。

　出発期においてわれわれはXがXによって制約され，XとXとの差は輸出入

額Bによって相殺されたと考えてもよいであろう。結局われわれは初期値とし

てX＝X＋Bという関係を仮定したことになる。：不足（B，＜0）をもったあ

　（7）荒憲治郎「レオンチェフ体系における消費・投資および経済成長」季刊理論経

　　済学，第6巻1～2号，1955。
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る生産物は輸入され，過剰（B‘＞0）をもったその他の生産物は輸出されたと

見る。

　投資計画AKと投資にもとつく外生的需要Dとの関係は，産業ブに対する

投資1単位に対して投資財iに向う需要の比率一投資財需要係数行列瓦」に

よって定義される。投資計画∠Kは一方において将来の生産増を誘発し，他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
方で現在の外生的需要Dを通じて現在の国際収支に変更をもたらす。したがっ

て将来における最適のXを実現するための∠Kの配分を制御することは，現

在の国際収支Bの健全性を保った上でなされねばならない。

　上で見た生産能力は資本財ばかりではなく，労働力や天然資源をも含めたも

のである。いずれにせよそれらはすべてその国の生産額を制約する。資：本スト

ックと同様に天然資源や熟練ないし高等な労働力の存在量も，われわれのモデ

ルの中でそれぞれの産業の生産額に対する制約として設定される。その存在量

は資本の場合と同じように，開拓や教育のような活動によって増加しうると：考

えられる。われわれのいう投資とはこのような活動をも含んだものである。

　新しい産業の生産額は，それに対する集中的な投資によってその制約が緩め

られるにしたがって，次第に増加するであろう。産業間の内生的な取引やわれ

われがモデルの中で許容している内生的かつ定常的な投資によって，その他の

産業の生産額も同様に増大するであろう。これらの生産額の増加は，早晩その

国の外国貿易構造を変化させ，国際収支をも変化させることになる。

　対外貿易のみならず，国内取引量の変化は外航海運，内陸運輸，あるいは港

湾サービスなど，われわれのいう海事産業への需要に影響する。そしてそれは

再びこれらの産業に対する新しい投資需要を誘発するであろう。仮想的かつ理

（8）X＝AX＋Bが出発期のXによって生じたものとすれば，　DはX＋AX　＝＝

　　（1－A）一1（B＋D）の生産を必要とし，AXはもはや生産限度額の制約によって

　　一∠Bとならざるを得ない。したがって一・riB・＝＝（1－A）一’1Dという関係が見出

　　される。
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　　　　　　　　　　　　　　　発展途上国における海事産業振興の経済効果（下條）

想的な新産業と，その国にすでに存在していた古い産業とが並存するような産

業構造を初期条件として仮定して，海事産業に対する投資がその国の経済発展

を実現してゆく過程を追跡してゆこうとするのが，われわれのモデルの主目的

である。

　　　　　　　　　　4経済技術動態モデルの概要

　ある国の発展過程をシミュレートするためには，まずその国の現在の経済状

態と自然的社会的資源における潜在力を定義しておくことが必要である。産業

連関表はその国の産業構造の現状を表現することはできるが，将来のものは表

現できない。そしてまた産業連関表はそれら潜在力とそれに制約される各産業

の生産額との関係を記述することもできない。

　われわれは新しい産業連関表を提案した。それは政策立案者の目的に応じ

て，新しい追加的な産業の行および列を導入することによって，現在および将

来の産業構造を表現しようとするものである。われわれ自身の目的が海事産業

に対する投資の効果を評価することであるので，海事産業についての若干の理

想的な行および列が産業連関表に導入された。海事産業とは海運業への投資に

よって一次的な影響をうけると考えられる産業である。

　国民経済に対する海運業の貢献を評価するために，産業連関表に対するもう

1つの修正が提案された。それはCIFで表わされた輸入列に代って，　FOB

で表わされた輸入列を置き替え，これに歪なって輸入品のために支払われた運

賃額を各取引額から控除し，これを海運業の行に集計するという操作を加える

というものである。この変更は自国船および外国船によって輸送された輸入貨

物にかかわる海運用役の取引を，内生部門の取引として計上することを意味す

る。

　しかしながらすべての経済発展過程が産業連関表だけで説明されるわけでは

ない。投資はある産業に対して集中的に意図された資本の増加である。資本の
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増加は生産能力を高め，増加した生産能力は十分な需要がある限りその生産額

を増加させる。あるいは逆に，ある産業における資本ストックは需要が多すぎ

るときは生産に対して制約となって作用する。いずれにしてもわれわれは，あ

る産業の生産能力が国内需要より大きいとき，その生産物は輸出され，それが

国内需要より小さいとき，それは輸入されると仮定する。したがって投資政策

は輸出を増加し，輸入を少くする方向に進められる。

　その国に存在する資本やその他の資源を勘案してすべての産業について生産

能力が定義されねばならない。発展過程を通じて，生産能力は，海事産業につ

いては集中的な投資によって，その他の産業についてはわれわれがモデルで許

容した内生的な投資によって，増加する。これらの投資に必要な投資財に対す

る需要は資本の懐妊期間中の追加的な需要となる。このような効果を表現する

ためには，多くの仮定が必要になる。例えばある産業の投資にはどのような投

資財が必要となるか，ある生産物への需要が増加することによってどのくらい

の内生的な投資がなされねばならないか，その生産物に対する資本の懐妊期間

はどれだけか，等々である。

　このことに加えて，その集中的な投資が生産能力をどのように変え，それに

よって次の期間にはどれだけの生産が可能になるかを推定することは，もう少

し厄介な問題となる。われわれの基本投入係数行列に対してRAS法を適用す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
るためには，少くともΣVVi，とX，とを与えねばならない。われわれの体
　　　　　　　　　　j
系ではΣコ「Vij＋B‘；X‘として均衡しなければならないから，これはBtと
　　　　ゴ

Xlとを推定することと同じことになる。しかし以上で述べてきたようなモデ

ルでは，B‘とX、との整合的な関係を保つ上で必要な経済システムが提供さ

れているだけで，これらの値を推定する機能はもっていない。したがってこう

した機能をもったモデル部分の援護が必要になる。このモデル部分は上で見た

　（9）付加価値行を基本行列に含ませたため，X　W、i・　X」となっていることに注意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　されたい。

　82



　　　　　　　　　　　　　　　発展途上国における海事産業振興の経済効果．（下條）

ようにかなり技術的な内容のものであり，われわれはこれを技術サブモデルと

呼ぶことにする。

　技術サブモデルは，他方にある経済サブモデルから，当期における産業別の

生産額および輸出入額を与えられ，それが外航海運，内陸運輸，および港湾産

業に対するどれだけの需要量となるかを計算する。それら海事産業が現在の生

産能力で供給しうる量，政策目標として近い将来供給可能にするべき量，など

を勘案して，それぞれの産業に投資するべき額が決定される。もしこの投資計

画が完全に実施された場合，一定の資本の懐妊期間後に，それら産業が生産し

うる量は容易に計算されるであろう。そしてその時点で外国の同種産業に依存

すべき量もまた知られるはずであるから，海事産業に関する限り，国内生産

量，輸出入量を与えることは可能である。

　海事産業に投資された資本の懐妊期間中に，それが他の産業に対してどの程

度の需要を生み出し，それがさらにそれら産業での内生的な投資をうながす

か，などは経済サブモデルの担当する部分である。この期間中にも経済システ

ムは若干の変化を見るであろうが，われわれのシミュレーションにおいては海

事産業以外の産業について，その期間に生じた産業別の需要や生産額の増加が

計算されねばならない。そしてこれと海事産業の新しい生産額とからRAS法

によちて新しい投入係数行列を計算し，新しい経済システムの下での産業別生

産額や輸出入額が計算される。これがわれわれのモデルシミュレーションの1

循環である。

　技術サブモデルの中では，上から明らかなように，資本の懐妊期間中におけ

る全生産額や輸出入額を勘案した上で，最適の投資計画を決定しなければなら

ない。最適の計画はしかし，実現可能な幾通りもの計画の中から選択されねば

ならない。そこでわれわれのシミュレーションモデルでは，技術サブモデルと

経済サブモデルとの問に，判定のための手続きが準備される。そこでは実現可

能な計画を与えるための基準を提供すると同時に，最終的な判定のために必要
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な情報を蓄積する。すなわち次のような形をもっている。
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　われわれのモデルの最終の目的は海運業への投資が，海事産業への投資の動

機となり，これらが他の産業の活動を戟激した結果，その国の産業構造および

国際収支にどのような効果を与えるかを見ることにある。海運業への需要は国

内船のみならず外国船によっても満たされるので，ここで何らかの意図的な投

資が行なわれるためには，海運業への需要のうちのどの割合を自国船でまかな

うべきかという目標を設定しておく必要がある。これは一般的にいえば各生産

物について国産依存度をどの程度にするかという目標にひとしい。各生産物ご

との国産品依存度の目標をπ、とする。

　海運業におけるπ、はいうまでもなく積取比率目標である。その国の輸出入

量のうちどれだけを自国船で輸送すべきかは，政策立案者の判断にまかされる

べきものであるが，それをどう設定するかによって，海事産業のみならず他の

産業の受ける影響の強さ，国際収支均衡の時期などに相違を生じることになる

であろう。たとえば輸出入運賃収支だけを均衡させようとすれば，輸出入の自

国船飾比率は・／（　QEX・REX1十　　QIM・RIM）・計算・れるし・運飾支に加えて港湾

収支をも均衡・せ・う・すれば・・／（　RPM（QEX十QIM）一REX・QEX1十　RPX（QEX十QIM）一RIM．QIM）

　ec



　　　　　　　　　　　　　　　発展途上国における海事産業振興の経済効果（下條）

　　　　　　　（10）
とせねばならない。ここで用いられた記号の意味は次のごとくである。

　QEX：輸出総量

　QIM：輸入総：量

　REX：輸出貨物のトン当り平均運賃率

　RIM：輸入貨物のトン当り平均運賃率

　RPM：外国港湾における貨物トン当り平均港湾費用

　RPX：国内港湾における貨物トン当り平均港湾費用

　その他の海事産業についても同様な目標が設定せられるべきであろう。ただ

し港湾サービスの国産化比率は積年比率のようにコントロールすることはでき

ない。一方船舶修理や燃料供給業でのそれは需要がかなり弾力的であるのでも

っと低くなるかも知れない。

　技術サブシステムは経済サブシステムから与えられた現在の生産額Xと輸出

入ge　E，　Mを用い，判定ボックスから提供された7Vi。mを実現するために

必要な投資計画∠Kノ．．mを出力する。ここにノ一一は海事産業のそれを意味

する。この投資計画に投資財需要係数行列1＞iiを掛けることによって，産業

別の投資財需要量1f物が得られる。海事産業の生産物は投資財ではない。　し

のうちある政策的な割合πi＃mが国産への需要1、となり，他は輸入の増分

dM’となる。一方将来時点において「iK，によって高められた海事産業の生

産能力から将来の輪出増∠Eノが期待される。判定ボックスはこれらの結果を

集計して，仮説的なπの幾つかの組について感度分析を行なうことになる。

　　　　　　　　　　　　　5　あ　と　が　き

　：本稿において記述されたシミュレーションモデルは，重大な前提の上に立っ

ている。それは問題の発展途上国について，ここでいう海事産業を峻別できる

　（10）この証明はここでは省略する。下條哲司「わが国海運国際収支の計量的分析」

　　　（前掲）を参照せよ。
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ほど詳細な産業連関表が得られるという前提である。これは多くの発展途上国

にとっては非常に困難な条件といえるであろう。事実われbれ自身，産業連関

表はいわずもがな，ごくありきたりのデータの獲得にさえ惨々な苦労を強いら

れてきた。

　しかしながらわれわれは，データの入手が困難であるという理由で，われわ

れのシミュレーションモデルに盛るべき理論構想を廃棄することはできなかっ

た。産業連関表の基本構想は一定の技術的条件の下での，生産物ごとの需要供

給の均衡関係を表現するものである。入手しうる断片的なデータを連結して，

これに替りうるモデルを作りあげることがわれわれの主要な仕事であった。本

稿の記述においてマトリックスやベクトルとして表現されている変量の多く

は，断片的な情報から捻出した概念にすぎない場合もある。しかしそれらの間

の関連はわれわれの記述と等価な連鎖として保たれている。

　本稿では詳細な記述を省略したが，技術サブシステムといわれる部分に，わ

れわれのシミュレーションモデルの本来の特徴がある。その国の輸出入貨物の

品目別方留別の構成をもとにして，海運用役に対する需要量が把握され，その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
需要に応えるための船種別，船型別の最適船隊構成が導びかれる。港湾サービ

ス部門についてもこれと同様に，係船施設や荷役設備，船舶修理施設などの最

適配置にまでわれわれの関心は及んでいる。船舶建造施設については，当初の

モデルには盛り込まれていたけれども，それが投資財産業の1つとして扱われ

る方がわれわれのモデルにとっては適当であるとの理由で，現在のモデルでは

海事産業には含められていない。

　産業連関表が利用できないことが，われわれのモデル構築にとって却って幸

（11）　K．　Taguchi，　T．　Shimojo　and　Y．　Murotsu，　“A　method　of　forecasting

　for　shipbuilding，”　Production　and　lndustrial　Systems：　Fourth　lnternational

　Conference　on　Produetion　Research　held　at　22t・w30　August　1977，　Tokyo，

　Japan．
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いした一面もある。われわれが対象とする海事産業はすべて輸送，荷役，修理

などのサービスを提供する産業であり，産業連関表はこうしたサービスの取引

関係には非常に不便な側面をもっているからである。もちろんこれらの点は先

進国の産業連関表では商業マージン表や輸送サービス表などによって補充され

てはいる。われわれのFOβ輸入額の導入もまたこの方向への改良であるとい

えよう。

　投入係数行列に仮想的な産業のそれをつけ加えようとする試みも，われわれ

の産業連関システムが，マトリッグスやベクトル相互間の演算で組み立てられ

たものではなかったために生じた発想であるともいえる。RAS法を用いれば

このような基本投入係数行列から，整合的な投入係数行列が得られるというの

も，理論的に推論されるだけの結論であるにすぎない。これらの諸点の実証は

さらに今後の研究に期待せざるを得ない。
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19世紀のアメリカ合衆国における

鉄道会社規制と会計情報公開

山　地　秀　俊

1　問題提起

1　イリノイ型鉄道会社規制一特に農民運動との関連で

　ll　一1）　開　題

　亙一2）　中西部諸州の状況

　亙一3）　イリノイ型鉄道会社規制の検討

M　マサチューセッツ型鉄道会社規制　　会計情報公開の発現

　R－1）　開　題

　亙一2）　マサチューセッツ州の状況

　H－3）　マサチューセッツ型鉄道会社規制の検討

ISi結　　語

　　　　　　　　　　　　　1　問　題　提　起

　奉稿の目的は，現代外部報告会計の社会的成立基盤を探る作業の一環とし

て，主として，19世紀半ばから後半にかけて，アメリカの諸州で発生した鉄道

会社規制問題と鉄道会社の外部報告会計との関連性を検討することにある。具

体的には，各州が採った鉄道会社規制の内容に従って，二つの異なった州規制

のタイプを識別し，一方のタイプには，会計情報公開が利用されたのに対し

て，他方のそれには，直接的業務規制が利用され会計情報公開が利用されなか

ったことを指摘する。さらには，そのような相遣がみられる原因を，主として

経済・社会構造上の差異という観点からできうる限り明確にしたいと考えてい

る。以下本節では，次節以降での分析のためのいくつかの前提・課題を，より
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詳細に記述しておこう。

　しかしそれにしても，従来の会計学の常識からみて外部報告会計現象とは一

見直接的関連が認められない経済・社会構造を中心視点に据えて分析を進めよ

うとする以上は，まず最初に，その意図について触れる必要があろう。

　伝統的には，企業が外部に会計情報を公開することについては，その主たる

動機は，二つの仮説から説明されてきたと思われる。一つは，投資家としての

株主に対して情報を提供することによって，自社の証券を有利に売却し資金調

達を容易にしょうとする動機であり，いま一つは，資本の拠出者としての株主

に対して，受託者としての経営者が，自己の受託責任を解除する目的から経営

成果を報告するという動機が説明されてきたのである。この二つの動機は，現

代外部報告会計現象を説明する際にも，必ず理論的仮説の中心になっていると

いえよう。だが，歴史的にみた場合，20世紀への転換期頃には，外部報告会計

は，専ら独占問題との関連で社：会的に問題化される側面があった。また今日で

は，さらに，外部報告会計が関与する問題領域が拡大する傾向にある。例え
　　　　　　　　　　（1）
ば，労働組合と企業との，あるいは消費者と企業との団体交渉の場においても

問題化される傾向を有している。このような極めて全体経済志向の強い外部報

告会計問題に対しては，上記の二つの動機一あるいはそれらを基礎にもつ二

つの外部報告会計論一は，勿論その修正・拡大をせまられてきた。すなわ

ち，投資意思決定志向型外部報告会計論は，情報理論・コミュニケーション論

と結合することによる意思決定概念の一般化によって，会計責任志向型外部報

告会計論は会計責任（accountability）概念の拡大によって，全体社会志向的

外部報告会計問題に対処しようとしてきたのである。しかし，そのような拡

大・一般化には，論理的・歴史的にみて若干不満が残るという点に関しては，

（1）安枝英諦，「イギリスにおける団体交渉のための情報公開制度」（上）（下），

　　「日本労働協会雑誌」，No．256（1980年7月），　No．258（1980年9月）。

90



　　　　　　　　　19世紀のアメリカ合衆国における鉄道会社規制と会計情報公開（山地）

　　　　　　　　　　　（2）
すでに別稿で触れておいた。さらにいうならば，上記の二つの仮説はいずれ

も，最も単純な形では，一人の企業経営者と数人の株主（あるいは投資家）か

ら成る小さな社会においても成立する議論である。したがって，これら二つの

仮説には，現代社会における外部報告会計は，そのような小規模社会で成立す

　　　　　　　　の　　　　　　　　
るプロトタイプが量的に拡大したにすぎないとする見方が潜んでいる。そのよ

うな方法論的個人主義の視角は，意思決定や会計責任の各概念を拡大・一般化

しても拭い去ることはできない。それに対して我々は，そのようなプロトタイ

プが会計の歴．史上で認められ，その特徴が現代外部報告会計にも残存している

という事実を否定するものではない。また技術的類似性・共通性が歴史上のプ

ロトタイプと現代外部報告会計との間に存在していることを否定するもので

もない。ただ現代外部報告会計の成立基盤は，そのようなプロトタイプの成立

　　　　　　　　　　　　　　　　　
基盤とは，本来，質的に異なっているという仮定に立脚しているのである。

　それでは我々自身は，この問題に対してより具体的にはどのように対応しよ

うとしているのか。現代の企業社会にからまって発生する種々の現象，すなわ

ち証券投資意思決定，経営者の種々の責任の履行，反独占運動，団体交渉，利

益分配等々の種々の現象（側面）において，何故に外部報告会計（会計情報公

開）が有用性をもちうるのかという形で，我々は問題を再設定しようとしてい

る。この問題設定は裏を返せば，例えば，アメリカにおいては，これら諸側面で

の問題解決に，何故に国家権力の直接的・強制的介入が強固にかつ継続的には

行われなかったかという問題設定に通ずるかもしれない。このように問う時，

我々は，これら諸問題の解決に，情報公開が有用になりうる社会構造が成立し

ていたにちがいないとの一応の暫定的仮設を設定できるのである。このような

社会構造の解明こそが，現代外部報告会計の社会的成立基盤の解明につながる

と考えられる。しかしこうした接近視角は，方法論的個人主義からは採用され

　（2）拙稿，「外部報告会計論の諸型とその問題点」，「経済経営研究年報」．第30号

　　（1），（昭和55年）を参照。
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えないであろう。

　以上のような意図の下に，この仮説の内容として我々は現代外部報告会計の

生成と大衆民主主義社会の出現との関連性について検討を進める必要性がある

　　　　　　　　　　（3）
ことを華甲でも指摘した。そしてそのような関連性が，具体的事例の中におい
　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　

て，萌芽的にせよアメリカで認められるようになるのは，19世紀半ばから後半

にかけての時代であると思われる。この理由から我々は，専ら19世紀半ばから

後半にかけてのアメリカ経済社会を分析する必要を痛感するのである。特に，

政府や大衆に対して会計情報公開を遂行し始める巨大株式会社と大衆民主主義

社会という関係の中で取り扱いうる素材としては，当該時代においてはほとん

ど唯一の巨大会社といえる鉄道会社の事例が，一つの典型を成していると＝考え

られる。わけても大衆社会において，鉄道会社を取り巻く利害関係者層の構

造，州政府の行動，そして鉄道会社の外部報告会計がどのように関連し合って

いるかが極めて重要となってくる。そこで次に分析対象について，もう少し詳

しく触れておこう。

　1830年代にアメリカに登場した鉄道は，その後の19世紀のアメリカ資本主義

経済発展の中核として，大きな役割を果たしたことは否定しがたい事実であ

る。例えば，鉄道会社の発行する証券（株式・社債）がアメリカにおける証券

市場を確立せしめたのであり，また通信・交通システムも鉄道を中心に発展を

遂げたのである。さらには，鉄鋼産業についても，鉄道産業が用いる鉄の需要

がなければ，その発展は少なくとも違ったものになっていたであろう。そし

て，我々が本稿第五節で主として対象とする農業とてもこの傾向の例外たりえ

ないのである。アメリカの中西部寄州で生産される小麦は，ヨーロッパ向けの

輸出穀物商品としての性格を有しているが，内陸部で生産された小麦を大量か

（3）　Cf．　Hidetoshi　Yamaji，　“The　Function　of　Corporate　Financial　Reporting

　　in　a　Mass　Democratic　Society，”　Kobe　Economic　＆　Bust’ness　Review，　27th

　　Annual　Report，　（forthcoming）．
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つ迅速に太西洋岸に集め，ヨーmッパへ輸出することを可能にしたのは鉄道で

ある。別の見方をすれば，鉄道が西部に向かって発展してゆく過程と，農業の

フロンティアが西進して，中西部が，漸次，アメリカ国内はいうに及ばず，ヨ

ーロッパの穀倉地帯として確立してゆく過程とは，同一現象の表裏であるとい

えよう。

　以上のような利害関係状況の中で，アメリカの鉄道会社は，自らの資本蓄積

のために種々の経営政策を実施した。他方，農民，商人，あるいは中小規模の

生産者は，そのような鉄道会社の経営政策によって，大きくその生活基盤を左

右されるようになった。そこに種々の意味をもちつつ鉄道会社規制の必要性が

生じてくるのである。またこの経済史的流れの中の一環として，鉄道会社の外

部報告会計（会計情報公開）が問題になるとみることができる。特に，初期に

は，それがある特定の州においてのみ問題化する傾向がある。そこでまず第皿

節においては，鉄道会社規制が出現したにもかかわらず，鉄道会社の外部報告

会計が問題化しなかった州について，特にイリノイ州を始めとする中西部諸州

を例に採って分析する。第盈節では逆に，それが問題化した州について，特に

マサチューセッツ州を例に採って分析する。最後に結論として，二つの分析結

果としての両州の社会構造上の差異を，現代外部報告会計の社会的成立基盤の

視角から評価してみたい。

　　　　皿　イリノイ型鉄道会社規制一特に農民運動との関連で一

　1－t）　開　題

　前節でも述べたように，19世紀のアメリカ合衆国を，ヨーロッパを中心とし

た世界経済構造の視点からみる時，まずヨーロッパの穀倉地帯としての性格を

　　　　　　　　　　　　　（4）
有していたことは否定できない。19世紀のアメリカは未だ農業国としての性格

　（4）本項における論述は，以下の文献を参照した。A．　Fishlow，　American　Rail－

　　roads　and　the　Transformation　of　the　Ante－Bellum　Economy，　Harvard／
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が大であった。それゆえ，アメリカ農業がそうした意義をもって世界経済の中

に組み込まれるためには，その物理的前提条件として，余剰穀物を広いアメリ

カ大陸から東海岸の積出港に収集し，その上でヨーロッパに輸出するという運

輸体系が整備される必要があった。つまりアメリカにおける輸送・交通機関の

発展を刺激する一つの大きな要因に，内陸部で生産された穀物を東海岸の積出

港まで運搬するという要請が存在していたことを指摘できよう。

　まず，この要請に従って最初に登場してきたのは，河川運行の蒸汽船であ

り，そのために例えば，五大湖と各河川間あるいは各所川間相互を結ぶ運河の

建設が盛んになったのである。代表的な運河としては，1825年にエリー運河

（the　Erie　Canal）が完成をみている。この運河の完成は，中西部と東部を結

ぶ大動脈の完成であったと考えられる。他方，南部は，ミシシッピ河を利用し

た河川交通が盛んであり，ニューオリンズはその中心として繁栄した時期があ

る。

　しかしやがて穀物輸送機能の中心的担い手は，河川や湖を利用した蒸汽船か

ら鉄道へと移行する。当初は，河川輸送の補助手段として，例えば，冬になる

と凍結する五大湖の湖上輸送を補助するために鉄道が利用されたのである。と

ころが，その迅速さにおいて船にまさる鉄道は，しだいに水運に代わって穀物

の集散を行う中心的手段となった。それは取りも直さず，アメリカの農業と鉄

道が密着してゆく第一歩に他ならない。

　アメリカ農業との関連でみる時，巨視的には以上のようにして確立されてき

た鉄道の機能ではあるが，少なくとも鉄道発生当初は，eg　1節でもみるよう

XNUniversity　Press，　Massachusetts，　1965．　P．　H．　Cootner，　“The　Role　of　the

　Railroads　in　United　States　Economic　Growth，”　The　lournal　of　Economic

History，　Vol．一23，　No．4，（December，1963）．鈴木圭介・中西弘次，「アメリ

　カ資本主義の発展と鉄道業（一）（二）（三）　　南北戦争以前の時期を中心に一」，

　「社会科学研究」，第22巻第4号（昭和46年3月），第22巻第5・6合併号（昭和

　46年3月），第23巻第2号（昭和46年11月）。
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に，農民の資金によって建設されたのではなく，東部の資本家・商人の資金に

よってであった。つまり初期には，運河等の主要大量輸送手段と東部の自都市

とを結合して，中西部との連結を強化することにより利益を得ようとした東部

商人の資本によって鉄道が建設されたのである。ただし19世紀後半になると，

中西部における鉄道建設には，農民の直接・間接的援助が重要な役割を果たす

ようになる。中西部三州において，鉄道は，東部への穀物輸送と東部からの工

業製品輸送という二重の機能を遂行していたのである。したがって鉄道の中西

部への拡大過程とは，取りも直さず資本主義的商品経済が，漸次，フロンティ

アに散在するアメリカ農民間へ浸透していった過程なのである。

　このようにみてくると，農民にとって鉄道は彼らの生活基盤になくてはなら

ないものであったことがわかる。ところが，この鉄道会社と農民の関係は，必

ずしも協調的ではなかった。というよりもそれは，個別事例でみた場合，対抗

の歴史としての性格の方がより顕著であったとさえいえる。鉄道会社の側で

は，鉄道会社相互間の資本主義的競争の圧力が作用し，その中で資本蓄積を遂

行することが第一次的目的となる。そのためには，未組織の力しかもたないよ

り弱者，つまり農民あるいは中小の生産者に対して種々の圧力を加える経営政

策が必然的に採用された。このような鉄道会社の動向に対して，当初未組織状

態であった農民が，19世紀後半に至って，しだいに広範囲にわたって組織化し

つつ，対抗手段を講じるための運動を展開するようになるのである。そこで，

以下本節においては，主として中西部諸州の農民の状況を中心視点に据えつ

つ，その当時の鉄道産業の状況さらには社会状況を検討してみることとする。

そうすることによって，19世紀後半の中西部諸州での鉄道会社・州政府・一般

大衆（農民）の間に生じた社会的変化が見出されよう。そしてそれは，第夏節

でみるであろう現代外部報告会計の萌芽的形態を生み出す素地との比較に，資

することになろう。
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　正一2）　中西部諸州の状況

　19世紀後半において，アメリカの農民が組織化の道を辿らざるをえない要因

の一つは，前項で述べたように，対鉄道会社対策にあったといえよう。しかし

本項では，その当時の農民が置かれていた状況についてより詳細に知るという

意味からも，もう少し具体的に，農民の生活状態を，特に農民が生活の中でど

のような不満をもっていたかという点に着目しつつみていくことにしよう。そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
れには19世紀末に書かれたべーミス（E．W．　Bemis）の論文が参＝考になる。以

下，彼の列挙する農民の不満要因を，他の資料も参照しながら我々の視点から

再整理してみよう。

　第一一には，19世紀後半における農産物価格の低さに対する不満があげられ

る。これには二つの側面がある。一つは，季節変動による穀物価格の下落が農

民に不利に作用しているという側面，いま一つは，長期的に穀物価格が低下傾

向を示しているという側面である。この二つの側面に関して若干の資料を示し
　　　　　　　（6）
ておく。第1表は，春小麦の季節変動を示したものである。資料がカバーして

いる年代に若干問題があるものの，おおよその傾向はみてとることができよ
　　　　　（7）
う。第1図は，穀物価格さらには農産物価格の長期的低下傾向を示す資料であ

る（A，B，　C，線のみ）。

　第1表について。この数値から判断する限りは，一般にいわれている農民の

不満とは異なり，かなりの程度，穀物価格は季節的に安定しているといえよ

う。同様のことは，同時期のトウモロコシ，オート麦等についてもいえるので

ある。この事実から判断して，ベーミスは，農民の：不満にはさしたる根拠がな

かったとしている。いわく，「（上述の）数値は，我々がその時期に最も価格低

　（5）　E．W．　Bemis，　“The　Discontent　of　the　Farmer，”　The　Journal　of　Political

　　Econemy，　Vol．一1，　（March，　1893），

　（6）　lbid．，　p．　202．

　（7）　T．B．　Veblen，　“Price　of　Wheat　Since　1867，”　The　Journal　of　Political

　　Ecenomy，　Vol．一1，（December，1892）より引用。
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第1衷　春小麦の月次平均価格の変動

　　　No．2　SpRING　WHEAT

1885　1　1886　1　1887　1　1888　i　1889　1　1890　1　1891　1　1892

January　．．．．

February　．

March．．．．．．．．

April　．．．．．．．

May　．．．．．．．

June　．．．．．．．

July．．．．．．．．．．．

August　，．．．．

September．．．

October　．．．．．．

November　．．．

76．6

77，6

75．9

81．4

89．8

86．4

88．1

84．6

80．

87．3

87．8

December．．．1　84．2

81．7

80．8

80．8

75．9

89．8

86．4

88．1

85．1

79．8

87．2

87．9

79．4

75．1

73．6

80．3

84．1

81．1

69．7

68．4

68．5

70．2

73．2

84．1　1　76．6

78．

75．7

74．4

76．1

84．9

83．4

80．5

84．4

95．3

108．

116．4

106．1

99．8

100．1

96．8

92．9

82．1

78．8

79．6

77．6

77．3

81．9

79．7

78．1

77．

75．1

78．3

82．9

92．8

89．

86．7

96．4

100．2

98．4

95．4

91．9

90．6

94．8

97．6

105．1

106．8

98．5

90．6

97．1

96．8

95．6

93．8

90．9

87．3

88．

84．1

81．3

82．9

84．9

78．3

77．

73．6

71．9

71．6

71．3

下があると考えていた収穫期に，実は，価格低下がなかったことのみならず，

いくつかの穀物についてすべての月次価格が驚くほど安定していることを示し
　　（8）
ている」と。したがって，収穫期に投機的要因によって価格が低下し穀物を安

く買いたたかれたとする農民の不満は証明されえないとするのである。

　次にag　1図について。この図からは明らかに農産物価格の長期的低下傾向を

読み取ることが可能である。しかしベーミスは，この農産物価格の一般的・一

期的な低下傾向に起因する農民の不満に関しても，それほど同情的であるとは

いえない。何故ならば，彼は，農産物価格の低下傾向と並行して，鉄・ウー

ル，板金，皮等の工業製品や非農産物の価格が同様に低下したことを指摘する

ことによって，農民の置かれていた相対的価格状況が，それほど変化していな

かったとするのである。第1図D線はこのことを示している。

　このようにみてくると，農民の相対的・絶対的所得水準に最も大きな影響力

を与える農産物価格の変動は，必ずしも農民に不利であったとはいえないこと

（8）E．W．　Bemis，　op。　cit．，　P．204，括弧内は筆者。
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8
第1図 農産物及び非農産物価格（亜麻仁は除く）の変動
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になる。それでは，一般にいわれている農民の不満は，少なくとも部分的には

幻想であったのだろうか。これに対して，ベーミスの資料に対抗しうる確固と

した資料を列挙することはできないが，我々はベーミスが挙げている第1表が

シカゴ市場のものであることに着目したい。つまり生産地で農民が仲買人に売

却した価格ではなく，また仲買人を考慮しないとしても農民が全額入手しうる

価格ではなく，あくまでも大穀物市場のあるシカゴでの価格だということであ

る。このことは二つの意味をもっている。一つは文字通り仲買人が農民から購

入する価格とシカゴ市場価格との問に差があったと考える方向である。いま一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
つは，鉄道料金に関係している。第皿表をここで参照することにしたい。大略

的な地域区分ではあるが，この数値からみる限り，いわゆる中西部農民や南部

農民がシカゴに向かって穀物を輸送する場合，その料金は東部のそれに比較し

て，常に相対的に高いことがわかる。その理由には，勿論，技術的理由も考え

られようが，概ね，中西部あるいは南部の鉄道業者・倉庫業者が，その各地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
での独占的立場を利用して，かなり法外な料金を農民に課していたのである。

したがって，農民が鉄道・倉庫を利用して穀物を輸送するには，かなりの費用

がかかったと考えるべきである。ここに第二の，そしてこの時代に最も特徴的

な農民の不満が生じる。それは，その当時の鉄道経営者やそれと結託した倉庫

（g）　F．A．　Schannon，　The　］F’armer’s　Last　Frontier，　Holt，　Rinehart　and　Wins－

　ton，　New　York，1961，　pp．296～297より引用。

（10）具体的には以下のような事例がある。すなわち政治家，弁護士等の社会的に影

　響力のある人々にはフリーパスを付与し，大穀物業者に対してはリベートを与え

　る一方で，その他の農民層に対しては輸送運賃を高めるという政策を採っていた。

　また同一鉄道路線でも非競争地域では競争地域でよりも，はるかに高い運賃を課

　していた。それらはいずれも，鉄道運賃が何ら公的な認可を得たものではなく，

　鉄道会社側の恣意性にゆだねられていたためである。W．　Z．　Ripley，　Railroads；

　Rates　and　Regulation，　Longmans，　Green，　and　Co．，　New　York，　1913，　chapter

　VI“Personal　Discrimination，”chapter　VII，“Local　Discrimination，”及び，

　小沢健二，「一九世紀後半のアメリカにおける農民運動の展開（二）」，「農業総合

　研究」，第29巻第3号（昭和50年7月），65頁を参照。
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第夏表　地壊別鉄道料金表（トン・マイル当り）
　　　　　　　　　　　　　　（Gold　values，　in　cents）
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業者が，不正な料金システムによって財産を素早く貯えることに対する不満で

ある。このように，穀物価格の動向と鉄道会社の料金政策という二つの点を考

慮する時，これら二つの相互作用によって，たとえ長期的には，非農産物価格

が連動していたとしても，農民の不満が漸次形成されていったとみるべきであ

ろう。

　第三に，都市部と比較して，学校・道路等の社会的資本の充実度という点で

：不十分であったことも，農民の不満要因であった。この点に関連して，学校が

充実していなかったことが，生産力を拡大する農業技術の改善・普及を遅らせ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
ることになったのであり，特にそれは南部において顕著であったとされる。

　第四に，農民が種々の目的で借り入れを行う場合の利子率が，かなり高率で
　　　　　　　　　　　（12）
あったことが指摘されうる。また都市部と農村部を比較した場合，後者に不利

に作用する租税制度一例えば，都市部の人々が保有する証券は，農村部の人

々が所有する家畜よりも，課税時に隠しやすい一が存在していたことも指摘

　　（13）　（14）できる。さらに，これら諸要因に加えて，自然現象上の不測の事故が発生した

場合，貯えをもたない農民の生活には，多大の影響があったと考えられるので

ある。

　以上，ペーミスの議論に依拠して，農民の生活状況を，主として，彼らの不

満要因に着目しつつ大略的に検討してきた。この検討によって，農民の生活に

関する不満には一つの大きな特徴が存在していることがわかる。それは，彼ら

の不満の原因が，概ね何らかの形で都市部に関係しているということである。

そのことは，さらにいうならば，資本主義的な経済構造が生み出す種々の便益

を享受している都市部に対して，農村部はそのような便益を享受していないと

（11）　E．W．　Bemis，　oP．　cit．，　pp．195rw198．

〈12）　lbid．，　pp．193e－194．

（13）　lbid．，　p．199．

（14）　lbid．，　pp．　198一一199．
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経済経営石門宅第31号　（1）

いう感情はいうに及ばず，当時としてはそのような経済構造の中心的存在であ

り，かつその中心が都市部に集中していた鉄道会社や銀行に，自分たちが搾取

されているとする感情が，農民たちの不満を形成したのである。したがって極

端な例を引くならば，この時期すでに都市部においては，労働運動が発生しつ

つあるのだが，つまり労働者階層も少なからず資本主義経済に対する不満を露

呈し始めた時期なのであるが，このような状態の労働者階層に対してさえも，

農民は羨望のまなざしを向けているのである。資本・労働は各々強力な組織を

もちつつ社会の主流になろうとしているのに対して，農民はそのような組織を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
もってはおらず，第三者的地位に甘んじているという不満に他ならない。

　いうまでもなく，上述した諸要因が，そのまま19世紀後半におけるアメリカ

農民運動の起動要因となるのである。因に，列挙した不満要因からして，考え

られる運動内容としては以下のものがあろう。まず，農民たちを広く教育して

農業技術の改善に努め生産力を高めること，次いで都市部の商人たちの搾取を

回避するために，農民自身の手で生活用品・農機具等を購入すること，鉄道に

対する規制を求めること，そして何よりもこのような運動を展開するための農

民組織を作り上げること，が考えられよう。我々が想定しうる以上のような運

動内容は，そのままアメリカにおける最初の大規模な農民運動であるグレンジ

ャー運動（Granger　Movement）の内容となるのである。我々の直接的課題

からすれば，鉄道に対する州規制の内容が重要であるが，そのあり方を規定す

るのは，中西部二半では，他ならぬ上にみた農民の動向・状況なのである。

　1－3）　イリノイ型鉄道会社規制の検討

　アメリカの歴史上最初の大規模な農民運動としては，通常，グレンジャー運

動が指摘されるのであるが，しかし，グレンジャー運動がアメリカ農民運動の

（15）　E．W．　Bemis，　oP，　cit．，　pp．199t－200．
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　　　　　　　　　　　　　　（16）
最初のものというわけではない。運動の担い手としての農民組織の側面からみ

ると，最も初期の農民組織は独立戦争後まもなく形成されている。その後，州

レベル，連邦レベルにおいて次々と新しい組織が形成されるのではあるが，そ

うした組織のほとんどは，有力者が一同に会して農業の生産力を高めるための

技術的改善を議論するという性格のものであり，農民の側からの改善を目差す

ものではなかった。このような一連の努力は一応1862年に連邦農務省が設立さ

れるに及んで達成されるのであるが，それは厳密にはあくまでも，農民たち自

身の手になる自発的組織ではなかったのである。

　自発的で，かつ当時（1830年代）の経済状勢に目を向けつつ，自らの利害を

守ろうとした組織のうちで，農民が参加したものとしては，the　New　England

Association　of　Farmers，　Mechanics　and　Other　Workingmenがある。コモ

ンズ（J．R．　Commons）によれば，「この場合は，政治的というよりは，産業

的な組織としての色彩が強いが，場合によっては，……法の簡素化，土地保有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
法・銀行制度・独占的会社組織の改革，……労働者の保護等を唱えた」のであ

る。この主張内容からみる限りは，後のグレンジャー運動を彷彿させるものが

あり，当時の農民・機械工・労働者の意識の高さを示しているといえよう。と

ころが内実は少し違っていたようであり，この組織の中心的主体は労働者であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
り，「農民の名前は労働者の運動に重みをもたせるために利用された」のであ

（16）以下本項の記述は以下の文献に依っている。C。C．　Taylor，　The　Farmers’

　Movement，　1620－1920，　Ameriean　Book　Company，　New　York，　1953．　F．　A．

　Shannon，　The　Rarmer’s　Last　17’rontier，　Agricultzare，　1860－1897，　Holt，

　Rinehert　and　Winston，　New　York，　1961．　S．　J．　Buck，　The　Granger　Move－

　ment，　University　of　Nebraska　Press，　Lincoln，　originally　published　in　1913．

　小沢健二，「一九世紀後半のアメリカにおける農民運動の展開（一）（二）（三）（四）」，

　「農業総合研究」，第28巻第2号（昭和49年4月），第29巻第3号（昭和50年7

　月），第30巻第4号（昭和51年10月），第32巻第4号（昭和53年10月）。

（17）　C．C．　Taylor，　oP．　cit．，　p．78．

（18）　lbid．，　p．　79．
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　経済経営研究第31号（D

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
り，実質的には「農民はほとんど活発なメンバーではなかった」のである。す

なわちこの組織の主張には鋭い問題意識が認められるが，農民組織の先駆とは

いいがたい。しかしながら，資本主義経済の暗部が徐々に目につき始めたこと

を窺うことができる。

　真の意味で自発的な農民運動の先駆となるのは，1850～1860年代にかけて，

ニュ　・一ヨーク，ベルモント，オレゴン，ワシントン，カリフォルニア等少なく

とも20州にわたって相互に独立に散在していたいくつもの農民society　や

clubである。これら小規模のsocietyやclubでは，その初期には，後年の

農民運動において一大中心問題となる鉄道規制問題は未だ表面化しておらず，

専ら，州や連邦政府に関する議論が，会合の中心であった。しかしやがて，南

北戦争によって一時その拡大が鈍化したが，その発生期以来巨額の資本を集中

しつつ，また農民たちにも種々の形で犠牲をしいてきた鉄道が，農民運動の主

要な関心事になり，グレンジャー運動へと受け継がれてゆくことになるのであ

る。

　前項においてみたような農民の状況をつぶさに観察し，その改善を志したケ

ーリー（0．H．　Kelley）は，1867年にミネソタ州で，　the　Patron　of　Husban－

dryという農民組織を形成したが，この組織の下部組織は，グレンジ（Grange）

と呼ばれた。メンバーシップは，18才以上の男性か16才以上の女性で農業従事

者に限定されており，少なくとも9人の男性と4人の女性がメンバーとして認

められたグループが，下部グレンジとして認可されたのである。この組織も，

叙上の他のsocietyやclubと同様に，設立当初の目的は，設立者ケーリー

によれば，「互助的・親睦的な農民組織の設立を通して，農民生活の社会・文

　　　　　　　　（20）　（21）化的向上を図ること」にあり，そのため「進取的な農業技術の伝播・普及」に

（19）　lbid．，　p．79．

（20）小沢健：：二，前掲論文（二），49頁。

（21）上掲論文，49～50頁。
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強調が置かれたのであった。初期のグレンジャー運動の特徴を明確にするため

に，ケーリーの言葉をいま少し引用しておこう。「彼ら農民をして読書し，思

索するように：方向づけよう；果物や花を植えるようにさせよう一家をきれい

にするようにさせよう；彼らを高めよう；彼らを進歩的（progressive）にさ
　　　（22）

せよう。」ここに列挙された諸目標は，いずれも，あえていうならば小市民的

であり，呼びかける対象は全国の農民であっても，農民組織構成員のみの閉鎖

的・自給自足的改善方向しか示していないといえよう。したがって，他の社会

階層の組織や繹済動向に対して農民の目を積極的に向けさせようとする方向は

未だ認められないのである。さらに注目すべき点は，農民の間には不満が存在

するとはいえ，それを生み出している根本的な経済・社会構造の変革を企図・

要求する様子はまったくない点である。急激的・革新的な社会変動を欲してい

るのではなく，基本となる経済。社会構造は肯定した上で一というよりも意

識することなくといった方が正確かもしれないが一頃らが他の社会階層から

無視・差別されていることに不満をもっているにすぎないのである。その限り

での不満であるがゆえに，まずもって初期のグレンジャー運動で打ち出された

改善策は，農民の心情を和らげる政策であり，互助的な政策なのである。この

ような特徴は農民層については一貫して潜在し続けるのではあるが，しかしな

がら，1870年代に入ると農民運動は，結果的には一時的な色彩が強いとはいい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
ながら，その過激さを増してゆくことになる。

　そしてやがて初期のグレンジャー運動の内容では農民の不満を抑え切れなく

（22）　C．C．　Taylor，　oP．　cit．，　p．11Z

（23）ここで記述した農民の，小市民的・保守的性格は，グレンジャー運動そのもの

　には反映されない。しかし，グレンジャー運動を組織し，続いてグリーンバック

　運動，ポピュリズム運動を組織しながら，農民が結局のところ社会を変革する一

　大勢力とはなりえず，世紀の転換期ころには，資本主義的経済構造に完全に包摂

　されてゆき，過激化する傾向をもたなかったのは，上記の農民の性格ゆえであろ

　う。
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なり，その修正を余儀なくされる。そのことはまた，農民（グレンジ）が，外

部の社会階層に対して目を向け始める過程でもある。具体的には，前述のよう

な，農民に役立つ諸設備の設置や共同購入の充実という互助的目標の拡張に加

えて，全国的次元で穀物の価格・需給量・市場状態そして輪送機関に関する情

報を迅速に収集し，農民間に伝達するという目標を考慮するようになる。それ

は農民階層以外の社会の各階層が作用することによって作り出される現象に関

して，その情報を入手して自己に有利なように利用しようとする方向が現れて

きたということ，したがって，初めて他の社会階層に対して何らかの形で関

与・参加しようとする方向性がみえてきたということを意味する。

　さらに運動方針は展開をみるに至る。その方針は合言葉（watch　words）と

して語り広められる。具体的にはそれは二つの目標であり，一つは「共同」

（cooperation）で，いま一つは，「独占に対する闘い」（down　with　monopolies）

である。以上のような運動方針の変更と拡大は，1871年の大会において選択さ

れたのであるが，以後はこの方針に則して運動が展開してゆくのである。この

方針が農民の心情を従来のものよりもより強く把握したことは，グレンジ数の

第皿表　中西部山州におけるグレンジ数の推移

1・873年・月i・874年・月・875年・月1・8・6年・月

ト
ト
ト
ト
ト
ト
ト
ト
ト
ト
ト

歩
歩
爪
γ
♪
歩
歩
少
少
孟
プ
歩
歩

箔
㌶
罷
・
潔

∴
・
シ
∵
∴
コ
㌘

オ
ィ
ィ
ミ
ゥ
ミ
ァ
ミ
タ
ネ
カ

　47
　142

　431

　24
　140

　219

1，507

　245

　8
　100

　128

1，014

1，987

1，503

　496

　504

　538

1，999

1，976

　56
　596

1，350

1，102　1

2，000

1，533

　551

　505

　506

1，891

2，009

　56
　592

1，332

1，214

1，145

　M6
　593

　294

　295

1，018

　974

　26
　361

　874
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　　　　　　　（24）
増大が示している。

　これら三つの表からもわかるように， グレ

第】V表　グレンジのメンバー一

　　　数の推移

ンジ数が飛躍的に増大する，したがってグレ

ンジャー運動が急激に活発化するのは1870年

代前半である。さらにこの運動は，ミネソタ，

アイオワ，イリノイ，インディアナの八州か

ら，やがて，ミズリー一，オノ・イオを始め，ニ

ューヨーク，テネシー，マサチューセッツ，

　　　　　　　　　第V表　4

1874年

　75

　76

　77

　78

　79

　80

　85

268千人

858

728

411

325

246

124

118

艸1のグレンジ数の推移

アイオワ州

イ　リノイ州

インディアナ州

ミネソタ州

1868

1

1869

ウ
ー
ワ
一
2

1870

－
り
O
Q
り

一

1871

102

　8

　8

1872

652

46

1873 1874

約1，200

431t－670

　467

　219

1，999

1，502

　538

1875

1，533

2，000

　506

1876

295

カンサス，ケンタッキー，バーーモント，ジョージア，サウス・カロライナの各

州へと波及することになり，1870年代半ばころに全盛をみるのである。

　次に，グレンジャー運動がもたらしたいくつかの影響について，より具体的

にみておこう。まず注目すべきは，グレンジャー立法である。厳密には，グレ

ンジそれ自体は互助的な農民組織であり，政治活動は禁止されていたのである

が，しかしグレンジが政治活動の実質的母胎となったことは否定できない。ゆ

えに，この運動の過程で農民が中心となって各州政府に対して圧力を及ぼすご

　（24）以下に掲げた三表は，各々その出典が異なっているので，若干の数の相遣があ

　　　る。しかし，グレンジ数及びグレンジメンバー数の動向を知ることは可能であ

　　　る。第皿表及び第W表は，小沢健二，前掲論文（＝二），51頁，52頁より引用。第V

　　　表は，C．　C．　Taylor，　op．　cit．，　PP．135～137の記述から筆者作成。
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とにより，自らの利害を守る立法を勝ち取っていったのである。それらを通称

グレンジャー立法と呼んでいる。また，このような州法による規制に関して鉄

道と州との間で法廷での争いがあるが，これをグレンジャー訴訟（Granger

Cases）と呼んでいる。後述のように，イリ〃州がこの種の立法や訴訟につ

いては有名であるが，やがては各州特に中西部門州へと波及してゆくことにな

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）
　イリノイ州では，1870年に州憲法の改正をみる。上にみてきたように，イリ

ノイ州では逸早くグレンジの形成がなされたとはいえ，単にグレンジャー運動

のみの力によって，1870年に，鉄道に対する規制をもり込んだ旧憲法の改正が

なされたわけではない。1860年代の初めから，イリノイ州では鉄道の規制を試

みた法律が何度となく州議会に提出されたのである。そのような試みの中で，

やっと1869年になって，鉄道料金に関する法律（Act　concerning　Railroad

Rates）が議会を通過している。この法律は，有名なpro　rate原則による料

金設定を否定したのであるが，別の具体的な実施規定を設けていなかったの

で，実際に施行されることはなかった。しかしsocietyやclubを単位とし

た農民たちの，鉄道に対する規制要求は高まるばかりであり，その間，1869年

12月に憲法を改正するための会議が開かれた。その会議は途中休会されたが，

休会中に農民たちを中心とした鉄道会社規制への世論がさらに高まっていっ

た。例えば，この当時イリノイ州の農民間で読まれていた雑誌Prairie　Far－

merに，イリ〃州の農民フィーラー　（H．　C．　Wheeler）の以下のような発

言が掲載されている。「巨大な運輸会社が，これまでに，彼らの努力・力そし

て手段を集中してきたように，今度は，偉大な北西部農民がそうする番であ

（25）以下の論述は特に次の文献に依っている。S．　J．　Buck，　The（；ranger　Move－

　　ment，　chapters　IV，　V，　VI．またイリノイ州では，グレンジ組織以外にも，例

　　えば，the　Illinois　State　Farmers’Associationのような組織があり，グレンジ

　　と並行して農民運動を展開していたのである。C．　C．　Taylor，　oP．　cit．，　p．103，
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る。……そして，この目的のために，運輸会社による独占と法外な料金という

今日の傾向に反対する人々の集会を，私はここに提案する。その集会は，来年

4月20日に，イリノイ州ブルーミントンで開かれる。議会は今開会中であり，

本州の憲法会議も再会されるであろう。農民たちは，今，行動を起こすべき時
　　　　（26）
なのである。」そしてこの気運が雑誌の支持を得て広まっていった。この動向

が一種の圧力となって，州議員の中にも鉄道会社規制に賛成するものが増え，

その結果，鉄道会社規制を具体的にもり込んだイリノイ州憲法の改正が行われ

たのである。鉄道会社規制に関する条項は，“Corporations”と題されたArticle

XIのsection　9～15である。以下に，その中でも特に関係のあるsection　12
　　　　　　　　　　　　　（27）
とsection　15を引用しておこう。

　Section　12．　Railways．．．are　hereby　declared　public　highways，　and　shall　be　free

　to　all　persons　for　the　transportation　of　their　persons　and　property　thereon，

　under　such　regulations　as　may　be　prescribed　by　1aw．　And　the　Genera！　Assembly

　shall，　from　time　to　time，　pass　laws　establishing　reasonable　maximum　rates　of

　charges　for　the　transportation　of　passengers　and　freight　on　the　different　rail－

　roads　in　this　state．

　Section　J5．　The　General　Assembly　shall　pass　laws　to　correct　abuses　and　to

　prevent　unjust　discrimination　and　extortion　in　the　rates　of　freight　and　passenger

　tariffs　on　the　different　railroads　in　this　state，　and　enforce　such　laws　by　adequate

　penalties，　to　the　extent，　if　necessary　for　that　purpose，　of　forfeiture　of　their

　property　and　franchises．

　この憲法改正は選挙民による直接投票によって決定されている。憲法全体に

ついては，賛成134，227対反対35，443であるが，鉄道に関する規定については

個々に賛否の投票がなされており，賛成144，750対反対23，525であり，また，

倉庫業者に関する規定については，賛成143，532対反対22，702となっており，

いずれも通過，成立している。因にその当時のイリノイ州における職業人口構

（26）　lbid．，　p．　128．

（27）　lbid．，　pp．　129－J130．
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　　　　　　　（28）
成をみると第W表のようであった。ここでみられるように，農民が就業者人口

の半分を占め，かつ反鉄道・反独占運動が一時的とはいえ急激に展開されたイ

リノイ州では農民の不満が，そのまま州政府の規制として具現し鉄道に向けら

れたため，第ff節でみるマサチューセッツ州の規制とは異なり，より強力な料

金規制にまで及ぶことになるのである。そして会計情報公開規制は，この段階

では利用されないのである。

　　　　　　　　第V［表イリノイ州の就業人ロ構成

All　Occupations

742，015

100％

Agriculture

376，441

51％

Professional　and
Personal　Service

151，931

20％

Trade　and
Transportation

80，422

11％

Manufactures，
Mechanical　and
Mining　lndustries

133，221

18％

　上記の新憲法を基礎に，1871年には，ようやく台頭し始めたグレンジャー運

動の組織がその実質的母胎となった種々の農民クラブ選出の議員によって，議

会で，鉄道会社や倉庫会社に規制を加えるための具体的法律が，制定された。

また，この時点で，／リノィ州の鉄道委員会が設立される。しかし，これらの

法律は実際上の執行権が委員会側に伴わなかったので，十分置効力はあがらな

かった。そこで，1873年に，より厳格な鉄道規制法が制定されたのであるが，

これ以降は局面がさらに展開して，これらの規制法が合衆国憲法に対して合憲

性を有しているか否かに関して，鉄道会社やその他の施設の所有者を原告とす

る一連の訴訟事件が発生する。これらの一連の訴訟が，グレンジャー訴訟と呼

ばれていることについてはすでに述べた。その典型はマン対イリノイ州事件
　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
（Munn　vs．　Illinois，1876）である。この訴訟についての詳細は省略するが，

　（28）The　gth　Consus　Of　the　United　Statesより作成。

　（29）詳細は以下の文献参照，アメリカ学会訳編　「原典アメリカ史」（全5巻），岩

　　波書店，1979，第4巻，「マン対イリノイ州事件（1876年）」。
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そこでは1873年に制定された州の対鉄道規制法が合衆国憲法に対して合憲であ

るか否かが争われ，最高裁判所は，「州際商業規律権にもとずいて制定される

連邦法に訣いているかぎり，自州内の鉄道料金を統制する州立法の合憲であ
　（30）

る」ことを認めたのである。

　さらに以上のような立法運動は，アイオフ，ウィスコンシン，ミネソタの中

西部野州へと拡大してゆき，特にウィスコンシン州では，グレンジャー立法中

でも特に強力といわれたポーター法（the　Potter　law）を制定するに至る。

このポ・一ター法には，鉄道料金をかなり低く抑える規制条項がもり込まれてい

た。

　叙上で検討してきた一連の動向によって，グレンジャー運動は一応の成果を

みて，1870年代後半からは際立った政治的主張は展開されない。だが農民のエ

ネルギーはやがて要求を変えて，’70年代後半から’80年代初めにかけてのグリ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）
一ンバック運動，さらにはポピュリズム運動へと連なってゆくことになる。ま

た互助的な意味でのグレンジは以後も存続し続ける。

　しかし，イリノイ州を始めとする中西部各州の強い規制立法の効果は，一説

　　　　　　　　　　　　　（32）
では失敗であったとされている。典型的には，ウィスコンシン州の事例が参考

になる。すなわちポーター法によって強力な料金規制を採ったウィスコンシン

州では，各鉄道会社が配当を中止してしまったのである。そのことはやがてウ

ィスコンシン州への投資の中断として現れ，さらには州の経済活動の停滞とし

て現れるに至った。そのことによってまたグレンジャー運動も消滅してしまう

のである。このウィスコンシン州の例が示すように，概ね強力なグレンジャー

立法は，その法律の廃止等によって失敗のうちに終止符をうった。あるいは何

　（30）上掲書，152頁。

　（31）A．Rochester，　The　Pepulist　Movement　in　the　United　States，山岡・東井

　　　共訳，「アメリカ農民と第三政党」，有斐閣，昭和34年を参照。

　（32）　A．T．　Hadley，　Railroad　TransPortation，　lts　History　and　lts　Laws，　G．　P．

　　　Putnam’s　Sons，　New　York，　1903，　pp．135r－J136．
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らかの形で緩和され，象徴的にはウィスコンシン州では，第皿節でみるマサチ

ューセッツ州と同様の間接的な会計情報公開を用いた規制へと，その方策が変

　　　　　　　　（33）
更：されることとなる。

　　皿　マサチューセッツ型鉄道会社規制一会計情報公開の発現一

　皿一D　開　題

　前節では，業務規制型鉄道会社規制の発生原因をみるために，19世紀後半に

おける中西部属州の農民と鉄道の関係について検討を加えた。我々は二極的対

立構造をもった州として特にイリノイ州を採り上げ，一般大衆の動向を知るた

めに農民の動向をみたのである。彼らの不満そしてそれに基づく運動の激しさ

からして，また鉄道の置かれていた競争状態及びそこから要求される過度な料

金政策からして，各鉄道会社の経営行動が何らかの規制を受けることは，むし

ろ当然の成り行きだったといえるであろう。

　ところが，その農民運動による批判が，具体的に昇華した形で規制につなが

る過程は，中西部諸州の場合，直接的に料金規制に及ぶものであった。しかし

一般に19世紀のアメリカにおける鉄道会社規制には，大別して二つの：方向があ

るように思われる。規制主体についていえば，当初は各州による規制であり，

その方式は州議会が鉄道委員会（railroad　committee）を設けることによっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）
て，その規制業務を遂行したのである。第皿表は，そのことを示した資料であ

るが，時期的な差異はあっても，各州ともに鉄道規制のために鉄道委員会を設

置している様子が窺える。ところが実は，この各州の鉄道委員会が用いる規制

手段が二つの方向に分かれるのである。一つは，前節でみた，料金規制を設け

て業務規制にまで及ぶものであり，いま一つは，そのような業務規制は採らず

（33）　lbid．，　p．135．

（34）佐藤英善，「アメリカの金融資本成立期における州による鉄道事業規制の法構

　造」，「早稲田法学会誌」，第20巻，1969，177頁より引用。
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第W表　鉄道委員会の設置状況

Alabama　（1881），　Arkansas　（1899），　California　（1876）

Colorado　（1885），　Connecticut　（1853），　Florida　（1887）

Georgia　（1879），　lllinois　（1871），　lowa　（1878）

Kansas　（1883），　Kentucky　（1880），　Maine　（1858）

Louisiana　（1898），　Massachusetts　（1867），　Michigan　（1873）

Minesota　（1871），　Missi＄sippi　（1884），　Missouri　（1875）

New　Hampshire　（1844），　New　York　（1855），　North　Carolina　（1891）

North　Dakota　（1885），　Ohio　（1867），　Rhode　lsland　（1884）

South　Carolina　（1878），　South　Dakota　（1885），　Tennessee　（1883）

Texas　（1891），　Vermont　（1855），　Virginia　（1877），　Wisconsin　（1874）

第皿表　規制方式による州の分類

鉄道委員会が

鉄道料金
（rate）に関し

て何らかの権

限　（powers）

をもっている

♪ト1　（strong）

鉄道委員会が

鉄道料金に関

して何ら権限

をもっていな

い州（weak）

州 名

Alabama，　Arkansas，　California，　Florida，　Georgia，

Illinois，　lowa，　Kansas，　Louisiana，　Maine，　Minesota

Mississippi，　Missouri，　New　Hampshire，　North　Ca－

rolina，　North　Dakota，　South　Carolina，　South　Dako－

ta，　Tennessee，　Texas

Arizona，　Colorado，　Conneticut，　Kentucky，　Massac－

husetts，　Michigan，　Nebraska，　New　York，　Ohio，

Oregon，　Rhode　lsland，　Vermont，　Virginia，　Wiscon－

sin

O
N

2
少

4
N

－
少

に，専ら会計情報公開を要求することによる規制を行うものである。その割合
　　　　　　　　　　　　　　（35）
は，1902年を例にすると第租表の通りである。本稿では分析を限定する意味か

ら，前者一業務規制に及ぶ一の典型をイリノイ州に，後者の典型をマサチ

ューセッツ州に採っている。

（35）上掲論文，178頁より引用。
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　だが，これら二つの形態をもつ鉄道会社規制について，従来から双方を対等

に評価する傾向は，それほど支配的ではなかったように思われる。すなわち，

歴史の流れの本流からして業務規制をもつ規定のみを評価する方向が強いので

ある。その典型的理解は，次のようである。農民運動等によって捉：起された巨

大株式会社の規制問題に対して，まず州レベルで特に鉄道会社について直接的

規制を行ったのであるが，その方式が州際商業委員会（Interstate　Commerce

Commission）に受け継がれ，さらには，シャーマン法やヘップバーン法例の

反トラスト法によって漸次補強されてゆくとする理解がそれである。例えば，

フレッチャー（R．V．　Fletcher）は，イリノイ州等の強い委員会（strong

committee）は，「委員会の命令に服さない場合には，厳しい罰則をもってお

り，実際に料金を規定する大きな力」を有していたのに対して，マサチューセ

ッツ州等の弱い委員会（weak　committee）は，「ただ単に（only）調査して勧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
告を為し，その結果や発見事項を公開するにすぎない」として，公開規定を何

ら問題にしていないのである。また，フォークナー（H．U．　Faulkner）も以

下のようにいう，「一つはイリノイのばあいのように運賃を規制した法律を実

施する権限をもつ強力な委員会であり，他はマサチューセッツのばあいのよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
に，単に勧告をおこなう権限と，議会に報告をおこなう義務をもつ弱体な委員
　　　　（37）
会であった」と。つまり，ここに掲げた見解に共通しているのは，そのいずれ

もが，情報公開の意義を軽視している点である。このような見方は，いわゆる

強い規制方式の面のみを重視して，その系譜からのみ鉄道会社に対する，ある

いはより一般に，対独占に対する政府規制を辿ろうとする見方に通ずるのであ

（36）上掲論文，184～185頁より引用。傍点は筆者。

（37）小原敬士訳，ハロルド・U・フォークナー，「アメリカ経済史（下）」，至誠堂，

　1969年，637頁。ただし，strong，　weakという単語は，本来，料金規制を採っ

　　ているか否かを示すために用いられるようであり，それを「強力な」「弱体な」

　　と訳すのは，不適当かと思われる。
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る。だが我々としては，勿論そのような方向性は否定しないとしても，アメリ

カの企業社会の中で，19世紀の鉄道産業に端を発した情報公開問題が，社会問

題として顕在化してくる事実を見落とすことはできない。だから逆に，この情

報公開特に会計情報公開の観点から，改めて19世紀後半から20世紀初頭にかけ

ての種々の次元での政府規制の内容をみる時，そこには，マサチューセッツ州

の規制一＞ICCの規制→反独占対策という連鎖の中に，直接的業務規制とは別

に，情報公開問題の流れがあることを認めないわけにはいかないのである。本

稿ではこのような二つの型の規制が現出する理由が，どこにあるのかという問

題の検討を課題としているので，本節では，前節での強い規制をもった州の検

討との対比の意味を込めて，マサチュP一セッツ州の鉄道会社規制を検討するこ

ととする。しかし，その前に，マサチューセッツ州における鉄道の意義及びそ

れを取り巻く利害関係状況について，若干触れる必要があろう。

　M　一一2）　マサチューセッツ州の状況

　ここではアメリカ全体における19世紀の鉄道発展をみることによって，マサ

チューセッツ州の鉄道建設の意義を大略的に把えることにする。アメリカにお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）
ける当該時代の鉄道発展は，いくつかに時代区分をすることが可能である。第

一の時代は，1827年にthe　Baltimore＆Ohio　Railroadの建設が認可されて

以来，’30年代に入って河川・運河交通の補助手段として，主として東部諸州

において短距離の鉄道が建設された時代である。マサチューセッツ州でもこの

時代から鉄道建設が開始されている。第二の時代は，’40年代から’50年代にか

けて経済の一一つの中心として，鉄道が確立する時期であり，四大幹線鉄道が完

（38）以下の論述は次の文献に依っている。J．　Moody，7he　Railroad　8痂」4β7s，

　Yale　University　Press，　New　Haven，　1920．　A．　F．　Harlow，　The　Road　of

　the　Century，　Creative　Age　Press，　Inc．，　New　York，1947．及び，鈴木圭介・

　中西弘次，前掲論文（一）（二）（三）。
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成をみるのもこの時代である。またこの時代には，イギリス資本の流入が本格

　　　　（39）
化し始める。第三の時代は，巨大鉄道会社を中心に鉄道網がアメリカ全土に拡

大してゆく過程を含んでいる。’60年代から’70年代にほぼ相当する。さらに第

四の時代は’70年代後半以降であり，ようやく投資銀行家が不況下の鉄道会社

の更生を通じて，鉄道産業に介入してくる時代である。それはやがて来るはず

の全産業レベルでの独占化傾向の前兆ということができよう。

　第一の時代は，文字通り，鉄道が河川・運河交通の補助手段として利用され

ていた時代であり，東部主要都市の商人や銀行家たちが，こぞって自己資金を

投資したり，あるいは地方政府の援助によって鉄道を建設することにより，主

要運河等と自都市を結合せんとしていた時期である。このことによって究極的

には，中西部との連結をはかろうとしたのである。その典型は，the　New

York　Central　Railroadの前身であるthe　Mohawk＆Hudson　Railroad，

あるいは以下本項で検討するマサチューセッツ州の鉄道に求めることができ

る。例えば，各都市がどれほど鉄道運輸体系の中で主導的地位を得ようとして

いたかを示す事例としては，Mohawk＆1｛udson鉄道とTroy市の鉄道との
　　　　　　　　　　　（40）
間の競争を指摘できよう。

　第二の時代は，幹線（trunk　line）鉄道の完成である。ここにいう幹線と

は，専ら東部からアパラチア山脈を越えてエリー湖畔付近つまり中西部へ達す

る鉄道のことをいう。この幹線を最初に完成させたのはNew　York　Centra1

鉄道であった。New　York　Central鉄道自体は，合併によって1853年に成立

するのであるが，その前身の諸鉄道がすでに，この幹線を完成させていたので

ある。続いて’50年代に入ると，the　Pennsylvania　Railroad，　the　Erie　Rail一

（39）小沢治郎，「アメリカの鉄道建設とイギリス資本」，「社会経済史学」，第38巻第

　　5号（昭和48年1月）を参照。

（40）森果，「ニューヨーク・セントラル鉄道会社の成立」，「経済学研究」，第29巻第

　　3号（1979年8月），第】V節を参照。
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road（New　York＆Erie）そしてthe　Baltimore＆Ohio　Railroadが相次

いで幹線を完成させる。それによって，以後の鉄道建設でも中心的存在となる

四大幹線鉄道が完成をみたのである。また，この時代には，イギリスからの資

本がアメリカに流入し始め，各幹線の拡大に投資されるようになる。例えば，

Pennsylvania鉄道は，逸早くイギリス資本の導入を決定し，路線拡大を容易
　　　　　　（41）
にしたのである。

　やがて’60年代に入ると，我々のいう第三の時代に至る。上記の四大鉄道の

各々に，その会社を後世にまで特徴づける経営者が出現し，各会社の鉄道建設

は一層拍車がかけられる。New　York　Central鉄道のヴァンダービルト（C．

Vanderbilt），　Erie鉄道のグールド（J．　Gould）らが代表的である。彼らは共通

して自己の会社の株式操作により巨額の財産を築くという特徴をもっており，

大衆の批判の的となった。しかし，この時代の鉄道経営者及びプロモーターは，

程度の差こそあれ，このような特徴をもっていたといえよう。したがってこの

時代は，「金ぴか時代」（Gilded　Age）と呼ばれている。こうした鉄道経営者の

行動をみた農民が，前節で述べたような不満をもつようになったのである。

　しかし，⊥記のような鉄道経営方式あるいは建設競争は長くは続かなかっ

た。そして第四の時代に入る。具体的には，’70年代の不況を一つの契機とし

て，その不況により倒産した鉄道会社の再建を引き受ける形で，モルガン（J．

P。Morgan）を始めとする投資銀行家が台頭してくるのである。さらに鉄道

産業においてその資金力を貯えた投資銀行家が，やがて世紀の転換期頃に非鉄

道部門における独占体制の確立に，中心的役害を果たすようになる。

　以上のような大略的な鉄道発展史の中で，我々がマサチューセッツ州の鉄道

に関して分析対象とするのは第三期の時代までである。ここで，鉄道の，アメ

（41）森果，「ペンシルヴェニア鉄道会社における資本蓄積の展開」，「経済学研究」，

　第17巻第4号（1967年12月），154頁を参照。
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リカ北部での拡大過程について，我々の本節での議論にも参考になる一つの資

料を示しておこ．う。それは，アメリカ北部を三つの地域に分割した場合の，各

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
地域ごとの鉄道建設状況を年代的にみたものである（第皿図）。

第9図　北部各地域の鉄道マイル数
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　ag　fi図からもわかるように，ニュー一　／ングランドの諸州では，少なくとも’60

年代の初めまでには，鉄道の建設は一段落して，その総距離数が横ばい状態に

あったといえよう。ニューーイングランドの越州とは，メイン，ニューノ・ンプシ

ャー Cグァーモント，マサチューセッツ，ロードアイランド，コネチカットの

各州を指している。

　次にマサチューセッツ州における鉄道産業にからまる利害関係者層の動向を

（42）鈴木圭介・中西弘次，前掲論文（二），54頁より引用。
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　　　　（43）
みておこう。マサチューセッツ州が，独立後の東部13州の中でも中心的存在で

あったことはいうまでもない。しかし，1790年に最初のセンサス統計が出て以

来，1820年までの間に，アメリカ合衆国全体の人口は150パーセントの増加を

みたのに対して，マサチューセッツ州のそれはわずか30パーセントにすぎなか

った。すなわち東部13州の西に位置するケンタッキー，テネシ・一，オ・・イオ，

ルイジアナ，インディアナ，ミズリー，イリノイ，アラバマの各州が，この時

期急速な成長を遂げたのに対して，マサチューセッツ州はいく分停滞期に入っ

たと考えられるのである。

　マサチューセッツ州を代表する都市であるボストンは，元来，世界貿易の一

つの中心地として栄えていたのであり，インド・中国・東西インド諸島そして

他方ニューイングランドの各地方の産物を収集するとともに，それらをアメリ

カ国内市場はいうに及ばず，遠くヨーロッパ市場へ輸出していた。このような

貿易の中心地としてボストンを始めとするマサチューセッツ州の各都市は，巨

額の資本蓄積を行うことができたのであり，このことが以後の当該州における

産業の発展に大きく作用したのである。

　ボストンを始めとするマサチューセッツ州のいくつかの都市が，上述のよう

な海洋貿易によって利益をあげることができたのは，その地理的な有利性に原

因があった。しかし19世紀に入ると，・・ドソン河の河口に位置して，アメリカ

国内と海洋貿易の接点としての地理においてボストンにまさるニューヨーク

が，ボストンのこれまでの地位を脅かすようになった。クリントン　（D．W．

Clinton）の指導下で，ニュ　・一ヨーク州はさらにエリー運河を建設し，1825年

には完成している。これによってニューヨークは，海洋とエリー湖を，つまり

海洋貿易と内陸交通を結ぶ接点としての地位を不動のものとしたのである。対

（43）以下の議論は次の文献に依っている。S．　Salsbury，　The　State，　the　Investor，

　and　the　Railroad；　The　Boston　＆　Albany，　1825－1867，　Harvard　University

　Press，　Massaehusetts，　1967．
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州外的には，以上のような状況下にあったマサチューセッツ州では，ニュ．・一ヨ

ークとの主導権争いの中で，まずもって州内の交通機関を整備するとともに，

西部へとそれを拡大することが，共通の目標として各地域・社会層に認識され
　　　　　　　（44）
始めたといえよう。

　他方，州内の産業状況についてみるならば，海洋貿易の中心地としての地位

がニューヨークに脅かされつつあったボストンを始めとするマサチューセッツ

州のいくつかの都市の商人たちは，その巨額の資本の投資先を徐々に失いつつ

ある状態にあった。そして投資先を求める資本は，やがてこの地方に木綿工業

の発達を促すようになる。例えば，すでに1813年には，東部マサチューセッツ

に，the　Boston　M．　Companyが木綿工業でかなり成功をおさめ，17％配当

を行っていたのである。この木綿工業の発展によって，マサチュ　’一セッツ州は

再度活気づくようになり，海洋貿易でも若干の復活をみるようになる。

　またこの時代の農業についてみるならば，1820年代には，ウスターを中心に

盛んであり，1825年には，農民組織としてすでに，Worcester　Agricultural

Societyが誕生するに至っている。しかし，このウスターも1830年代に入る

と，木綿工業の発達をみるようになる。

　叙上のような木綿工業の存在，そして自州内での農業の存在，また中西部で

の農機具需要の存在等の理由から，やがてマサチューセッツ州には，鉄工業の

発展もみられるようになる。因に，1830年代のマサチュ　’一セッツ州における木

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）
綿工業，鉄工業の状態を示す指標を次頁に示しておこう。

　以上のような発展経過を辿りながら，海洋貿易中心の経済構造から徐々に工

業中心のそれへと脱皮して，やがて一大産業地帯として，マサチューセッツ州

は確立するに至る。したがって当該州は，アメリカの産業革命の中心的州とし

（必）Ibid．，　chapter　Iを参照。

（45）楠井敏郎，「アメリカ資本主義と産業革命↓弘文堂，昭和45年，463～497頁よ

　　り再整理して引用。
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第】X表　「マクレイン報告書」におけるマサチューセッツ州の

　　　木綿・鉄工業の状況

xt
×

Berkshire

Bristol

Essex

Franklin

Hampden

Hampshire

Middlesex

Norfolk

Plymouth

Boston
　　（Suffork）

Worcester

木　　綿　　工　　業

従業員数：工場数　資　本　金

　638

2，404

　355

　15

1，329

　391

3，577

　M9

　388

2，839

18

S6

Q
1
5
4
1
2
1
9
1
3
　
［
4
5

　341，100

1，499，700

　270，000

　　4，500

1，014，000

　537，200

4，070，699

　585，900

　193，390

1，938，250

鉄工業（製鉄業）

従業員数工場数資本金

（100）

261

　28

77

567
（12）

341

86

）

－
n
δ
4
0
δ

（

11

7

14
（3）

4

16

（11，000）

156，000

　4，030

　1，550

86，825

77，350

709，684
（8，200）

744，800

53，370

て位置づけられ，従来から経済史の分析対象となってきた。ある著者は木綿工

　　　（46）　（47）業の発達，ある著者は鉄工業の発達に着目する。さらに農業の存在も忘れるこ

とはできない。またその資本力からして依然としてボストンを背景とした商人

や銀行家の存在は大きいものがある。また視点を変えるならば，第1X表で示し

たような各地方ごとの産業分布も無視できない。このような内容をもつマサチ

ューセッツ州の経済・社会構造に関して，我々がここで確認しておくべきこと

は次のようである。マサチューセッツ州は，アメリカで最初に工業化を経験し

た州として，同じく最初に，あえていうならば高度資本主義的な社会構造をも

つに至ったことである。つまり，種々の利害をもつ階層の人々が，また各地域

（46）楠井敏郎，前掲書を参照。

（47）永田啓恭，「アメリカ鉄鋼業発旧史序説」，日本評論社，昭和54年，を参照。
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の人々が，いずれも大量に，しかもある程度組織化されて存在していたという

ことである。そこには，資本主i義的な生産様式が生み出した職業階層も含まれ

れば，農業や商業に従事する人々も含まれている。また，各地域ごとの利害の

対立もすでに’30年代には十分に認められうる。いささか性急な結論かもしれ

ないが，1880年代から始まる独占化傾向によってアメリカ全体が移行するよう

な経済・社会構造，すなわち種々の利害をもった人々が集団として各々組織化

するとともに，他方巨大化した個別企業がそのような諸利害の対立の中で，そ

れに対応する形で経営政策を打ち出すという構造を，すでにマサチューセッツ

州では19世紀半ばまでに，規模こそ小さいが，萌芽的に現出せしめていたとい

ってよいかもしれない。

　皿一3）　マサチューセッツ型鉄道会社規制の検討

　それでは前項までで述べたような状況下で，1830年代から始まるマサチュー

セッツ州の鉄道産業の発展，及びそこでの鉄道会社の具体的な会計情報公開問
　　　　　　　　　　　（48）
題の動向，そして1869年に結実する鉄道会社規制の意義，これらの問題につい

てみてみよう。

　1820年代からマサチューセヅツ州では，鉄道建設問題が議論されていたので

あるが，その対象となる地域は，ボストンからニューヨーク州のオールバニー

までの路線であった。この鉄道建設に関する議論の中でも中心は，建設資金を

州が負担するか，民間で調達するかという財務上の問題であった。特に，州の

援助とは，その実質的負担者が，納税者である一般州民になることがらして，

当該鉄道建設の必要性の有無が，種々の利害から検討されたのである。この一

（48）マサチュ　一一セッツ州の鉄道委員会の設立年代について，A．　T．　Hadley，　op．

　　cit．，　P．136と，　SJ．　Buck，　op．　cit．，　P．199では，1869年になっており，佐藤英

　　善，前掲論文，177頁では1867年に，また，森川博，「減価償却論」，森山書店，

　　1978年，68，74頁では，すでに1846年の時点で，鉄道委員会が存在したとされて

　　いる。
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連の議論において注目すべきことは，それがマサチューセッツ州における民主

主義的伝統の象徴であったタウン・ミーティングの形で行われていたことであ
（49）

る。結果としては，まずボストンからオールバニーの途中までの鉄道を建設す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）
る目的で，the　Boston＆Worcester　Railroadの建設が特許された。ただ

し，この時期までのアメリカにおける巨大な社会的設備の建設計画には概ね州

が関与していたのに対して，一例えば，エリー運河やオ・・／オ運河あるいは

the　Baltimore＆Ohio　Railroad一マサチュ・一一セッツ州におけるBoston＆

　　　　　　　　　　　　　　　（51）
Worcester鉄道を含む三つの鉄道の建設には，州や都市の資金援助がほとん

どなされなかったのである。何故ならば，その当時の一般マサチューセッツ州

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）
民は，未だ鉄道を有用なものとは考えなかったからに他ならない。しかし，周

知のように，この時期の株式会社の設立は，まだ準則主義によっていなかった

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（53）
のであり，これらの鉄道は州からの特許によって設立されたのである。したが

って州政府がどのような特許を鉄道会社に与えるかが注目されたのであるが，

鉄道の独占化を恐れる大衆の動向にある程度配慮したものの，実質的には取締

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（54）
役会すなわち株主に鉄道の独占的利用権を付与したのである。「しかし立法府

（49）S．Salsbury，　oP．　cit・，　chaPters　I，　IIを参照。

（50）特にこの鉄道が特許されるに際しては，ボストンの1）aily　Advertiserの編

　三者としてのヘール（N．Hale）が，新聞を用いて大衆に対してキャンペーンを

　行ったことが，作用した。C．」．　Kennedy，“The　Early　Business　History　of

　Four　Massachusetts　Railroads，　”　Bulletin　of　the　Business　Historical　Society，

　Vo1．一XXV，　No．1，（March，1951）を参照。

（51）他に，the　Boston＆Lowell　Railroadとthe　Boston＆Providence　Railroad

　である。

（52）　lbid．，　pp．　80tv81．

（53）玉村和彦，「アメリカにおける鉄道建設の経済的背景」，「同志社商学」，第20巻

　第3・4号（1969年2月）を参照。

（54）S。Salsbury，　oP．磁，　p．81．その当時，鉄道は道路に準ずるものとして理解

　されていたのであり，鉄道そのものと，その上で貨車を運行することとは別個に

　考えられた。
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は，鉄道が秘密をもつべきではないと主張し，このことを鉄道会社に保障させ

る目的から，取締役会は毎年，the　General　Courtに対して，会社の収入・支

出及び営業状態について報告すべきであるとした。さらにこれだけで十分では

ない場’合を考えて，（Boston＆Worcester鉄道に対して与えられた）特許状

には以下のように付け加えられている，すなわち，会社の帳簿は『いつでも，

立法府のいかなる委員会の調査（inspection）に対しても閲覧可能（open）で

　　　　　　　　（55）
あるべきである』と。」マサチューセッツ州においては，前項でみたように，

鉄道建設当初から種々の利害一投資家としてのボストンの大商入，鉄道が走

る諸地域の住民や生産者，そしてその租税が援助金となるかもしれない州民等
（56）

々一がからまっていたのに対して，その調整が，はやくも重要な課題となっ

ていることがわかる。まさに「マサチュ　一一　itッツ州は古くから高度に発達した

州であり，力をもった，そして多様な利害関係者グループが存在していた。多

くの点において，（マサチューセッツ州の鉄道の歴史とは）これら権力グルー

プが，鉄道経営者に対して，特定の利害に助するようにしむけるための圧力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（57）
を，どのように行使してきたかの歴史である」とともに，その調整の歴史とも

いいうる。しかしやがてBaltimore＆Ohio鉄道の成功も重なって，1834年

4月のBoston＆Worcester鉄道の開通時には，歓迎のうちに迎えられたの
　　（58）
である。

　以下，我々の関心からして，マサチューセッツ州の鉄道にからまる利害の対

立と，その解消方向のみに目を向けて，代表的事例をみておこう。

（55）Ibid．，　P．89，括弧内は筆者。

（56）より詳細にいえば，Boston＆Worcester鉄道の場合の利害関係者層として

　は，ボストンを例にとってもbanking，　real　estate　holding，　wholesale，　retail，

　merchandising，　investing，　manufacturingが指摘されうる。　Ibid．，　chapter

　v．
（57）1bid．，　p．92，括弧内は筆者。

（58）　lbid．，　p．　132．

124



19世紀のアメリカ合衆国における鉄道会社規制と会計情報公開（山地）

　Boston＆Worcester鉄道は，地域志向的な鉄道であったために，その料

金政策に関して，取締役会の中でかなり議論が戦わされた。1830年代には，デ

ニー（D．Denny）とヘンショー（D．　Henshow）の両取締役は，長期的にみ

た場合，低料金が大衆に対してよりょく役立つとともに，鉄道自体にとっても

　　　　　　　　　　　　（59）
大きな利益になると主張した。それは，当時の銀行利害に支持されたヘール

（N．Hale）の料金引き上げ政策に対する反対であった。この抗争は，一応料

金引き上げという結果に終ったのであるが，1839年にBoston＆Worcester
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（60）
鉄道の収入が増大すると，料金を引き下げる政策に転換しているのである。こ

の事実からも，常に利害関係者への配慮を払いつつ経営が遂行されていたこと

がわかる。

　また，Boston＆Worcester鉄道が特許された後の1833年3月には，オール

バニーに向かっての鉄道の拡大として，the　Western　Railroadが特許されて

いる。このWestern鉄道の資本調達について少しみておこう。この鉄道を完

成さぜるためには，ぜひとも州の援助を得る必要が取締役会側にはあった。そ

こで，プリス（G．Bliss，　Jr．）とウィラード（J．　Willard）は，政府援助獲

得手段として，Western鉄道の株式100万ドル分を購入することを条項に含ん

だ特許状によって，マサチューセッツ州立銀行（the　State　Bank　of　Massa－

chusetts）を設立することを主張したのであった。しかしこの主張は，民主党

員によって反対された。これに対して鉄道側は大衆支持獲得に乗り出し，マサ

チューセッツ州のフランクリン（Franklin）とノ・ンプシャー　（Hampshire）

の両町：方の支持を得ることに成功した。特に，CourierとMercuyという二

（59）森川博，前掲書，76～77頁。

（60）S．Salsbury，　op．　cit．，　p．125．因に，1836～39年までは，ボストンーウスター一

　間の料金は，1マイル当り4．51セントであったのに対して，1839～’40年代にか

　けてのそれは，3．38セントになった。C．　J．　Kennedy，“The　Early　Business

　History　of　Four　Massachusetts　Railroads－IV，”　Bulletin　of　the　Business

　Historical　Society，　Vol．一XXV，　No．4，　（December，　1951），　p．211．
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つの新開（雑誌）の支持を得ることに成功したのが大きく作用して，大衆支持

を取りつけたのである。その後，民主党の政策によって州立銀行自体の構想は

却下されたものの，Western鉄道は，州からの援助獲得には，結果として成

功しており，他方，州はWestern鉄道の株式の三分の一を購入することにな
　　　　　（61）
つたのである。このことによってまた鉄道産業は，州政府を，株主として利害

関係老に含めることとなった。

　Western鉄道の建設に関しては，その駅の位置によって周囲の不動産の価

値が変化するので，この問題に対処するために，ウスター市はWestern鉄道

の一方的政策に異議を申したてる目的から市民集会（mass　meetings）を這い
　　（62）

ている。Westem鉄道は，このような対大衆との関係を良好に保っていく必
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（63）
要から，Address　to　the　PeoPleと題する小冊子を発行したのである。

　さらにWestern鉄道の経営上で注目を要するのは，1840年代の始めにみら

れた取締役会内での料金政策についての対立とその解消方法である。デルビー

（E．H．　Derby）は，　Western鉄道が，運河交通と同じ低料金で運営しうるこ

とを主張して，大衆の支持をつかみ会社での実権を得ようとした。それに対し

てジャクソン（W．Jackson）はデルビーの主張が実行できないと反対した。

問題はデルビーの大衆支持獲得政策であるが，彼は新聞の一連の記事や講演に

おいて，統計的数値を示しつつ，Western鉄道がエリー運河と同程度の料金

で運営しえることを大衆に説明した。それによって大衆の自分に対する支持を

獲得しようとしたのである。その統計的数値の内容とは，Western鉄道のも

つ輸送能力を完全に稼動させた場合の総収入と，その場合の燃料費・労務費・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（M）
修繕費等の諸費用を差し引いた計算結果を示したものである。このようなデル

　（61）　lbid．，　p．　143．

　（62）　lbid．，　p．160．

　（63）Ibid．，　p．146．またWestern鉄道の報告書は，かなり詳細であった。森川博，

　　　前掲書，83～87頁を参照。

　（64）　S．　Salsbury，　oP．　cit．，　pp．213t一一214．　C．　J．　Kennedy，　oP．　cit．，　（IV），　pp．222

　　　fi－224．
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ピーの行為の意図と効果は，現代イギリスで問題となっている計画財務諸表の

公開に通ずるものがあろう。しかし，彼の計算結果については若干の問題点が

見出され，実行されるまでには至らなかった。

　マサチPt　一一セッツ州における以上のような状況，すなわち鉄道に関する種々

の情報公開が注目を集めるようになったことを反映して，実は，鉄道委員会の

公開規定に先立って，1846年に，鉄道会社に関する法律（An　Act　relating　to

Railroad　Corporation）が州議会を通過した。その規定内容は，例えば会計を

例に採ってもかなり詳細にわたっており，以後の会計情報公開問題にも，大き

　　　　　　　　　　　（65）
な影響を与えたと思われる。

　我々は叙上で，19世紀前半から半ば頃までのマサチューセッツ州における初

期鉄道会社のうち，わけてもBoston＆Worcester鉄道とWestern鉄道を

例に採り，それら会社の経営内容から，その時代の経営を取り巻く環境とそれ

に対応する経営者の状況を示すいくつかの事例をみてきた。このような検討か

らも，当時のマサチューセッツ州の鉄道会社が，絶えず利害関係者層一総体

としての一般大衆一に対して配慮を払いつつ経営活動を行う必要があったこ

とがわかった。そして経営の側の大衆への配慮として，種々の形での情報公開

が利用されていたことも判明した。また他方，鉄道会社にとってみれば，その

ような対応を行いうる余裕が徐々にそなわりつつあったといえよう。典型的に

は，両鉄道会社の安定したかつ上昇傾向をもった配当率にそのことが現れてい
　　　　（66）
る（第X表）。大衆の側も，鉄道の存在を肯定するようになった上での批判，

監視そして利害の主張であったことは，その鉄道利用度の上昇からも判断でき

る点である（第X表）。因に，この時代における鉄道会社の財務諸表の一例を，

（65）森川博，前掲書，93～102頁。

（66）S．Salsbury，　op．　cit．，　PP．307～312より再整理して引用。
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　　　　　　　　　　　　　　　　第X表　両鉄道の収支及び配当率
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／
2
／
2
／
2
／
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
／
－
／
1
／
t
／

　
　
　
　
％
　
　
％
　

％
　
弓
弓
3
弓
3
　
　
　
　
％
1
5

　
　
3
3
3
3
3
4
3
3
4
4
5
4
3
3
杢
6
6
話
3
6
3
3
3
4
4
4
4
5
4
6
5

　
　
一
一
一
　
心
一
一
｝
一
一
一
一
一
一
1
／
1
／
＞
1
／
【
－
■
［
一
一
一
一
［
一
一
一
1
／
一

2
4
5
3
3
3
3
4
3
3
4
4
4
5
4
3
3
3
3
3
3
3
4
3
3
4
4
4
4
5
5
5
5

＄　17，609．15

　　112，347．39

　　182，308．99

　　512，688．28

　　573，882．51

　　753，752．72

　　813，480．15

　　878，417．89

1，325，336．06

1，332，068．29

1，343，810．57

1，366，252．47

1，353，894．63

1，339，373．09

1，525，223．02

1，763，944．26

1，858，861．75

2，115，820．05

1，910，342．48

1，700，293．60

1，767，068．13

1，881，350．72

1，894，567．96

2，095，922．50

2，435，712．14

2，994，998．74

3，431，584．10

3，932，017．29

4，086，707．63

＄ 　14，380．64

　62，071．72

132，501．45

266，619．30

303，973．06

314，074．20

370，621．25

412，679．80

676，689．75

652，357．11

588，323．58

607，549．36

597，756．20

656，687．17

778，487．92

1，045，241．19

1，236，659．74

1，228，219．46

1，084，118．55

　890，930．40

　936，920．12

　993，096．30

1，081，571．17

1，111，358．20

1，207，006．90

1，818，141．71

2，204，925．58

2，525，226．58

2，837，411．77

3－3

2－3

3－4

4－4

4－4

4－4

4－4

4－3」”5

3－3il　5

3＞一2－3＞／2

3＞i2－3％

3」6－3Y2

4－4

4－4

4－4

4－4

4－4

4－4

4－4

5－5

5－4

6－5

5－5
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這
O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SCHEDULE　C－No．1．

RECEIPTS　FROM　PASSENGERS，　RENTS　AND　MAILS，　FOR　THE　YEAR　ENDING　MAY　31，　1850．

Month．

1849－June，
　　　　July，

　　　　Aug．，

　　　　Sept．，

　　　　Oct．，

　　　　Nov．，

　　　　Dec．，

1850－Jan．，

　　　　Feb．

　　　　March，

　　　　April，

　　　　May，

Boston．
iSomerville．

＄6405　90

8374　18
7722　85

6752　58
6778　16
6810　76
5913　28
5360　53

5118　16
Y．Z5　491

　　　　　09　16723

6582　12

＄231

270
306
258
243
194
183
145
143
157
218
155

8
5
9
7
7
1
2
5
6
7
4
9

8
4
3
0
4
5
1
6
7
3
7
3

Medford．　1
Malden．

＄348　34

400　53

撒1ト
376　08
329　34
284　16
253　96
259　16

1
8
4
0

7
2

7
0
0

3
3

39t　45　1

78，017　10 2508　80 4077　41

＄334　79

434　22
443　38
445　97
472　28
397　25
473　10
308　33
320　37
420　43
313　42
410　08

4773　62

Melrose．

＄345　54

386　14
347　66
370　63
372　67
308　13
337　06
230　21

285　OO
303　25
344　41

334　34

3965　04

S．　Rea－

　ding．

＄500　95

623　87
528　84
508　71

512　78
553　39
429　61
513　97

475　18
560　02
603　23
596　75

Reading．

＄379　81

516　97
471　32
419　76

Ballard
Vale．

485
399
368
348
393
429
404

4P9　991

5
4
0
5
7
9
5

8
4
4
9
9
5
3

＄297　57

356　53
297　31
250　99
259　80
250　56
208　62
211　55
238　41
183　25
222　44
219　34

6407　301　so7s　ol［　2gg6　37

Andover．

＄604　60

873　OO
810　OO
734　OO
712　OO
613　OO
630　96
571　OO
513　OO
582　OO
670　OO
708　OO

8021　56

Lawrence．

＄2332　63

3279　36
3067　34
2762　92
2792　35
2079　95
1082　36

　903　78
　867　15
　　846　63

　　838　68

　　677　85

21，531　OO

Month．

1849－June，
　　　　July，

　　　　Aug．，

　　　　Sept．

　　　　Oct．，

　　　　Nov．，

　　　　Dec．，

1850－Jan．，

　　　　Feb．，

　　　　March，

　　　　April，

　　　　May，

Lawrcnce，
　South．

wt87　57
1027　55
842　12
788　49

1162　11
1359　30
1436　60

7103　74

NOр窒
tv?? T．n－1　Bradford．　1　Haverhill．　1　plaistow．　1　Newton．

169　27
73　84
52　51

82　92

16　36

．　Kings－

　ton．

　＄1｝ft　gg　l＄lo．lg

羅1
60　19
58　48
58　77

29　37
94　90

80
25
17
57
39
10
16
84
10
39
39

7
5
0
8
5
8
2
5
5
0

0
4
8
8
7
1
2
1
5
0

　　　21　1

351　20
409　08
367　91
372　40
173　67　l
75　56　［

3Z　Z6　fi

　　　98　i011

031　31

197　94
127　32

82　19

7　79

00　44
9　37

7　24
8　81

8　17

5　42
4　72
9　67

8　86

0　81

71　30　［

3　67
5　92

9　79

8　93

0　74

3　OO

8　72

2　58
1　04

3　33

8　75

128　67
55　87

81　09

86　79
83　52
75　92
35　23
48　38
46　81
66　98

86　20
65　78

xeter．

385　28 634　61 3，957　08 63　49 67　97

716　51

63　76
184　O1
025　75
83　34
58　24
84　76
50　69
11　57
73　78
68　48
58　17

961　241　8379　06

・楽 B薯a「一IP儲。9・

134　19
61　13

60　60
95　24
46　09
41　33

06　84

82　68
99　08
　93　84

21　18
　93　32

196　07
89　86
26　59
23　81
20　10

63s　s2　1
156　43

O
蒔
識
θ
踊
図
唱
旨
ゆ
書
斎
π
銚
耳
が
二
二
恥
洋
謹
話
伴
距
理
誼
難
寧
悪
（
｝
薔
）



SCHEDULE　C－CoNTiNvED．
H
Q
o
O

Mouth．

1849－June，
　　　　July，

　　　　Aug．，

　　　　Sept．，

　　　　Oct．，

　　　　Nov．，

　　　　Dec．，

1850－Jan．，

　　　　Feb．，

　　　　March，

　　　　April，

　　　　May，

New　Mar－
　　ket．

＄337　92

472　02
502　78
510　66
468　32

485　60
364　26
296　90
351　65

477　58
451　07
666　50

5385　26

Durham．

＄94

174
210
191
196
155
102
104
120
132
128
145

61
V1
W2
V9
O0
Q6
P8

a
4
1
1
1
0
2
6
5

1756　20

Dover． E　　Great
　　Falls．

＄1274
1278
1479
1719
1919
1545
1499

　　985

1093
1483
1307
1776

38
X0
S1
O5
W6
P9

K
1
8
1
3
1
5
6
3
1
4

17，361　46

＄626　18

1127　20
976　60

1087　11

1071　48
955　96
744　91
809　98
733　93
920　O1
933　74
842　35

10，829　45

Rochester．

＄615　90

763　20
878　25

685　48
429　09
443　40
285　90
206　81

213　91
304　16
294　97
313　24

5434　31

Salmon
Falls．

＄301

366
472
389
381
334
409
252
241
357
298
411

53
X6

a
0
3
6
0
1
0
0
6
4
8
1
2
1
3
3
1
5
5

4215　21

S．　Ber－

　wick．

＄18　08

14　52

28　42

32　04

38　95

59　25

191　26

Junction．

＄140　72

162　48
163　25
1“　13
119　46

　　91　35

　　81　45

　　71　17

　　68　25

1042　22

N呈鉦wi－1 Wells．

＄58

83
137
128
88
60
77
45
66
85
96
93

8
3
9
0
9
3
6
7
1
7
5
4

2
4
3
7
1
0
6
3
6
4
1
1

1020　42

＄7　15

14　73

45　22
17　76
39　18
8　52

14　17
5　84

7　84

9　21

7　10

4　79

181　51

量
鞍
ω
μ
論
Ψ
（
一
）

Month．

1849－June，
　　　　July，

　　　　Aug．，

　　　　Sept．，

　　　　Oct．，

　　　　Nov．

　　　　Dec．，

1850－Jan．，

　　　　Feb．，

　　　　March
　　　　　　　　　　，
　　　　April，

　　　　May，

Kennc－
bunk．

＄25　OO

46　87
5　91

27　73

27　03

27　52

11　39

24　63

15　50
33　36

25　43

Saco．

＄59　54

84　63

154　41

122　08
101　18
74　30
84　51

20　78

17　44

25　87
34　13

26　23

P。，tl。nd．野離．

　　　　　　　　ItiVo－n“’｛ii’cVk一’s．

Farcs　ta－

ken　in
　Cars．

＄61　22

53　66

77　47

93　06

62　34
58　30

64　25

54　96

54　27

78　59
58　95

48　67

＄2236
3160
2530
2427
3385
3590
3077
2395
1793
3836
2515
2784

2
6
7
9
4
7
1
3
1
0
8
3

8
2
0
5
7
8
8
3
9
0
6
2

＄2190
2631
2499
2474
2427
2335
1854
1374
1214
1376
1553
1691

9
6
0
8
9
9
5
3
0
2
5
7

0
3
7
2
9
5
5
9
4
2
0
4

Steamboat
＆　thro’

　　Fares．

ptO47　51

5021　71

7256　63
7363　55
7770　48
6180　74
4921　42
4257　47
4242　71
5131　47
5904　76
6357　15

Total　from
Passen－

　　gers．

＄26，190　731
　34，076　Ol

　35，194　19

　33，585　10

34，806　53
　31，980　94

　27，158　03

　23，059　59

　22，428　86

　27，417　02

　29，152　49

　30，074　65

Rents．

＄137　69

1502　37
217　99
328　09

1525　02

6494　23
252　65
772　41
607　32
247　42

1017　66
2191　48

M。、1，一門gt誤。淫書§l

　　　　　　IRVents　and　VMails．

＄1008　45

　　470　62

1776
1569
591
371
638ggg　ggl

繍

0
0
0
1
0

0
5
5
4
2270　37　i　805　10　i　765　74 33，734 31　i23，623　63　i68，455　60　1355，124　14　115，294　33　1　8049　26

　　　　　　　From　Portsmouth，　Saco　and　Portland　Railroad，

＄26，328　42

　36，586　83

　35，882　80

　33，913　19

　38，107　55

　40，044　67

　28，002　18

24，203　41
　23，674　38

　28，229　94

　30，748　15

　32，746　21

378，467　73
　10，000　OO

388，467　73



器
H

SCHEDULE　C－No．2．　FOR　FREIGHT．

Mouth．

IM9－June，
　　　　July，

　　　　Aug．，

　　　　Sept．，

　　　　Oct．，

　　　　Nov．，

　　　　Dec．，

1850－Jan．，

　　　　Feb．，

　　　　March，

　　　　April，

　　　　May，

Boston．

＄2932
2717
3195
3199
3432
3569
4154
4399
4695
4001
4586
4914

86
P9
X0

g
3
9
4
9
6
0
4
9
2
0
4
8
3
5
3
3

45，799　12

Mal－
den．

＄36　51

56　87

78　28

63　88

240　26
118　81

228　04
236　49
312　60
156　32
137　14
392　65

2060　85

Mel－
rose．

iS．　Rea－

　　d’g．

ec3　41i　＄246　85

77　25

62　95

50　04

70　80

40　70
7　10

10　65

25　49
7　79

8　97

73　78

298
162
260
193
231
242
202
152
967

5
4
4
7
6
7
9
5
7

7
3
9
9
0
5
7
3
4

隈器

Read－
ing．

Bal．

Vale．

＄178
300
159
87

110
106
87
78
83
80

146
151

53
P3
W8
O1
R1
R3
R2
O3
Q0
U2

g
2
2

＄139
108
83

263
137
122
sc

154
144
113
97

124

3
4
3
2
0
5
7
8
0
0
8
8

0
9
3
4
2
6
6
0
7
6
9
2

Ando－
ver．

＄668　74

478　93

646
424
618
593
392
366
419
340
376
573
776

59
P7
P1
U8
S6
X5
P8

_
5
7
7
5
4
6

4747　3611s6g　0211sso　ssl・61g　720

　　　　　　i－VVt　Ttj－vtT　vvt

Lawren－
　　ce．

＄3150　02

269186
288453
237954
271940
184233
254396
201501
183491
156765
299426
　　　　　　　329402i

N．　An－

dov．

＄147　87

227　95
156　61

158　30
279　97
122　99
140　52
231　58
101　14
225　08
105　29

301　20

2g，g17　4gl　21gs　so

Brad－
ford．

＄179　98

144　70
171　04
157　69
195　82
196　65
216　47
199　50
187　09
222　02
242　11
244　19

2357　26

Haver－
　hill．

＄1046　79

1311　56
1303　53
1227　68
1266　72
1050　78
1049　42
1290　85
1209　28
1222　52
1214　08
1410　97

14，604　18

Plais－

tow．

＄94　54

86　04

144　77

107　52

120　65

105　87
87　05

57　50

59　O1
70　76
80　141

249　15！
　　　　　i

New－
ton．

＄122　95

　59　53
　77　74
　40　30
　70　86
　60　64
　48　24
　68　82
　79　36
　70　61

　56　89
　68　15

1263　ool　s24　og

Month．

1849－June，
　　　　July，

　　　　Aug．，

　　　　Sept．，

　　　　Oct．，

　　　　Nov．，

　　　　Dec．，

1850－Jan．，

　　　　Feb．，

　　　　March，

　　　　April，

　　　　May，

E．　Kings－

　ton．

＄142　13

124　04
128　49
110　23

155　16
114　09
171　51

Exeter．
甦署二1指禦一

＄ssg　2s［＄73　741

478
500
587
606
511
526

291　72　821

1聖楽
ll騒矧

　New
Market．

Dur－
ham．

i25　ggl　S2i　g2i　24　S61

　92　991　693　171　27　42

124
173
122

｛
b
8
8

ρ
0
7
に
σ

M5
522
483

川
艇
4
1
5
6

s2　gg＄ig：　sg

35　80

39　32

38　OO

sc
82

111
122

「
D
Q
り
1
1

9
1
4
ρ
0

＄358
180
229
287
289
200
278
301
262
387
286

6
8
2
6
6
1
0
0
1
5
9

7
6
3
8
8
9
8
1
8
5
1

＄69　50

56i　621　MI

8
0
4
1
3
7
9
1
6
3

5
3
8
8
5
3
8
0
4
2

9
8
2
8
1
4
6
4
0
0

4
4
7
8
8
6
9
6
9
7

Dover．

lss3　s416s66　071s42　73 564

＄757
900
748
984
1134
1518
1250
1260
1474
1345
1333
1414

4
6
6
6
6
2
6
2
9
7
6
1

7
2
6
3
2
8
4
2
3
9
5
7

20 3631　461s73　M114，123　41

　　　　　　　　　　　d

Great
Fa！ls

＄1112　72

　993　85
男ll珪1

Roches－
　ter．

Salmon
Falls．

＄976　72

881　83
938　83
867　33
419　95
603　12

434　58
409　03
433　69
432　61
570　22

579　88

S．　Ber．

Junc
tion．

1033　86
1328　51
1286　77
1540　43
1495　88
1201　09
796　08

1887　90

　　　　　　　　
・4・376371754779

＄慰謝18器

　460　711　143　67

彗置921　？ラζ9？

　652　241　g95　5g

939
1716
776
681
710

7
0
n
δ
4
τ
0
0

5
」
4
3
8
Q
り

231　73

333　08
270　14
270　28
337　47

g273　3312ss2　6s

Total．

13，879　81

12，990　04
13，346　08

12，930　63

14，014　99
13，112　89

15，023　39

14，907　65
15，900　90

14，407　35

16，184　14

18，835　05 175，53292

175，53292

6
豊
丘
e
縄
、
山
神
ゆ
難
医
竃
計
q
摺
沢
嵐
分
霊
滋
強
伽
恥
理
誼
難
》
麗
（
B
誌
）



　経済経営研究第31号（1）

　　　　　　　（67）
引用しておこう。この財務諸表の一部分が示しているように，当該会社の収益

性に関して，地区ごとに，月次の情報が公開されていることがわかる。このこ

とは，投資家広くは利害関係者の各層に対して，当該会社の存立意義について

主張・説得するという目的が，財務諸表公開動機に強く作用していたことを示
　　　　　　　　　（68）
していると思われる。

　以上述べてきたような発展経過を辿りながら，徐々に鉄道会社は巨大化して

ゆく。例えば，Boston＆Worcester鉄道とWestern鉄道は，1868年に合併

して，the　Boston＆Albany　Railroadが誕生するのである。それは直接に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（69）
は，New　York　Centra1鉄道との競争の産物であった。そしてその翌年の1869

年に，マサチューセッツ州の鉄道委員会が，情報公開規定のみをたずさえて設
　　　　　　　　　　　（70）
立されるに至るのである。

　そこで続いて，この鉄道委員会の規制方式及びその効果についてハドレー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（71）
（A．T．　Hadley）の議論に依拠して検討することとする。マサチューセッツ

　（67）　Repart　Presented　to　the　Stochholders　of　the　Boston　and　Maine　Railroad，

　　at　Their　Annual　Meeting，　September　11，1850，　pp．10～12．本来ならば，

　　　Boston＆Worcester鉄道かWestern鉄道の財務諸表を示すべきであるが，手

　　　元にその資料がないので，やむをえず，同時代の同州の鉄道会社の財務諸表から

　　　引用した。

　（68）ただし，’40年代後半から’50年代にかけては，例えば，Western鉄道のブリス

　　　のように，鉄道の高収益性を第一義と考える経営者も出現している。したがって

　　　事実は多様であり，我々が主張するように，常に，大衆への配慮を示しつつ経営

　　　を遂行する経営者ばかりではない。

　（69）S．Salsbury，　oP．　cit．，　chapter　XIIIを参照。

　（70）ただし，マサチューセッツ州の鉄道委員会が1869年に設立された事情は，主と

　　　して，産業部門からの要請，あるいは，後述するような株式の水割り実務の防止

　　　にあったようで，必ずしも当該州における農民運動とは関係していなかったよう

　　　である（S．J．　Buck，　The（；ranger　Movement，　p．199）。しかし，それ以後のマサ

　　　チューセッソ州の農民運動において，この委員会が機能したことは否定できない。

　（71）A．T．　Hadley，　Railroad　TransPortation，　lts　History　and　lts　Lawsを参

　　　照する。
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州の委員会は，前述のように，規制行為を行うための直接的権限を何ももって

いなかったのであり，それは単に公開性（publicity）を保障するためにのみ

設立されたにすぎないとされている。この委員会は，アダムス（C．F．　Adams，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（72）
Jr．）の指導の下に成立したのであり，当初，報告を保障する権限以外に何の

権限ももたないこの委員会を大多数の人々は軽視していた。また本節第1）項で

も指摘したように後世の研究者もそう評価していた。しかし・・ドレーによれ

ば，このような委員会のあり方はかなり成功をおさめたとされる。ハドレーが

そう判断する理由は何か。その理由こそ，現代外部報告会計の社会的成立基盤

を示唆していると考えられるのである。

　マサチューセッツ州の規制方式が成功したことについては，四つの理由が考

えられる。第一の理由は，通常の理解とは反対に，鉄道会社が世論（public

（72）我々はこ：二で，客観的状況とは別に，アダムスがマサチューセッツ州で公開規

　制型鉄道委員会を設立させた意図について，少し触れておかなければならない。

　彼は，1871年の論文で，近年の鉄道規制の発展の申で，みるべきものはイリノイ

　州のそれだけだと主張している。彼がイリノイ州の規制方式を賞賛する理由は，

　当該州が初めて一一・me法によって鉄道を規制し，かつその規制主体である鉄道委員

　会にそのための権限を付与したことにある。とすれば，これは明らかに，我々が

　考察しようとしている，そしてアダムス自身が指導したマサチューセッツ州の規

　制方式とは異なった方式を彼自身が賞：賛していることになる。したがって，マサ

　チューセッツ州の公開規定に関して，ハドレーが主張し我々が賛同する考え方そ

　のものは，アダムスにはなかったようである。だがそれでは，何故にアダムスが

　会計公開規定を用いたかという問題が残るが，その理由としては，彼が会計情報

　公開によって，鉄道株式の水割り実務を是正しようとする意図をもっていたため

　であると推測される。C，　F．　Adams，　Jr．，“The　Railroad　System，”contained

　in，　C．　F．　Adams，　Jr．，　＆　H．　Adams，　ChaPters　of　Erie，　Augustus　M．　Kelly，

　New　York，　1967，　originally　published　in　1871．

　　また，アダムスが，会計情報公開によって株式水割りを防ぎうると考えたその

　根拠については明確でない。もし大衆の監視機能を考慮していたのならば，我々

　の考え方に通ずる。拙稿，「アメリカ会計理論にみられる基礎的理念の検討」，

　「国民経済雑誌」，第141巻第6号（昭和55年6月目を参照。
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opinion）に対して敏感であったということである。何故なら，会社財産

（corporate　property）概念自体が新しい概念だったので，逆にいえば，それ

は長い慣習によって守られてきたという性格のものではなかったので，その所

有主あるいは経営者は彼らの権利が侵害されないようにする必要があった。そ

のためには，大衆をなだめておかなければならなかったのである（must　keep

the　public　in　good　humor）。このことは，本項の前半部分の検討からも理解

しうる点である。他方，州の鉄道委員会も鉄道会社のこの性向をうまく利用し

ていた。つまり，例えば鉄道会社に安全装置を設置させたり，料金規制をした

り，地方産業に有利に運行させたりするために，直接鉄道を規制するのではな

く，それを世論が要求するようにしむけるために世論を教育する　（educate

public　opinion）という方式を採っている。これも情報公開規制の特徴の一つ

であろう。公開性は，実質的には鉄道会社の側に，自責（respect）あるいは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）
服従（obedience）すらも要求するのに十分な力をもっていたのである。

　第二の理由は，鉄道会社と大衆の長期的利害がほぼ同質的であったことであ

る。もし鉄道経営者の目的が，単に当期の配当をできるだけ多額に：支払うこと

にあったならば，地方の交通を圧迫することによってそれは可能であったかも

しれないが，それは却って地方の中小の交通機関との連結を失い，自らがその

すべての交通に投資しなければならなくなり，損失をこうむる危険があった。

そこで地域との連結を常に保っていく必要が鉄道の側にもあったのである。し

たがって，鉄道経営者に対して公開性を保障させることによって，鉄道の長期

的利害が，一時的利害に負けて，大衆の利害を圧迫するという経過を辿ること

を妨げることができたと考えられる。これも大衆が監視を行うという側面を意

識した結果生じた効果である。この効果もまたマサチューセッツ州の鉄道委員

会が利用したものであるが，成果の割には評価されなかったとハドレーはい

（73）　A．T，　Hadley，　oP．　cit．，　p，137．
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（74）

う。

　第三の理由は，マサチューセッツ州の鉄道産業がすでに十分に古く，ある程

度の安定性を獲得していたことであろう。この点については，我々もすでに指

摘した。すなわち，激烈な競争も過度な経営政策もすでに存在しなかったとい
　　　　　（75）
うことである。この理由には，多少皮肉な意味が込められているように思われ

る。鉄道システムの急速な拡張という目的にとっては，大衆の犠牲の上に鉄道

会社間の完全競争が展開されることが有効であろう。それに対して，一度拡張

段階を過ぎて，質的に高い交通システムあるいはその経営内容を求める場合に

は，今度は鉄道産業の寡占化がある程度進行していることが必須になってくる

のである。したがってマサチューセッツ州が情報公開による大衆の監視機能を

尊重しつつ，鉄道を規制し，他方鉄道の側も，そのような動向に則した経営政

策を採りえたことに対する一つの経済的根拠には，他ならぬ寡占化の進行によ

る企業の巨大化が必須だったように思われる。勿論その規模は，世紀の転換期

のそれに比較すれば小さなものであろうが……。他方，組織された大衆の側で

の，共通した利害の存在ということも見落とすことはできないであろう。

　さらに第四の理由は，マサチューセッツ州においては，ボストンを中心にタ

ウン・ミーティングを典型とする民主主義的な制度及び理念が潜在していたこ

とである。このような理念の存在は，実際経済の利害関係の動向を総体として

方向づける形で作用したと考えられるのである。

　以上の四つの理由から，マサチ＝＝　一回目ツ州では，公開規制によって鉄道会

社規制問題に，ある程度の成功をおさめたわけであるが，そのことは，二つの

派生的結果をもたらしている。一つは，委員会のメンバーの中に存在し続けて

いた鉄道国有化論者を説得したこと，いま一つは，1878年以後，グレンジャー

運動が去った各州が，会計上の改善策をさかんに導入してゆき，公開性による

（74）　lbid．，　p．　138．

（75）　lbid．，　pp．138一一139．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（76）
規制が徐々に取り入れられていったことである。これに関するウィスコンシン

州の事例については，すでに第皿節で検討した。

　　　　　　　　　　　　　lsr結　　　　　語

　以上，朔北・璽節において，我々は19世紀半ばから後半にかけてのアメリカ

鉄道会社規制について，会計情報公開規制発現の経済・社会構造上の根拠とい

う観点から考察を加えてきた。無論，それはごく限られた州に関してのみの考

察である以上，その限界は十分に認識しなければならない。だが，以下のよう

な暫定的結論を出すことは可能であろう。

　時代的には，第H節での考察時期が第H節でのそれよりも若干後になってい

る。しかし，マサチューセッツ州の特殊性ゆえに，そこでは，多様な利害関係

者層が組織化して存在するとともに，他方，鉄道会社はそのような状況下で経

営を行う必要に迫られるという現代的社会構造の萌芽的形態が認められた。さ

らにマサチ＝一セッツ州では，当初は，鉄道自体に懐疑的であった州民も，し

だいに，鉄道の存在を肯定した．ヒでの批判・要求を行うようになった。それに

加えて，そこでは，タウン・ミーティングという極めて民主的な制度したがっ

てその底には民主的な理念が存在し続けていた。州のそうした社会構造が，

1869年に設立された鉄道会社の会計情報公開規制を意義あるものにしたと考え

られる。しかし注意を要するのは，会計情報公開による問題の解消とは，鉄道

を中心に，徐々にしかし確実に進行してゆくアメリカ全土の資本主義甲過程か

ら生ずる問題を根本的に解決するという筋のものではまったくないということ

である。会計情報公開による問題の解消とは，あくまでも，資本主義（化）を

前提とした上での種々の経済・社会問題の解消なのである。

　逆に，第H節で考察したイリノイを始めとする中西部諸州の状況，すなわち

（76）　lbid．，　p．　137．
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農民の力が強力であるのに対して，マサチューセッツ州のように多様な利害関

係者層が成熟していない状況下では，鉄道規制問題が，鉄道会社対農民の両極

的対立の形態を採って現れる。それは保守的農民層のもつ本来的姿でないとし

ても，いきおい，強力な規制を要求した。ところが，そのような規制は，やが

て経済の本来的発展方向を阻害する乙とになり，概ね失敗したのである。しか

し，中西部庭藤では，この後1870年代後半から’80年代そして世紀の転換期に

かけて，各州内に徐々に種々の利害者層が形成されるようになる。また，それ

ら利害者層が州を越えて全国的次元で組織化するようになる。農民も，寡占企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（77）
業体制の再生産構造の中に組み込まれてゆくのである。

　あえていうならば，マサチューセッツ州においてみられた経済・社会構造が，

世紀転換期頃の寡占企業体制の確立に伴って，アメリカ全体として形成されて

ゆくとみることができる。そしてその中で，巨大株式会社一例えばU．S．

スチール会社一の会計情報公開問題が，アメリカ全体を対象としつつ発生す

るとみることができる。また，マサチュ・・一セヅツ州における事例で注目を引く

タクン・ミーティングに象徴されるような民主主義的理念の発現は，世紀転換

期頃については，革新主義運動（Progressive　Movement）の中に発現してい

ると考えられる。しかし，本稿の考察対象に続くかかる時代の研究について
　　　　　　　　　（78）
は，別稿を期したい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1980．12．17脱稿）

　　なお本稿作成に際して，谷端。中野両先生から御指導を賜りましたことを記して，

　感謝いたします。

　（77）　L．　Galambos，　The　Public　lmage　of　Big　Bust’ness　in　America，　1880－

　　　1940　A　Quantitative　Study　in　Social　Change，　The　Johns　Hopkins　Uni－

　　　versity　Press，　Baltimore，1975を参照。

　（78）さらに，我々は，本稿では，19世紀の鉄道会社の会計情報公開と証券市場との

　　　関係については分析していない。また各利害者層，その総体としての一般大衆の

　　　中で，19世紀末から20世紀全般にわたって主要構成要素となる労働者階層及び労

　　　働運動を情報公開とどう関連づけて把えるかという問題についても触れていな

　　　い。いずれも別売を要する問題である。
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